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特別講演

研究方法の変遷と防衛装備品の

価格，原価，利益に関する研究

一社会への貢献を志向した管理会計研究の軌跡一

櫻井通晴

＜論壇要旨＞

本論文は，平成29年8月28日に福岡大学において報告した2017年度年次大会での特別講演の内容を，

論文として発表することを目的に，加筆・修正したものである．論文として発表するに当たり， 内容だけ

でなくタイトルもまた講演時における「契約価格，原価，利益一研究アプローチの変遷と「訓令」の批判

的検討一」から，表題のように変更した．

本稿の主目的は， 防衛装備品の調達に関して，現行の「訓令」に加えて，新たにパフォーマンス基準に

基づく調達基準を設けることの重要性を指摘することにある． ここでパフォーマンス基準に基づく調達基

準とは， 「原価を低減し，納期を早め，品質を向上し，革新的な技術を開発し， もって納税者の負担を軽減

する原価，利益，価格算定の方式」のことをいう． その目的を達成するため，特別講演という性格を勘案

し， まず初めに筆者の研究方法と研究対象の変遷を述べ， なぜ管理会計を専門とする筆者が防衛問題を考

察するに至ったかを明らかにする．

＜キーワード＞

研究方法，防衛装備品，契約価格，訓令，原価計算基準審議会，原価加算方式
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Abstract
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1． はじめに

本論文の主目的は，防衛装備品の調達に関連して実施してきた過去3年間の研究成果の報告

を通じて，管理会計の立場から，防衛装備品調達の現状と問題点を明らかにするとともに，そ

の問題点の解決策を提示することにある．報告の焦点は，防衛省の調達物品の契約価格，原

価，利益がどのように決定され， どこに問題点があるかを解明するとともに，当該問題点を解

決するために防衛省で「パフォーマンス基準制度」の導入を提唱することにある．本論文でパ

フォーマンス基準制度とは， 「原価を低減し，納期を早め，品質を向上し，革新的な技術の開

発を促進し， もって納税者の負担を軽減する制度」 （櫻井, 2017:70)のことをいう．

ただし，論文のもととなった講演内容が特別講演という性格から，筆者にはいま1つの役割

が期待されていた．それは，長く管理会計研究に携わってきた研究者の1人として，常に悩み

ながらも， なぜ防衛問題の研究に至ったかを若い管理会計研究者に伝えることによって，研究

テーマに悩む若手研究者の参考に資することである．そこで， まず初めに，本研究に至るまで

の筆者の研究アプローチ（研究方法と研究対象）の変遷を述べ，次に，本論の主題であるわが

国の防衛装備品の契約価格，原価利益の決定に関する課題とその対策を述べることにする．

2.研究アプローチの変遷

管理会計の研究者の研究スタイルには，幾つかのタイプがある．歴史研究を専門とする研

究者，ケーススタディの重視する研究者，理論研究を選択する研究者，方法論を好んで研究

する研究者，実証研究に特化する研究者などである．幾つかの研究方法を組み合わせて，時

代のニーズに合わせて研究を行っている研究者もいる． どのような研究方法を選択するかは，

時代の要請によっても異なる. 1950年代から1960年代には， アメリカやドイツの研究成果

を日本に導入することを意図した研究が多かった．歴史研究も数多くみられるようになった

1960年代から1970年代にかけては，行動科学や統計学など隣接科学の研究が盛んに行われ

た． 日本の経済が世界から注目を浴びるようになった1980年代以降は，管理会計でもケース

スタデイが多くみられるようになった．一方，経済が低迷している現代では，若い研究者のな

かには実証研究に没頭している者が数多くみられるようになった．要するに，管理会計の研究

スタイルは，時代的な背景の下で，個々人の選択によって，多様であるといえる．では， わが

身を振り返るとき， これまでいかなる研究方法を採用してきたのか．反省の念を込めて，研究

を始めてから現代に至るまでの筆者自身の研究アプローチや研究テーマの変遷を振り返ってみ

たい．

2.1原価計算・管理会計の基礎理論の研究-1960年代後半～1980年代初頭一

管理会計の基礎理論の多くは，原価計算に負っている. 1960年代後半からl980年代初頭ま

では，歴史的アプローチを使って，原価計算の基礎理論を研究した．併せて， アメリカ会計学

会から発表きれている原価計算と管理会計の委員会報告書の研究を行った．その主な研究成果

は，次の3つで表わすことができよう．
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l櫻井通晴訳. 1975. ｢A.A.A.原価・管理会計基準一原文・訳文・解説一』中央経済社

2櫻井通晴. 1979. 『経営原価計算論－新しい原価計算体系の探究一』中央経済社

3櫻井通晴． 1981． 『アメリカ管理会計基準研究』白桃書房．

上記で, 1は，アメリカ会計学会から発表された原価計算・管理会計の委員会報告書の原文，

全訳，解説，訳文および訳注，補論からなる，青木茂男監修の著書である． 1981年には増補版

を上梓した．増補版では， 1969年の「経営意思決定モデル委員会報告書」から1977年の「経

営計画と統制一概念・基準委員会報告書」に至る14本の報告書の内容の概要を増補した. 2

は，概念的には給付（米国では，原価計算対象と呼称）のようにまだドイツの原価計算の影響

が残存しているため，概念はドイツ，手法はアメリカという歪な原価計算の概念と手法との整

合性を図ろうとした著書である．増補版では， 700頁の大著になった． 3に掲載された著書は，

学位論文である．その著書は， 日本公認会計士協会学術賞を受賞した

2.2 1980年代から1991年までの，社会への貢献を目的とした研究

1980年代になると，アメリカ会計学会の委員会活動が終焉を迎えることになる．確認のた

め, 1983年のバージニアエ科大学(VPI)への留学中にピッツバーグにおられた井尻雄二先生

(お会いして頂いた当時には，前アメリカ会計学会会長）にお会いいただき,AAAでは纒まっ

た委員会報告書の作成をする時代は終わったことと，多様で新たな研究テーマ出現によって，

従来の研究対象を変更するのやむなきに至ったことを痛感することになる．

1984年にバージニアエ科大学から帰国した直後に，教え子で研究者の道に進み始めている，

伊藤和憲さんなど6名で研究会を行い，当時のアメリカの学界での研究の趨勢を全員に紹介す

るとともに，将来の研究のあり方を議論した．議論の中心は，当時研究が盛んになりだした

BallandBrown(1968: 159-178)によって代表きれる実証研究を始めるか否かであった

実証研究はしかし，時期尚早であるというのが全員の意見であった．その最大の理由は，実

証研究を実施するにしても, 1980年代の半ばには米国では既に一般的であったメール’はお

ろか，実証研究に必要なソフトや統計資料も日本では整備されていない状態であったからで

ある．

帰国直後， 日本原価計算研究学会の会長であった宮本匡章教授から， 9月に実施する予定の

統一論題で，工場自動化が原価計算理論に及ぼす影響をメインタイトルにした学会報告をする

ようにとの下命を受けた． とはいっても， 自分には学会発表するだけの知見が全くなかった．

内外の文献を読んでも全く参考にならなかった．それもそのはずで，工場自動化はまさにその

時点で現在進行中であったからである．そこで，研究方法としては， まず5つの仮説を立て

て，その仮説を論証すべ〈30社の企業訪問を計画・実施した．その結果, 1980年代から90年

代初頭の企業で問題解決を求めている内容が分かり，その後の研究のヒントが数多く得られ

た．学会報告がすべて終了した折， 自分の研究方法を大きく方向転換し，社会に貢献すること

を目的とした研究を志向することを決意した． また研究方法は，書物だけでなく，企業実践か

ら学び，その問題解決に努力することを自分の研究方法とすることを決意した．その結果得ら

れた主要な研究成果は，次の2冊の著書と論文である．

l櫻井通晴他著． 1987． 『ソフトウエア原価計算』白桃書房

2櫻井通晴. 1988. 「ハイテク環境下における原価企画の有効性」『企業会計』40(5): 17-23.

3櫻井通晴. 1991． 『企業環境の変化と管理会計」同文舘
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企業訪問の結果をもとに著作に纒めた研究結果には，世の中の関心と評価が比較的高かった

ように思われる. 1のソフトウェア原価計算は, 1984年に加工組立型企業の30社, 1985年に

装置産業に属する企業10社を訪問した結果，多くの企業からの“膨大になったソフトウェア

開発費の原価管理の方法を考案して欲しい”という要望をもとに考案したソフトウェア原価低

減ツールである． 当初はその要望に対して，海外文献は皆無で手掛りがなくて困惑していた．

幸いにして， もしやと考えて訪問した「情報サービス産業協会」 （略称, JISA)において，当協

会を訪問したその日に， ソフトウェア原価計算の部会長を依頼きれるとともに， ソフトウェア

原価計算に関わる膨大な企業の基礎資料を提供いただき, 1年間の委員会をもとにソフトウェ

ア原価計算の理念や目的，原価の概念，計算方法などを纏め上げたこのソフトウェア原価計

算は多くの日本企業で現在でも実践されているが,全く日本独自の原価計算手法である． 2は，

加工組立型産業の30社を訪問した結果をもとに記述した論文である．ほぼ同時期，創立間も

ない（株）コンピュータ・サービス（現･SCSK)の事業部制導入を成功裏に行ったが，その謝

礼として同社から研究費を頂き，その資金をもとに研究者と実務家による「ハイテク会計研究

会」を12回に亘って開催した．その研究成果として，岡本・宮本・櫻井(1988)を上梓した. 3

番目に記載した著書『企業環境の変化と管理会計』は，工場自動化と管理会計，原価企画，品

質管理， ソフトウェア原価計算など日本が世界に向けて誇り得る管理会計手法を紹介するとと

もに，ハーバード大学での留学中に研究を深めたABC,品質原価計算ライフサイクル・マネ

ジメント, CⅢ投資の評価など，管理会計の新動向に関する研究成果をも明らかにしたもので

ある． この著書は，経営科学賞を受賞した．

2.3バブル崩壊と日本の管理会計研究の変貌-1991年～2003年前後一

バブル崩壊は，崩壊の危機など絶対にないと信じられてきた銀行が次々と倒産に追い込まれ

るとともに， 日本に長期にわたる不況を齋した．経済環境の変化は， 日本の管理会計研究者の

研究テーマ， したがって研究アプローチをも大きく変貌きせるものであった．

1980年代の後半に， キャプランの求めに応じてハーバード大学のビジネススクールで行わ

れたコロキュアムで，筆者は工場自動化によって変化する管理会計の実態とくに原価企画に

焦点を当てて発表した．逆に， キヤプランとクーパーは,ABC(Activity-BasedCosting;活動基

準原価計算）を発表した．以上から，筆者はハーバード大学への留学の必要性を痛感し，直ち

にフルブライト試験を受験した．その結果，留学を希望していたハーバード大学のビジネスス

クールでは，著者をフルブライト客員研究員としての立場で滞在を許可してくれた．同時に，

ロバート ･S･キャプランとロビン・クーパーを研究相手として，米国には日本の原価企画を

移植し，米国からはABCを日本に移植した．その数年後には，バランスト ・スコアカードを

日本に移植することになる．

留学中の自分のポリシーとしては，多くの日本人の研究者に見られたようにテイク．アン

ド・テイクではなく，常にギブ・アンド・テイクを心がけてきた．バランスト ・スコアカード

に関しては， キャプランの他は， ロビン・クーパーに代わってデイビッド・ノートンが研究相

手になった． この時代の代表的な研究成果には，次の3つの著書がある．いずれも， 日本企業

の不況脱出という目的をもって行った研究の結果である．

l櫻井通晴. 1995. 『間接費の管理-ABC/ABMによる効果性重視の経営一』中央経済社

Z櫻井通晴2004. IABCの基礎とケーススタディ』東洋経済新報社
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3櫻井通晴2003． 『バランスト ・スコアカードー理論とケース・スタディ－1同文舘．

上記のうち, 1の著書に対して， 日本会計研究学会から太田賞を受賞した. 1はABCの, 2

はバランスト ・スコアカードの理論とケースタディを考察したものである．

この間に，何冊かの翻訳を行った． キヤプランとクーパーのABCに関しては, 1998年に

Cow&EｾCr 『コスト戦略と業績管理の統合システム』 （ダイヤモンド社, 1998) と題して翻訳

したキヤプランとノートンのバランスト・スコアカードに関しては, 2017年6月6日現在に

は10回目の増し刷りを迎えた櫻井通晴監訳『戦略バランスト ・スコアカード』 （東洋経済新報

社, 2001)をはじめとして，全部で4冊の著書を翻訳した． なお，バランスト ．スコアカード

の最後の4冊目の翻訳は， 同じく東洋経済社から伊藤和憲教授とともに監訳した『戦略実行の

プレミアム」である．上記の3の著書は，基本的には4冊のキヤプランの翻訳書を基本書とし

て， 日本企業に適合するように工夫を加えたうえで， 日本版バランスト ・スコアカードとして

執筆したものといえる．

2.4原価企画の研究-1980年代～1990年の中葉一

海外への情報発信を始めたのは，霞エンパワーメント代表の早川吉春氏からの突然の依頼

に応えて, 1985年に，霞が関ビルの35階においてフォスター教授（スタンフォード大学),

S加囎jcCo"MQ"Qgeme"の著書(JohnK.Shank; 『戦略的コストマネジメント』 日本経済新聞

社, 1995)などで知られるシャンクの他，モービル等の米国を代表する経営者十数人に， 日本

の原価管理の現状と課題についての講演を行ったことによる．

突然の講演依頼であるので原稿なしでの約2時間の講演のなかで， 日本の原価管理の現状，

特に原価企画の理念と概念について述べた．その1週間後のことである． シヤンクが再び来日

し，原価企画に焦点を絞った論文を書いて欲しいと依頼されたのである．

実は， フォスター教授などの調査団の参加者に，原稿なしで原価企画を含めた日本の原価管

理を講演できたのは， 日本ではまだ誰も手掛けていない日本企業（トヨタは門田安弘教授が調

査を行っていたので，いすぎ， ダイハツ， カルソニックなどトヨタ以外の企業）への訪問を通

じて，原価企画については， 自分独自の原価企画の研究を行っていたからである．

1櫻井通晴1984． 「ハイテク環境下における原価企画の有効性｣『企業会計』40(5): 17-23.

2櫻井通晴1988. 「原価企画の管理会計上の意義(1)」 「税務経理』49(3): 14-23.

3櫻井通晴1988. 「原価企画の管理会計上の意義(2)」 『税務経理』49(5):2=17.

上記で, lは，ハイテク環境下での原価企画の有効性を主張したものである．ただ，当時は

まだ，研究者としては田中雅康，牧戸孝郎， 門田安弘の3教授が原価企画を研究していたにす

ぎなかった．そのため， 当時原価企画はまだ管理会計の手法としては一般には認知されるまで

には至っていないため，筆者は原価企画を明確に管理会計手法として位置づけることを目的と

して，税務経理協会にお願いして2,3を論文として掲載していただいたものである．原価企画

の研究は，その8年後， 日本会計研究学会(1988)から小林哲夫教授を委員長とする特別委員会

｢原価企画研究の課題」報告書が発表され，爾後何年かは原価企画のバイブルとなった．

当時， 日産自動車はまだ原価企画に関しては，全く関心がなかった． 当時の経理担当役員は

米国流の自動車会社の管理会計制度（例；売上利益率ではなく投資利益率，市場志向型の価格

ではなくコストプラス方式）に拘っていて，それが最高であると信じていた．そこで，経理担

当役員の交代を待って， 日産自動車に原価企画の導入を果たすことができた．利益管理に志向
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した日産独自の原価企画が導入されたと考えている．当時， 日産自動車には外国からの研究者

をお連れしたことも含めて， 27回足を運んだことは，いい思い出である．

2.5海外への情報発信-1980年代後半～2000年前後一

客員研究員としてハーバード大学のビジネススクールに滞在した前後は，数多くの英文の論

文を発表した． とくに， シヤンクから依頼きれて執筆した論文である，次の1で紹介する論文

は，世界の数多くの研究者と実務家によって読まれることになった． この論文が縁で，ボーイ

ング社などの企業の他， ドイツ， イギリス， フランス， イタリア，ブラジル， インドに講演で

招聰された．

招膀してくれた大学教授のなかには，先ほど述べたハーバード大学のキャプラン教授があっ

たビジネススクール主催のコロキユアム(colloquium;学内討論会）では，下記の2を発表し

たキャプランもこの論文を丁寧に添削してくれたが，不思議なことにこの論文はあまり多

くの人に読まれたとは思われない． キャプランからは，ハーバード・プレスでの出版も打診

されたが敷居が高すぎるのでお断りした．逆に，熱心に英語での著書の出版を薦めてくれた

ProductivityPresslnc.から下記の3の著書を上梓した．

1 Sakurai,Michiharu、 1989. TargetCostingandHowtoUseit.ん"、αﾉqfCosrM""age"@e",

SUmmer.

2 Sakurai,Michiharu, 1990. ThelnfiuenceofFactoryAutomationonManagementAccountmg

Practices:ASmdyofJapaneseCompanies,inMe""形s/b7･Mα"ゆc加加gExce此"ce,editedby

RobertS.Kaplan,HarvardBusinessSchoolSeriesinAccoumngandContro1.

3 Sakurai,Micmharu. 1996.肋囎mredCbsr』ん"age"ze"ACompα"ywidePJescrjp伽"んrMg舵7・

P"伽α"dLowerCos".ProductivityPress.

3は， ドイツではフォルバッハ(Horvath)教授によって翻訳きれた． ドイツ語の著書の書

名は，伽egm"veskosre"-Mα"age"zem,WrlagVamen, 1997, また， ブラジルではGe形"cjame"ro

加巴gm伽〃C"sros,EditoriaAtlasS.A・,1997と題して, 3の翻訳書が上梓きれた． なお， ドイツ

には3回，ブラジルには2回，講演に招かれた主題は原価企画であった．

上記の3件の他，親友のポール(PaulD.Scarbrough)とは〃ﾌα"eseCosr伽"ageme"Crisp

PUblications,1997を出版した．実質的には門田安弘教授が1人で努力してくれたものであるが，

YasumroMondenandMichiharuSakurai,〃7α"“e伽"age"@e"Acco""伽8－AⅧ'〃α"sA"'DcMch

roPm/ir伽"age"@e"－,ProductivityPress, 1989. を上梓したのも， この時期である．要するに，

日本が世界第2の経済大国に上り詰めた時代には，世界の研究者からの日本の管理会計への注

目度は，極めて高いものであったということである．

ただ， 日本の秘密兵器ともいえる原価企画を海外に移植することが日本の国益を害すること

がないかについては常に自問自答しながら行動したその時期の筆者の海外移植の方針は， 日

本の原価計算と管理会計はその殆どがドイツとアメリカから学んだものであることから，原価

企画の海外展開が少しでもその恩返しになれば積極的に活動すべきであると考えて積極的に発

表した．逆に， 日本の自動車会社と競合する企業からの講演のオファーには，常にお断りし

た． また，将来，ブーメラン効果として日本企業を脅かすと想定されるアジアの2国からの依

頼に応じたこともない．
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2.6コーボレート・レビュテーションとインタンジブルズの研究

管理会計は従来，有形の製品の管理を主な対象にしてきたしかし， この頃になると，企業

人はインタンジブルズの管理への関心を高めていた．そこで，管理会計でもインタンジブルズ

の研究をすべきだとする考えが次第に募っていった．当初はブランドを管理会計の立場から研

究することの可能性を探ったしかし，研究領域がマーケッティングとは違って，管理会計か

らブランドをいくら研究しても，当時は管理会計から研究することの意義を発見することがで

きなかった．

ブランドなどのインタンジブルズに関する海外論文を読み込んでいくなかで，北欧ではコー

ポレート ・レピュテーションの研究が盛んに行われていることを発見したそこで， この研究

を通じて欧米にキャッチアップすることが自分の使命であるとする考えが次第に募っていっ

たしピユテーシヨンの論文を読み込んでいくうちに，北欧，米国での年次大会に幾度か出席

することになり，北欧と米国でそれぞれ発表した筆者のコーポレート ・レビュテーションの

研究は， その後自然な形でインタンジブルズの研究に繋がっていった当時の主要な著書を3

冊あげれるとすれば，次の著書である．

l櫻井通晴2005． 『コーポレート ・レビュテーション』中央経済社．

2櫻井通晴. 2011. 『コーポレート ・レビュテーションの測定と管理』同文舘出版．

3櫻井通晴編著2012． 『インタンジブルズの管理会計』中央経済社

上記のlは， コーポレート ・レビュテーション研究の過程で， 自然な形で執筆・上梓したも

のである． 2008年には，上記の他， 中央経済社の編集者からの示唆もあって，内部統制，全

社的リスクマネジメントなどの内部統制に関わる課題と関連させるとともに， カネボウ，パナ

ソニック，島津製作所， トヨタなどの事例研究を中心にした著書櫻井通晴『しピユテーシヨ

ン・マネジメント』 （中央経済社， 2008）を上梓した． この著書は， 日本原価計算研究学会か

ら学会賞を頂いた． また， 2は, 2011年度の管理会計学会の文献賞を頂いた．

コーポレート ・レビュテーションの研究は， 自然な形でインタンジブルズの研究に移行して

いったのであるが， 3は日本会計研究学会のスタディ ・グループの研究成果である．筆者は編

著書として全体を統括すると同時に執筆の一部を担当した

3． 防衛装備品の契約価格，原価，利益に関する研究

ml5年からは，本稿の中心的なテーマである自分では全く予期していなかったテーマに取

り組むことになる． それが，防衛装備品の契約価格，原価，利益に関する研究である．以下で

は， この3年半，寝食を忘れるほど没頭してきた防衛省における調達にかかわる現状と課題を

中心に述べる．

3.1 1970年代の原価計算基準審議会による原価計算基準の研究

1970年代の初頭に， 日本会計研究学会の理事会（日本工業倶楽部）が，ハーバード大学から

アンソニー教授を招膀したことがある．恩師青木茂男先生のお蔭で， アンソニーの特別講演を

聴き，かつ質問する機会を得たことは,筆者にとって実にまたとない幸運なチャンスであった．
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大学院の博士課程1年のときのことで, AIESECの留学制度を利用した留学から帰国したば

かりであった． アンソニー教授の講演を聞いて， 日本の原価計算基準との関係を先生に質問し

た．丁寧にお答えいただいたが，それだけではいくつか不明なところがあった．そこで，早

速，懇意にしていただいていたペンシルバニア大学のマッツ(AdlphMatz)教授に手紙を書いた

ところ，直ちに，原価計算基準審議会(CostAccountingStandardsBoard;CASB)の委員であった

マッツ先生から，大量かつ貴重な資料が送付されてきた．

そこで筆者は， 3つの原価計算に関連する基準，すなわち，①日本の「原価計算基準｣，②米

国の原価計算基準審議会が制定した原価計算基準(CostAccountingStandards;CAS),および③

アメリカ会計学会(AmericanAccountingAssociation;AAA)によって発表きれた原価概念基準委
員会報告の比較研究を行うことに決意し，いくつかの論文を発表した． とくに，②に関する研

究成果は，原価計算研究学会の重鎮であった山邊六郎教授の指示により，原価計算研究学会の

学会誌の創刊号，第2号，第4号に掲載された．以下の論文がそれである．

l櫻井通晴1976． 「契約原価算定のための原価計算基準一原価計算基準審議会(CASB)

の研究（その1)」日本原価計算研究学会創刊号, 1: 15-27.

2櫻井通晴． 1976． 「契約原価算定のための原価計算基準(2)-MAP意見書“契約原価算

定のための概念”一」 『原価計算』 日本原価計算研究学特別号， 2:27-40．

3櫻井通晴. 1977. ｢CASBの原価計算基準一わが国「原価計算基準」との対比におい

て－」 『原価計算』日本原価計算研究学特別号， 4:33-49．

当時の原価計算基準審議会の原価基準に関する研究は，ほどなく溝口一雄，小林哲夫先生を

はじめとする管理会計研究者が翻訳権を取得したり執筆活動をするなどで研究を進めることに

なり，筆者は自然の形でこの研究から手を引かざるをえない状況に追い込まれた2．

ただ，人生には何が起こるか分からないものである．以上で掲載した論文の他, 1980年に

『企業会計』に発表された筆者の論文（櫻井， 1980）を記憶していた中央大学の富塚教授による

防衛基盤整備協会の理事への紹介で，防衛省に関わる研究を再開することになったのである．

過去の研究は，いってみれば，すべて基本的には自発的な意志に基づく研究である． しか

し，防衛省の契約原価に関する研究は，筆者にとっては，国からの依頼という，全く新たな研

究であることにおいて， 自分の意志で行ってきた従来の原価計算や管理会計の基礎研究や社会

に貢献することを志向した研究に続く，全く新しいアプローチを必要とする第3の研究とでも

いうべきものであった．その研究成果の1つとして発表したのが，以下で述べる防衛装備品の

契約価格，原価，利益に関する研究（櫻井， 2017）である．

3.2防衛基盤整備協会の委託研究に基づく研究

防衛基盤整備協会から委託研究を受けたのは, 2014年6月のことであった．当初は, 2年間

の契約であった．与えられたミッションは，次の3つであった．第1は， 「訓令」の問題点の

把握，第2は，海外文献の渉猟と紹介，第3は，問題点解決の方法の提案である． なお， ここ

で「訓令」とは， 「調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令」のことで， この「訓令」に

よって防衛省における防衛装備品の原価計算方式を律している．

原価計算基準審議会による防衛装備品の原価計算基準の研究を始めてから，実に40年以上

の歳月が経過していた． この研究を再開してすぐ， わが国の防衛装備品の調達に係わる制度が

世界の趨勢と二周遅れで立ち遅れている状況にあることを発見した．そのことが， ほぼ3年半
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図l 防衛装備品調達の現状と課題
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の間， この研究に没頭することになった最大の理由である．

委託研究の第1年度は，昔取った杵柄である原価計算基準審議会の原価計算基準を中心に研

究した．その研究の過程で， この40年の間に，新たな規則が制定されていることを発見した

それが1984年以降制度化されている連邦調達規則(FederalAcquisitionRegulation;FAR),およ

び国防連邦調達規則一補足(DefenseFederalAcquisitionRegulation-Suppliment;DFAR-S)である．

米国では， この3つが三位一体となって国防省の契約価格，原価，利益を規制していることが

わかってきた．研究を進めるに従って，管理会計の観点から見ると，米国の国防省の基準・規

則に比較して，防衛省の「訓令」が大幅に陳腐化していることも発見した

第2年度目には，防衛省の幹部との勉強会，契約企業との勉強会，および防衛省での検討委

員会の機会が与えられたこの勉強会で，官民の意識と制度上の課題が明らかになった．

当初，委託研究は2年で終了する予定であった． しかし，防衛基盤整備協会からは研究を1

年延長して，米国の防衛装備品の契約に関する規定と比較することで防衛省の問題点を指摘す

るよう依頼された．結果的には，第3年度目の研究によって，問題点の指摘に止まらず，その

問題点の解決の方向性をも示すことになった．

3.3防衛装備品調達の現状と課題

契約価格，原価利益に関する本論文の目的は， 2つある. 1つは，防衛省の「訓令」に見ら

れる防衛装備品の特徴を明らかにして，その特徴からいかなる問題点が生じるかを解明するこ

とである．いま1つは， 「訓令」の問題点の解決の方向性を示唆することである．その目的を

達成するため， まず初めに，防衛省が抱える防衛装備品の現状と課題から述べる．図lを参照

されたい．

図lでは，防衛装備品には，民生品とは違った4つの特徴があることを明らかにしている．

それは，①独占的な市場，②技術的変化の著しい製品，③多品種の製品を生産していること，

および④厳しい規制である．以上の防衛装備品の特徴から，防衛産業は，米国だけでなく日本

でも，①情報の非対称性と，②モラルハザードを生み出すという共通の特徴を持っており，そ

のことが過去，何回にもわたる防衛装備品の調達における不正事件にまで発展したことの原因

となっていることが明らかになってきた．

「訓令」においては，看過できない喫緊の課題が少なくとも4つあることを発見した．それ

は，①調達契約での利益算定方法，②加工費率を活用した製造間接費の配賦③借入資本利子
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の原価性，許容原価性の問題および④初度費の扱いであった．ただし，④については，論文・

著書執筆の段階で防衛省と財務省との間で激しい議論が始まっていた．そのため， この初度費

の問題はいずれ解決に向かうであろうことが予想された．そこで，現状の課題としては，④の

テーマを外し，最初の3つの課題を考察することにした．

3.4防衛装備品の調達契約のための利益

現在の防衛省の価格計算方法のルーツは，旧陸軍の原価計算にもとづく価格計算（原価十適

正利益附加方式）にある． この契約価格算定の原理は，一般に原価加算契約(costpluscontract;

コストプラス方式） と称きれている価格計算の方式である．

防衛省における調達物品等の予定価格は， 「訓令」に従って計算される．予定価格は市場価

格方式か，原価計算方式によって計算される．原価計算方式によって利益を計算するには，式

lで見るように，総原価に利益率を乗じて利益を算定する（｢訓令」第74条)．

式1利益＝総原価×利益率

式lの計算構造の下では，利益率を所与とすれば，総原価を増大させることで利益が増大す

る．そのため，企業の原価計算担当者には，防衛省の契約担当官が確認しにくい工数を過大に

申告することで，原価を大きくしたいという誘因をもつ危険性がある．事実， この種の不正行

為は顕在化している．逆に， この制度では企業による原価低減のインセンテイブが湧きにく

い．つまり， 「訓令」における原価計算方式の最大の特徴（問題点）は，原理的には原価加算

方式によっていることから，原価が高まれば利益も増大するので，原価低減のインセンテイブ

には結びつかないことにある．

3.5加工費率を活用した製造間接費の配賦

日本の「原価計算基準」では，直接労務費と製造間接費とを分離することが困難な場合その

他必要ある場合は，加工費予定配賦率の使用を許容している．それでは，なぜ「原価計算基準」

で製造間接費の配賦に代えて加工費の配賦が許容されているのか．それは，財務諸表の作成と

原価管理を重視する「原価計算基準」では，原価管理と計算の簡便性が優先されているからで

ある．

防衛省の「訓令」においてもまた， 「原価計算基準」が許容している加工費による製造間接

費の配賦が許容されている．ただ，問題は，製造間接費の配賦に加工費を用いると，民生品と

防衛装備品とを生産している工場では民生品から防衛装備品へのコストの過剰配賦が“合法的

に”行われてしまうことにある． 「原価計算基準」の理念とは違って，防衛省の予定価格には，

公正を中核にした正確かつ完全で最新の計算結果が求められる． したがって， 「原価計算基準」

が許容しているから「訓令」でも認めてよいという論理は妥当性を欠く．

なぜ妥当性を欠くのか．図2を参照きれたい． 「原価計算基準」の目的は財務諸表の作成や

原価管理にある． さらに計算の便宜性も配慮される．それゆえ，製造間接費の配賦のために加

工費での配賦が許容される． しかし，防衛省の「訓令」では，正確，完全，最新であることが

要求きれる． したがって， 「訓令」では「原価計算基準」が許容しているという理由から，加

工費を用いて製造間接費を配賦することは，特別な政策的意図がない限り，理論的には許容さ

れるべきではないのである．
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図2金融庁「基準」と防衛省の「訓令」のあるべき配賦と賦課

基準･訓令 原価計算の主目的 費 目 製品の類型

配賦
民生品

加工費率 民生品B

財務諸表の作成と経営管理

原価管理の有効性と便宜性

契約価格の算定

正確性,完全性,最新を要請

防衛省

｢訓令」

出典：本書の執筆のために，筆者が作成

3.6借入資本利子の原価性，許容原価性

借入資本利子の原価計算上の扱いは， 日本の場合，その利用目的が財務諸表作成にあれば非

原価である．予定価格の計算の場合でも，利子は利益と並んで非原価として位置づけられてい

る（｢訓令」第29条)．他方，米国の場合， その利用目的が財務諸表作成目的であれば日本と

同じように非原価であるが，契約価格算定のためには，非原価ではなく許容原価(CAS,414)で

ある．防衛省では借入資本利子が非原価扱いされているのに，国防省の場合には許容原価であ

る．その違いはなぜ生じるのであるか． 日米の取扱いのうちいずれが妥当か．筆者には, 1970

年代に米国の原価計算基準の研究をした時からの疑問が未解決のまま残されていた．

その疑問は， この度の研究によってようやく解くことができた．つまり，米国では，原価算

定の目的が財務諸表作成や原価管理にあれば，非原価として扱われる．他方，契約価格の算定

がその目的であれば，設備資本の貨幣コストは許容原価である(CAS414). なぜなら，設備資

本の資本コストは，革新的な設備投資を促す役割を果たしているからである． これが米国の

CAS,FAR,およびDFAR-Sの一貫した基準・規則の根底にある考え方なのである．

それでは， ドイツではいかなる扱いがなされているか．久保田(1940:70~71)の研究によれ

ば， ドイツの歴史研究から，第一次世界大戦時の1914年には消費者の論理が尊重され,利子は

非許容原価として扱われていた． しかし，大戦後の1918年には，生産者保護の立場から，許

容原価として扱われるようになった．

ドイツと同じ観点からの議論は， 日本でも見られる．本間(2010: 136)によれば, 1975年の

衆議院予算委員会での某議員からの「……政府は，防衛産業は保護産業と考えているのじやな

いか，そう思わざるをえないのは，支払い利息を原価に入れている点です」とする批判である．

その批判を受けて， 「訓令」は1975年を境にして，支払利子を原価の一要素として扱うのを改

め，裸価格（つまり，価格の一要素） として扱われるようになったのである．図3を参照きれ

たい．

3.7現行防衛省調達制度の問題点

「訓令」における原価計算方式の最大の問題点は，原理的には原価加算契約によっているの

で，原価が増加すれば利益も増加することにある．それゆえ，企業にとって効率的な生産への

インセンテイブが湧いてこない． また，企業が原価を低減すると，次の契約では，ギリギリま
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図3 1975年改正前・改正後の支払利子の扱い

(改正前） （改正後）

一

出典：本間(2010: 136). なお，改正直後は支払利子であったが，現在では利子に変更されている

で低減させた水準から始めさせられるので，原価低減の意欲を失う． ざらに，技術力に劣り収

益性の悪い企業も優れた企業と平等な収益獲得の機会3が与えられているので，技術力が劣り

収益性の低い企業にはありがたいが，逆に，優れた技術者を抱えて先進的な防衛装備品を開

発・生産できる企業経営者や技術者にとっては，不満が残る．加えて，現代の企業は熾烈な国

際競争と株主重視のなかで生き残って行かなければならない．現代の経営管理者にとっては，

優れた企業の場合， とくに仮に低い資本利益率のもとでの経営を強いられることがあれば，他

の事業部からの冷たい眼差しを受けるだけではなく，株主からも強い批判の声を浴びることに

なる． ざらに， もっと深刻な課題は，現状の制度の下では，納税者が満足できるような低コス

トで高品質かつ先進的な防衛装備品の生産と開発が期待できないことにある．

3.8パフォーマンス基準制度の方向性

現在の「訓令」には，以上で述べてきたような問題点がある．それでは， これらの問題点を

改善するには， いかなる対策が必要とされるのか．以下では，改善の方向性を述べる．契約企

業自らが進んで原価低減に努力するようになるためには，新たな発想にもとづく契約制度の導

入が必要になる．それが，パフォーマンス基準にもとづく契約制度である． その概要は，表1

で示してある．

表lの概要で示したように，官は適正で合理的なコストを一定の範囲で負担し，民はコスト

の多寡（如何）によって報酬が増減する契約制度を構築する．契約制度では，現在の原価計算

方式に加えて，固定価格契約4を導入する．適用領域は，当初は研究試作・開発で，革新性の

高いプロジェクトにのみ適用する．企業がコスト低減に積極的になるようなインセンテイブ制

度を設けて，その成果である利益の配分に当たっては，通常の利益（フイー）の他に，特別報

酬（アワード）を設ける． また，試作品や新規の開発品の場合には，原価の妥当性の判断が困

難である．それゆえ，伝統的な意味での原価監査は意味をもたなくなる．そこで，米国の国防

省が契約業者に課しているように，原価監査に代えてプロジェクト管理の手法として遍く知ら

れているEVM(EamedValueManagement)を導入し, EVMの一要素である統合ベースライン・

レビュー(htegratedBasenneReview;IBR)を活用して官と民が原価の妥当性を判断する．

表lの5でWBS/EVMとは，プロジェクトマネジメントの管理に有効な管理会計手法であ
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表1パフォーマンス基準制度のアウトライン

る．嘗て， アンソニーとデイアデン(AnthnyandDearden.1980:811-814)によっても紹介きれて
きたプロジェクトマネジメントのツールである． 日本でも建築業界やIT企業では広く活用き

れている．

また，旧Rは，官民が共同で管理すべく，米国の国防省やNASAで導入されているレビュー

の手法である． 国防省やNASAが実施しているように, IBRを用いて官民が協議を行う．現在

の原価監査に代えてIBRを活用する．予算措置は，原則，低減が見込まれるコストを特別報酬

に充てるが，不足の場合には，防衛省に予算措置を講じてもらう．

パフオーマンス基準制度は，簡潔にその意図するところ表現すれば，努力した企業が報いら

れる制度であるといえる．熾烈なグローバルな経営環境と株主重視の高まりのなかで低い投資

利益率の事業が許容きれにくい社会環境なかで戦っている日本企業が，防衛装備品の開発と生

産に限って平等原則のなかで経営を行うことは次第に難しくなってきている．革新的な開発が

必要な案件や，高度な技術が必要とされる案件については，それなりの知識と技術を擁する従

業員，特別な機械設備が要求きれよう．そのような案件に対しては，契約企業にとってある程

度までは満足できる条件で防衛装備品を納入できるような制度を構築することを意図した制度

である．

4． まとめ

本稿は， 2017年度の管理会計学会年次大会での特別講演の報告内容を，論文形式で加筆・修

正したものである．本稿の前半は， メインテーマである防衛省の契約価格，原価，利益の研究

に至るまでの筆者の管理会計研究の軌跡を概観した．後半部分は，先般上梓したばかりの櫻井

(2017)に基づき，防衛問題の現状と課題を考察した．

過去3年半の防衛問題に関する関与の経験によれば， これまで深く関与してきた経済産業省

とは全く違って，防衛省は想定以上に政治性が強い力をもつ官庁である．そのため，制度改革

の実現には数多くの困難に遭遇してきたし，今後も多くの困難が待ち受けていることを了解し

ている． しかし，防衛省はいまこそ大きく変化しない限り， コスト低減による納税者の負担低

15

タイトル パフォーマンス基準制度

1．概 要 1 企業と官が合理的な利益をシェアする．

2パフォーマンスの優れた企業に特別報酬を提供する．

2． 契約形態 原価計算方式十固定価格契約

最適な契約形態を官（主導） と企業が協議して選択

3．適用基準 研究試作・開発で，革新性の高いプロジェクト

4．利 益 契約価格＝原価十利益（通常の利益十特別報酬）

5.WBS/EVM 適用を促す

(現在の原価監査に代えて, IBRを活用する）

6． 予算措置 低減が見込まれるコスト＋予算措置
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減に応えることは難しいのではないかとも懸念している． また，伝統的な原価計算方式（原価

加算方式）には優れたところが数多くある．それゆえ，パフォーマンス基準制度の導入は一気

呵成に実施すべきではなく， とくに新製品の開発，試作品の製造など，原価加算方式では問題

が生じやすいところから導入することを提案したい．

現代の社会において，多くの日本企業は国際的および国内で熾烈な競争に晒きれながらも，

立派に活躍している． 日々新製品の開発にしのぎを削っている現代の企業にあって，防衛装備

品の開発・生産システムだけを今後とも特別扱いして旧来の制度のままで存続させることが許

きれるとは到底思われない． とくに先端的な防衛装備品の調達については，平等という名の悪

平等ではなく，原価の引き下げや機能・性能，品質向上に成功し，革新的な技術開発をした企

業が真に報いられる制度への変革が求められる．換言すれば，契約業者にとっては，努力した

企業（経営者）が真に報いられる制度の構築が求められる．納税者である国民の負担を軽減す

ベく，防衛省のために廉価で高品質で革新性の富む製品の開発・生産が可能になる制度を構築

するための研究を行うことは，研究者の重要な責務の1つである5．それが，拙著『契約価格，

原価，利益』の出版と本稿の執筆に筆者を駆り立てた真の理由であり動機でもある．

注

1 1983年の4月に， 1年の留学の挨拶のためにバージニアエ科大学（略称, vPI)のキロー教

授(LarryN・Killough)の研究室を訪れると，最初に， 「ミチ（通晴のニックネーム）はメール
を行っているか？」と聞く． シンガポール国立大学の教授とメールで情報交換していると

いう．当時， メールについて詳しく聞いても何のことか分からなかった. 1984年7月に帰

国直後, ITに詳しい教授に日本での普及状況を聞いたところ，東大では一部で実践してい

るかもしれないという． 日本では，懇意にしていた富士通のIT技術者から， メールが完備

されたからということで大阪の支社でメールを見せて頂いたことが忘れられない． 日本で

のC/Sシステムが一気に整備きれるようになったのは, 1993年のことである．

2この度の研究で，筆者がCASBのCASの研究から完全に手を引いた1980年には,CASBの

審議会は実質的にその役目を終了していたことが明らかになった．

3 「訓令」でも，事業特性係数（第76条第4項）や契約履行難易度調整係数（第77条）が設

けられてはいる． しかし，それらの条件の下で，効率性・効果性を上げるために原価低減

活動に積極的に努力した企業努力に対しては，米国の国防省に見るような特別な配慮が見

られないという意味である．櫻井(2017:210~215)では，国防省がこれらの努力に対してど

んな対策を実施してきたかを述べている．

4防衛省でも， 「防衛装備庁における契約事務に関する訓令」 （防衛装備庁令第34号）の第25

条において，一般確定契約の他，超過利益返納条項付契約が設けられてはいる． しかし，米

国の国防省で見られるような意味でのグローバルスタンダードになっている固定価格契約

は全く許容されていない．筆者が，防衛省の契約制度は世界の趨勢から2周遅れであると

述べているのは，価格契約に関して見られるように，現在の「訓令」においては，近年の

理論的な研究成果が随所で欠落しているからである．国防省の固定契約に関しては，櫻井

(2017: 163-180)を参照されたい．
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研究方法の変遷と防衛装備品の価格，原価利益に関する研究

5 日本学術会議からは，研究者は防衛問題に関する研究をするべきでないとする意見書が発

表されていることを十分に了解している．それを承知で敢えて防衛問題の研究を行ってき

たのには， 2つの理由からである．第1は，現存する自衛隊の契約価格，原価，利益の制度

が，納税者である国民に高い負担を強いているのであれば，それを改善するのは，国民の

当然の務めである．第2には，現実の国際政治においては，防衛という名目を掲げながら

も侵略または自国の主張を押し通すことを目的として軍備を拡張していると想定できる国

家がある．そのような国家の野望から少ない予算のなかで少しでも日本の国益を守るため

に，効率的・効果的な防衛装備品の開発・生産を目的とした学術研究を行うのは，国民の

重要な責務の1つではないかと思われるのである．
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＜論壇要旨＞

経済環境の変化にしたがって，実務に有用なものとなるように管理会計が拡張している． そのようなな

かで，管理会計の定義や体系を再考する必要がある． まず，管理会計を拡張しなければならない変化とし

て，経済環境，価値創造の源泉，価値観に焦点を当てる． また，拡張した管理会計として，戦略重視の

BSC,非財務情報としてのインタンジブルズ・マネジメント， 固定予算による管理， ステークホルダー志

向の統合報告を例示する． これ以外にも，管理会計の拡張はみられる． その拡張について，統一論題の報

告者にそれぞれの立場で検討していただく．併せて，管理会計の定義はどのように移行すべきか，管理会

計の体系はどうすべきかについて検討する機会となることを期待している．
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1･ はじめに

管理会計とは何か， また管理会計の体系とは何かについて，最近の学会では議論される機会

が少なくなっている．かつては，計画と統制(んへA,1958),戦略的計画，マネジメント ・コン

トロール， オペレーシヨナル・コントロールという体系(Anthony,1965)など大いに議論きれて

きた．一方，実務では，顧客ニーズへの対応や競争優位の構築が求められるようになった． こ

の戦略策定は戦略的計画ではなく，ポジシヨニング(Porter,1980)を図ったり，資源ベースの視

点(Bamey,1991)を構築することである．戦略策定を重視するようになった結果，管理会計に

も戦略的管理会計の研究(Simmonds,1981)が求められるようになってきたまた他方では，企

業のグローバル化とともに，マネジメント ・コントロールに組織文化などを取り入れる研究

(MalmandBrown,2008)が重要視されるようになってきた．

戦略重視とマネジメント ・コントロールの拡張という実務上のニーズに対して，管理会

計もいろいろな研究が行われている．例えば,ABC(activity-basedcosting)やBSC(balanced

scorecard),原価企画などは，戦略的管理会計として取り上げられている． これらはまた，組織

変革や組織間管理会計も含めて，戦略とマネジメント ・コントロールにまたがる課題でもあ

る．いずれも，戦略策定とその実行であるマネジメント・コントロールとを明確には区分でき

ない課題である．

管理会計の拡張と実務適応によって，管理会計とは何か，管理会計の体系とは何かを再度

議論すべきことがわかる．管理会計の本質も変化しており，体系も統一的見解がないなかで，

2017年度の管理会計学会全国大会の統一論題の座長として，統一論題のテーマを「管理会計の

拡張と実務適応の課題」とした理由はここにある．

本稿では，統一論題のテーマをもう少し掘り下げるとともに， 4名の登壇者に依頼した課題

を明らかにする．第2節では，本稿で問題視する管理会計が拡張してきた原因は何かを明らか

にする．第3節では，実務上のニーズに応じて，管理会計が拡張したが，そこに潜む実務適応

上の課題を明らかにする． このような変化の下で，第4節では， 4名の統一論題の登壇者の課

題を紹介する．最後に，第5節で管理会計の定義の拡張と体系について検討する．

2.管理会計の拡張

AAA1958年度委員会（櫻井, 1995)は， 「管理会計とは，経済実体の歴史的および計画的な

経済的データを処理するにあたって，経営管理者が合理的な経済目的の達成計画を設定し， ま

たこれらの諸目的を達成するために知的な意思決定を行うのを援助するため，適切な技術と概

念を適用することである.｣(AAA, 1958)と定義づけた．その後， この定義を拡張しなければな

らない原因が生じている． この管理会計拡張の原因は何かを経済環境，価値創造の源泉，価値

観という点から検討する．
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2.1経済環境の変化

経済の変化がマネジメントすべき対象に大きく影響を及ぼしている．製造業が経済の中心と

なっていた社会では，原材料を購入し，機械や設備を使って製品を生産していた． このような

工業化経済の下では，有形資産のマネジメントが企業価値に大きく貢献する．一方，広告，保

険，銀行, IT, コンサルティングファーム，あるいは病院などの組織が経済に台頭してきた

このような組織が中心となった知識ベースの社会では，有形資産は相対的に多くはない． した

がって，マネジメントの対象も有形資産だけではなくなってきている．

こうした組織が有形資産だけをマネジメントしても企業価値への貢献はそれほど多くはな

い． むしろ，ブランドやレビュテーション， イノベーティブなビジネス・プロセス，従業員の

スキル，情報技術，組織文化といったインタンジブルズと一緒に有形資産を戦略的にマネジメ

ントすることの方が，企業価値の向上に寄与するようになってきた

以上のように，社会経済における業種業態の拡張が管理会計拡張の原因であった．製造業か

らサービス業まで，営利企業から非営利企業まで，特定企業のマネジメントから組織間関係の

マネジメントまで，管理会計研究は広がりを見せている．

2.2価値創造の源泉の変化

経済環境の変化に伴って，価値創造の源泉が有形資産からインタンジブルズヘと拡張してい

る． この価値創造に大きく影響を及ぼす管理会計システムも変化している．工業化社会ではコ

ストマネジメントや予算管理といったマネジメント ・コントロールが価値創造に大きく影響し

ていた．事を正しく行うことで価値が創造されたしかし知識ベースの社会では，正しいこと

を行うことで価値が創造きれるようになり，他社と違うユニークな戦略が重要視きれるように

なってきた． またインタンジブルズをいかに戦略と結びつけるかが価値創造に影響を及ぼすよ

うになってきた．

また，財務情報は過去の意思決定の結果であるとして，将来の財務業績に影響を及ぼす非財

務業績が重要視されている． また，意思決定に影響を及ぼす要因として，非財務情報， とりわ

け投資家の意思決定にはESG(environment,social,govemance:環境・社会・ガバナンス）情報
が見直されており， これに対する管理会計の対応も検討されてきている．

ASOBAT(AAA,1966,astatementofaccountingtheory:基礎的会計理論）によって財務会計と

管理会計は情報による統合がなきれたが，その後歩み寄りを見せないまま理論と実務が乖離し

た． 同様に，財務会計と管理会計も歩み寄りを見せてこなかった． しかし昨今，統合報告の提

唱により，財務会計と管理会計の統合が再び図られている．財務会計でも管理会計でもインタ

ンジブルズの意義が認識きれている．

2.3価値観の変革

社会的な価値観の変革も管理会計に影響を及ぼしている．財務会計の目的は利害関係者の利

害調整にあると指摘されてきた．昨今，投資家の意思決定への情報開示という限定的な目的も

指摘されている. CSR報告書やサステナビリテイレポートなどを含めた企業報告書では，投資

家だけでなくその他のステークホルダーも重要視されている．たとえば，財務会計では情報開

示するためにステークホルダー・エンゲージメントを重要視するするようになってきた．

また，管理会計でも，ステークホルダー・エンゲージメントを取った結果，対話から得られ
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た情報を戦略策定に取り入れようという思考になってきている． このように，企業の目的は株

主の富の極大化という株主価値から， ステークホルダーの満足といったステークホルダー価値

に移行していると考えられる．

利害関係者とステークホルダーとの違いは重要である．利害調整を問題視した見解は， 「企

業の目的が同社の多様なステークホルダーの相矛盾する要求のバランスをとることから導きだ

されなければならない(Ansoffl965:51)」という主張にみられる．つまり，利害関係者とは経

済価値の分配を問題視するときに用いた用語である．他方， ステークホルダーを意図して用い

たDill(1975:58)によれば， 「外部構成員は，製品価格と品質のような短期的な関心事から長期

にわたる戦略的意味合いを持つ環境保全，海外投資政策，雇用問題についての行動へとその関

心事がずいぶん変化している」としてステークホルダーを提唱した. DiⅡがステークホルダー

を提唱したのは，利害関係者の利益分配ではなく， ステークホルダーの関心事から企業が戦略

策定の情報を入手するためである．

3．実務適応のための管理会計研究とその課題

経済環境の変化や価値創造，価値観変革によって，管理会計研究が拡張されてきた．次に管

理会計が拡張した例示を紹介する．本節では，筆者が研究してきた管理会計のなかから，戦

略， インタンジブルズ，予算管理，統合報告を順に取り上げ，拡張した管理会計研究の課題を

検討する．

3.1戦略重視

Ansoff(1965)は，戦略を将来の戦略的計画の立案であると定義した.Anthony(1965)も同様

に，戦略を計画設定するところに管理会計が有用であると考えていたまずトップが戦略的計

画として計画設定し， これをミドルのマネジメント ・コントロールに落とし込むことで戦略的

計画を実行する．その後,Anthony(1965)の主張とは異なる提案がなされるようになってきた
戦略策定と実行を区分することはできないという問題提起である．たとえば,Mintzberg(1987)

が提唱する創発戦略は，現場から戦略が生まれていき，実現して始めてパターンとしての戦略

が認識される．実現されて始めて判明するということは，戦略と実行を区分することができな

いということを意味する． また,Wittington(1996)やJomsonetal. (2007)などは，戦略という
ものがあるのではなく，戦略を形成していくプロセスが重要だという．つまり， どのように戦

略化(strategizing)していくのかを重要視している．彼らも実際に形成するという点から，戦略
と実行を区分してはいない．

このような戦略論の変化にしたがって，管理会計でも戦略と実行を同時に扱うことができる

ものとしてBSCが提案きれた(KaplanandNorton,1996).BSCを用いると，戦略を戦略マップと
して可視化して，スコアカードで戦略の進捗状況を測定し管理する. BSCを用いて戦略の修正

を学習したり，創発戦略を行うことができる. BSC以前のマネジメント ・システムは，戦略を

所与として，業務管理のPDCAを回すものでしかなかった. BSCにより，戦略を実行するため

にPDCAを回すマネジメント・システムが考案されたことは理論だけでなく，実務上も有用で
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ある．

要するに，顧客や市場ニーズを把握して戦略を重視する実務に適応するために,BSCが構築

された．その結果，戦略と実行を扱うことができるようになってきたまた, BSCによって戦

略を策定したり，戦略修正したり，時には創発戦略に役立つと考えられている． しかし，実践

としての戦略にBSCがどのように有用であるのかについてはほとんど議論されてきていない．

戦略化を支援するマネジメント ・システムには, BSCよりももっと柔軟なシステムの方が使い

やすい可能性がある．管理会計として，戦略化への研究が期待される．

3.2インタンジブルズ

インタンジブルズは競争優位の源泉であるとして，資源ベースの戦略論が提唱されるよう

になった(Bameyj l991).財務会計では，無形資産としてのれんは買い入れのれんに限定して，

資産として認識していたところが，株式純資産倍率(price-to-bookratio:PBR),つまり株式

市場が評価する企業の超過収益力がその企業の帳簿価額の何倍になっているかを求めたとこ

ろ, 1980年頃に1倍だったPBRが, 2000年には7倍になっていることが判明した(Lev,2001:

9)． この自己創設のれんのオンバランス化が検討されるようになった．検討の結果, Blairand

Wallman(2001:51-56)は，資産とは，①すでに所有しており，売却可能な資産でなければなら

ないものと定義づけた．開発途上の研究開発投資やコーポレートレピュテーションは，②支配

可能だが分離して売却できない資産であり， オンバランスできないとした． また，人的資産や

組織資産のように，③企業が完全には支配できないものもインタンジブルズではあるがオンバ

ランスできないとした．

これに対して管理会計では， インタンジブルズを戦略と結びつけて測定しマネジメントする

ことが重要であるという研究が進められるようになったKaplanandNorton(2004)は，人的資

産，情報資産，組織資産というインタンジブルズを，価値創造プロセスを下支えする準備度で

測定することを提案したたとえば，不良率低減という戦略目標を下支えする戦略目標が人的

資産のスキルアップという戦略目標だったとする． このスキルアップについて現在のレベルと

不良率を低減できる目標のレベルを設定する．そのレベル設定にあたり，関係するすべての従

業員を訓練していないというレベルから指導者レベルまでのいくつかの段階で評価する． この

評価のことをレディネス評価という．以前は，人的資産の指標はプロセス指標でしかなかった

が， レデイネス評価によって成果指標として測定できるようになったこの成果指標は，戦略

目標の達成度を測定できるという大きなメリットが考えられる．

管理会計では戦略や業績の管理として，主として財務業績を扱ってきた． ところが，財務業

績は過去のアクションの結果でしかない．将来の財務業績に影響を及ぼすのは非財務業績す

なわちパフォーマンスドライバーである． このパフォーマンスドライバーであるインタンジブ

ルズは， たとえばスキルがあるだけでは価値を生まない．スキルアップを戦略と結びづけて，

インタンジブルズを機能きせることで価値を創造できる．そのためには， スキルを測定しなけ

ればならないが， レデイネス評価によって成果指標として測定できるようになった．そのこと

で， インタンジブルズの構築度を戦略目標の達成度として測定できるようになった． ところ

が，創発戦略を生み出すインタンジブルズのマネジメントについては議論が始まったばかりで

ある（伊藤, 2014: 151-154).管理会計研究として， インタンジブルズ・マネジメントに対す

る多方面からの研究が期待される．
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3.3環境変化と予算修正・予算必達への対応

管理会計の原点ともいえる予算は, BBRT(BeyondBudgetingRoundTtlble)という実務界から

問題視きれたBBmによれば，予算は財務偏重であり，短期志向に陥る． また，財務情報だ

けでなく，非財務情報を取り入れた経営をすべきであるという批判である．すでに指摘したよ

うに， インタンジブルズヘの投資という長期的志向を取り入れる必要があるという． さらに，

環境変化が激しいために，せっかく立案した予算もすぐに役立たなくなってしまう． このよう

な予算を編成するのに時間とコストがかかりすぎるので，廃止してはどうかという提案がなさ

れた(HopeandFraiseL2003).実際には， 日本で予算を廃止したところはなかった． しかし，財

務偏重という予算の課題を克服するためには，たとえばBSCのような財務と非財務を同時に

取り入れた経営をすることは一考の余地がある． また，環境変化に対応するようにローリング

予測をすべきだという主張は，予算管理にとって重要な指摘である．

市場環境の変化に対応して,HopeandFraiser(2003)は予算をローリングすべきであるという
提案をした．理論的には期中で環境変化に合わせて予算修正することが正しそうである． とこ

ろが， 日本企業をケーススタディしたところ，むしろ固定予算のままとする方が良いとする主

張が行われている．たとえば，堀井(2013:23-44)は，バッファロー社では予算必達のために新

製品開発を行っているというケースを紹介している．同様に足立・篠原(2016)もまた，セーレ

ン社では部門予算を固定させておき， この予算を実現するためにアクションプランを工夫させ

ているケースを紹介している．

予算は環境の変化に応じて修正した方がいいのであろうか，それとも固定のままがいいので

あろうか．市場環境が変化したとき，予算を固定したままとすると，現場はモチベーションが

下がるばかりでなく， 「言い訳のうまい人を育ててしまう」 （伊丹・青木, 2016: 131) という課

題がある． ところが，予算を修正しないとすると，あとで修正できないという認識から，予算

を編成するとき， 「現場は原価について真剣に考えるようになるだろう」 （伊丹・青木, 2016:

132) という指摘もある． また， 目標値や予算が必達であれば言い訳を許さない文化が醸成さ

れ，達成するためのイノベーティブなアクションを創意工夫するようになる．言い換えれば，

目標必達の文化が現場で戦略を形成していき， ときには実践としての戦略が形成きれていく可

能性もある．予算を固定して利用することと環境変化に適応して修正する場合については， さ

らなる研究が期待される．

3.4統合報告

投資家に対する財務情報の開示は， アニュアルレポートなどで行われてきたこうした財務

報告書は財政状態と経営成績を客観的に報告できるが，社会や環境への対応を表していないと

いう課題がある．そこで多くの企業は，財務報告書とは別に，任意の報告書として，環境報告

書CSR(coIPoratesocialresponsibinty:企業の社会的責任）レポートあるいはサステナビリテイ
レポート （以下， これらすべてをサステナビリテイレポートと呼ぶ）を作成し公表してきた．

このように多くの企業では財務報告書とサステナビリテイレポートを同時に開示しているが，

両者の情報に一貫性がないという課題がある．そのため，投資家の意思決定に有用ではないと

か， ステークホルダーの必要な情報が開示されていないといった批判が投げられてきた． ここ

に財務報告書とサステナビリテイレポートに一貫性を持たせる統合報告書が求められるように

なった．
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財務報告書とサステナビリテイレポートを統合するために, IIRC(hternationalhtegrated
ReportingCouncil:国際統合報告評議会）から統合報告フレームワーク(IIRC,2013)が公表ざれ

た． 2013年以降， 日本での統合報告書を開示する企業の数が激増している． こうした企業で

は，報告書の名称はアニユアルレポートもしくはサステナビリテイレポートのままであるが，

報告内容は財務情報だけでなく非財務情報も併せて開示している. IIRCが提案する価値創造

モデルにしたがって統合報告書を開示する企業もかなりの数に上っている． しかし，統合報告

は主として投資家への情報開示であるとして財務会計の研究領域ときれてきた．

IRC(2013)によれば，統合報告書には，価値創造，資本，価値創造プロセスを可視化しなけ

ればならない． ここで価値創造とは， 「企業の事業活動とアウトプットによって資本の増加，

減少，変換をもたらすプロセス」(HRC,2013:38)と定義きれている．価値についてはImCで

は明確には定義していないが，経済価値だけでなく,CSRのような社会価値も含めている．つ

まり，財務業績や利益というよりも資本のことである．その資本とは，製造資本・財務資本・

人的資本・知的資本・社会関係資本・自然資本からなる． これらの資本は必ずしも財務数値で

表せないこともあり，非財務数値もしくは定性的にナラテイブ情報として開示することもで

きる． さらに，価値創造プロセスとして, IIRCではオクトパスモデルを例示している. 6つの

資本がどのように増減するかをプロセスとして可視化することが重要であると指摘している．

要するに，統合報告書は，開示する情報が価値創造に関するものであり， どのように価値創

造するかのプロセスを開示しなければならない．財務情報だけでなく非財務情報を含めた情報

の可視化は，投資家への開示によって受託責任が解除されるわけではなく，ステークホルダー

との対話が求められる． この対話から， ステークホルダーにとっては企業の戦略情報を入手で

きる．一方，経営者にとっても戦略に対するステークホルダーの意向を知ることができる．つ

まり，経営者としては， ステークホルダーから管理会計情報を取り込んで，戦略策定や経営

に役立てることができる． ここに管理会計としての研究の価値がある（伊藤, 2014:247). こ

のように統合報告における管理会計の重要性については, Smith(2017)でも強調されている．

Snth(2017)によれば, SmzregjcM""ageme"Acco"航"gという書名で統合報告を検討しており，

ステークホルダーからの情報を経営に活用すべきであるとしている．そして，戦略的へツド

セットというキーワードで，マイクの役割を果たす情報の開示の論理と， イヤホーンの役割を

果たすステークホルダー情報の経営への活用を説いている．

統合報告は戦略や価値創造の可視化であるとするIIRCの指摘に従えば，統合報告書は財務

と非財務情報を取り込んで将来の価値創造プロセスを可視化する．他方， アニユアルレポート

は財務情報により過去の事実を開示する．過去の財務情報であれば比較可能であるが，将来の

価値創造プロセスを企業間比較する意味はあまりない．言い換えれば，他社と違うことをする

ことが戦略であるが，その戦略を比較することに意味がない． ところがImCとは別に，サス

テナビリテイ会計基準を設定しようする組織(SustainabilityAccountingStandardsBoard:SASB)

がある. SASBによれば，財務だけでなく非財務情報も取り込んで投資家の意思決定に有用な

情報開示となるように，企業間比較のための基準設定を計画している. SASBの基準が，戦略

や価値創造の可視化によってステークホルダーから管理会計情報を取り入れようとするものも

含むのかについては検討の余地がある．財務と非財務業績を比較する基準設定というSASBの

動きは，財務会計目的としては理解できるが，管理会計目的には適合しないように考えられ

る. SASBの動向について管理会計研究として検討する必要がある．
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4．統一論題の報告者の課題

管理会計は，経済環境の変化に応じて， また価値創造の源泉や価値観そのものの変化によっ

て大きく拡張きれてきた．その例として取り上げたのが，戦略重視の経営， インタンジブルズ

のマネジメント，予算は固定すべきか修正すべきか，財務と非財務の情報を扱う統合報告書で

ある． これらの研究テーマはいずれも，伝統的な管理会計とは違った論点である．他にも，管

理会計を拡張すべきテーマがたくさんある． これらを統一論題の報告者の研究領域で報告して

いただくことが統一論題の狙いの1つである．同時に，管理会計が拡張した現実を振り返った

とき，管理会計の定義と体系をどのように捉えるかを議論することが狙いの2つ目である． さ

らに， この統一論題を契機として，管理会計について再検討していただきたいというのが狙い

の3つ目である．

まず，成膜大学の伊藤克容氏による「マーケティング管理会計の展開一顧客動向の追跡と動

線設計」について要点を紹介する．デジタルマーケテイングが普及することによって，個別顧

客の動向が追跡可能となった．デジタルデータの蓄積により，個別顧客の追跡が可能になった

ことで，従来はブラックボックスとされてきた販売プロセスが可視化される状況が出現してい

るという． このような管理会計の拡張によって，多くの情報をいかに活用するか， ノウハウの

蓄積，理論化が重要な課題として浮上しているという．伊藤克容氏の研究は，現在一般化して

いるマーケティングオートメーションの紹介とそのマーケティングオートメーションの下での

管理会計の新展開という先進的な研究である．

次に，千葉大学の内山哲彦氏による「管理会計研究・実践と人的要素の管理一統合報告を中

心に－」の概略を紹介する．内山氏は，今日のインタンジブルズ型経済の後の時代背景を先義

後利型経済と捉えたここでの先義後利という概念は，経済的価値だけでなく，経済価値と社

会・組織価値のバランスを維持することであるという． このような時代には，長期視点，統合

的あるいは複合的な企業価値観それらを統合的あるいは複合的に管理することが重要であ

り， ここに統合報告が有用であると主張する．統合報告とマネジメント ・コントロールとの関

係に対する内山氏のユニークな解釈が展開きれる．

さらに，北海道大学の篠田朝也氏による「資本予算実務の課題一管理会計の拡張と資本予算

実務」に関する研究を簡単に紹介する．設備投資計画は伝統的な管理会計のテーマとして議論

きれてきた．篠田朝也氏の研究では，事後監査への対応，定性的リスク項目のリスクマネジメ

ント，撤退基準の設定, IT投資の経済的効果測定，収益見積もり， といった資本予算の拡張が

明らかにされる．併せて，研究上の制約として，資本予算データへのアクセスという課題があ

ることを取り上げている． こうした拡張と課題は資本予算研究を大きく進展させてくれるもの

として興味深い．

最後に，価値共創代表の伊藤武志氏による「社会に貢献する会社の経営管理一オムロンの事

例を中心として－」について簡潔に紹介する．伊藤武志氏は， これまでを株主「中心」の経営

であったとした．株式のパフォーマンスを上げるには， 2つの課題があるという. lつ目は，

適正価格以上の価格づけマーケティングを適切に行って高収益を得ることである． 2つ目は，

顧客からの評価が低く低収益の事業や商品からは撤退し，強みがあってトップになれるような

事業・商品に資源を投入するなどの選択と集中を行うことである．今日はステークホルダーモ

デルの下で動いているという． ステークホルダーモデルの下では, 1つ目のマーケティングを
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ソーシャルニーズの創造とするだけで， 2つ目は選択と集中のままでよい． このような企業と

してオムロンの経営の事例紹介をしている．

S、 まとめ

管理会計の拡張にしたがって，管理会計の定義や体系はどのように考えればいいのだろう

か. AAA1958年度委員会の定義は， 当時としては先進的であり優れた定義であったところ

が,今日の経済環境や管理会計の拡張を考えると，少なくとも3つの点で見直しを図る必要が
ある．

第1は，企業価値概念の拡張である．企業の目的は企業価値創造であることは間違いないと

しても, AAAの定義などでは企業価値を経済価値と捉えていたステークホルダー志向が台

頭している今日，企業価値も拡張されなければならない. PorterandKramer(2002)が提唱する

共有価値(sharedvalue)やステークホルダー価値なども考えられよう．

第2は，戦略の重視により戦略を扱うことは管理会計にとっては当然である．かつて管理会

計は計画と統制に資するときれており， これ自体は現在でも間違いではない． ところが，戦略

の策定と実行の連動をどのように扱うかは新たな課題である．戦略が重要となり， また戦略へ

の管理会計の役立ちが無視できなくなっている．その戦略は，策定と実行を明確には区分でき

ないという現状にある．戦略策定が戦略実行と連動するとなると，業務管理と戦略管理も連動

して考えるべきか，業務管理は別に扱うべきかを検討しなければならない．

第3は，経済的データとしての非財務情報の意義である．経済的データには，当然であるが

かつても非財務情報が含まれていた．売上高や材料費の構成要素として販売量や消費量といっ

た非財務情報が考えられるからである． ところが，今日重要視している非財務情報とは，一つ

には財務業績のパフォーマンスドライバーとしての非財務情報である． また，価値創造に影響

するインタンジブルズといった非財務情報である．あるいは,ESG情報のように意思決定に資

する非財務情報である． このような非財務情報を積極的に管理会計へと包含する必要がある．

以上の拡張を前提として，最後に，管理会計の体系について検討する．管理会計の定義の拡

張を考慮した体系を管理会計研究者は今後も検討していく必要がある．そのようななかで，櫻

井(2015:578)の体系論は，一考に値する． この体系論によれば，管理会計は，経営計画とコン

トロール，経営意思決定，経営戦略の策定と実行に区分きれている． この管理会計体系に基づ

いて，研究者が管理会計の体系をさらに検討することが期待される．
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管理会計の拡張と実務適応の課題
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＜論壇要旨＞

経済環境の変化にしたがって，実務に有用なものとなるように管理会計が拡張している． そのようなな

かで，管理会計の定義や体系を再考する必要がある． まず，管理会計を拡張しなければならない変化とし

て，経済環境，価値創造の源泉，価値観に焦点を当てる． また，拡張した管理会計として，戦略重視の

BSC,非財務情報としてのインタンジブルズ・マネジメント，固定予算による管理， ステークホルダー志

向の統合報告を例示する． これ以外にも，管理会計の拡張はみられる． その拡張について，統一論題の報

告者にそれぞれの立場で検討していただく．併せて，管理会計の定義はどのように移行すべきか，管理会

計の体系はどうすべきかについて検討する機会となることを期待している．
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1・ はじめに

管理会計とは何か， また管理会計の体系とは何かについて，最近の学会では議論きれる機会

が少なくなっている．かつては，計画と統制(AAA, 1958),戦略的計画，マネジメント ・コン

トロール， オペレーシヨナル・コントロールという体系(Anthony,1965)など大いに議論きれて

きた．一方，実務では，顧客ニーズへの対応や競争優位の構築が求められるようになったこ

の戦略策定は戦略的計画ではなく，ポジシヨニング(Porter, 1980)を図ったり，資源ベースの視

点(Bamey, 1991)を構築することである．戦略策定を重視するようになった結果，管理会計に

も戦略的管理会計の研究(Simmonds,1981)が求められるようになってきた． また他方では，企

業のグローバル化とともに，マネジメント ・コントロールに組織文化などを取り入れる研究

(MalmandBrown,2008)が重要視されるようになってきた

戦略重視とマネジメント ・コントロールの拡張という実務上のニーズに対して，管理会

計もいろいろな研究が行われている．例えば,ABC(activity-basedcosting)やBSC(balanced

scorecard),原価企画などは，戦略的管理会計として取り上げられている． これらはまた，組織

変革や組織間管理会計も含めて，戦略とマネジメント ・コントロールにまたがる課題でもあ

る．いずれも，戦略策定とその実行であるマネジメント ・コントロールとを明確には区分でき

ない課題である．

管理会計の拡張と実務適応によって，管理会計とは何か，管理会計の体系とは何かを再度

議論すべきことがわかる．管理会計の本質も変化しており，体系も統一的見解がないなかで，

2017年度の管理会計学会全国大会の統一論題の座長として，統一論題のテーマを「管理会計の

拡張と実務適応の課題」とした理由はここにある．

本稿では，統一論題のテーマをもう少し掘り下げるとともに， 4名の登壇者に依頼した課題

を明らかにする．第2節では，本稿で問題視する管理会計が拡張してきた原因は何かを明らか

にする．第3節では，実務上のニーズに応じて，管理会計が拡張したが，そこに潜む実務適応

上の課題を明らかにする． このような変化の下で，第4節では， 4名の統一論題の登壇者の課

題を紹介する．最後に，第5節で管理会計の定義の拡張と体系について検討する．

2． 管理会計の拡張

AAA1958年度委員会（櫻井, 1995)は， 「管理会計とは，経済実体の歴史的および計画的な

経済的データを処理するにあたって，経営管理者が合理的な経済目的の達成計画を設定し， ま

たこれらの諸目的を達成するために知的な意思決定を行うのを援助するため，適切な技術と概

念を適用することである.｣(AAA,1958)と定義づけた．その後， この定義を拡張しなければな

らない原因が生じている． この管理会計拡張の原因は何かを経済環境価値創造の源泉，価値

観という点から検討する．
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2.1経済環境の変化

経済の変化がマネジメントすべき対象に大きく影響を及ぼしている．製造業が経済の中心と

なっていた社会では，原材料を購入し，機械や設備を使って製品を生産していた． このような

工業化経済の下では，有形資産のマネジメントが企業価値に大きく貢献する．一方，広告，保

険，銀行, IT, コンサルティングファーム， あるいは病院などの組織が経済に台頭してきた．

このような組織が中心となった知識ベースの社会では，有形資産は相対的に多くはない． した

がって，マネジメントの対象も有形資産だけではなくなってきている．

こうした組織が有形資産だけをマネジメントしても企業価値への貢献はそれほど多くはな

い． むしろ，ブランドやレビュテーション， イノベーティブなビジネス・プロセス，従業員の

スキル，情報技術，組織文化といったインタンジブルズと一緒に有形資産を戦略的にマネジメ

ントすることの方が，企業価値の向上に寄与するようになってきた．

以上のように，社会経済における業種業態の拡張が管理会計拡張の原因であった．製造業か

らサービス業まで，営利企業から非営利企業まで，特定企業のマネジメントから組織間関係の

マネジメントまで，管理会計研究は広がりを見せている．

2.2価値創造の源泉の変化

経済環境の変化に伴って，価値創造の源泉が有形資産からインタンジブルズヘと拡張してい

る． この価値創造に大きく影響を及ぼす管理会計システムも変化している．工業化社会ではコ

ストマネジメントや予算管理といったマネジメント・コントロールが価値創造に大きく影響し

ていた．事を正しく行うことで価値が創造きれた． しかし知識ベースの社会では，正しいこと

を行うことで価値が創造きれるようになり，他社と違うユニークな戦略が重要視されるように

なってきた． またインタンジブルズをいかに戦略と結びつけるかが価値創造に影響を及ぼすよ

うになってきた．

また，財務情報は過去の意思決定の結果であるとして，将来の財務業績に影響を及ぼす非財

務業績が重要視されている． また，意思決定に影響を及ぼす要因として，非財務情報とりわ

け投資家の意思決定にはESG(environment,social,govemance:環境・社会・ガバナンス）情報

が見直されており， これに対する管理会計の対応も検討されてきている．

ASOBAT(AAA,1966,astatementofaccountingtheory:基礎的会計理論）によって財務会計と

管理会計は情報による統合がなきれたが，その後歩み寄りを見せないまま理論と実務が乖離し

た． 同様に，財務会計と管理会計も歩み寄りを見せてこなかった． しかし昨今，統合報告の提

唱により，財務会計と管理会計の統合が再び図られている．財務会計でも管理会計でもインタ

ンジブルズの意義が認識きれている．

2.3価値観の変革

社会的な価値観の変革も管理会計に影響を及ぼしている．財務会計の目的は利害関係者の利

害調整にあると指摘きれてきた．昨今，投資家の意思決定への情報開示という限定的な目的も

指摘されている. CSR報告書やサステナビリテイレポートなどを含めた企業報告書では，投資

家だけでなくその他のステークホルダーも重要視されている．たとえば，財務会計では情報開

示するためにステークホルダー・エンゲージメントを重要視するするようになってきた．

また，管理会計でも， ステークホルダー・エンゲージメントを取った結果，対話から得られ

21



管理会計学第26巻第2号

た情報を戦略策定に取り入れようという思考になってきている． このように，企業の目的は株

主の富の極大化という株主価値から， ステークホルダーの満足といったステークホルダー価値

に移行していると考えられる．

利害関係者とステークホルダーとの違いは重要である．利害調整を問題視した見解は， 「企

業の目的が同社の多様なステークホルダーの相矛盾する要求のバランスをとることから導きだ

きれなければならない(Ansoffl965:51)」という主張にみられる．つまり，利害関係者とは経

済価値の分配を問題視するときに用いた用語である．他方， ステークホルダーを意図して用い

たDiU(1975:58)によれば， 「外部構成員は，製品価格と品質のような短期的な関心事から長期

にわたる戦略的意味合いを持つ環境保全，海外投資政策，雇用問題についての行動へとその関

心事がずいぶん変化している」としてステークホルダーを提唱した． Dillがステークホルダー

を提唱したのは，利害関係者の利益分配ではなく， ステークホルダーの関心事から企業が戦略

策定の情報を入手するためである．

3．実務適応のための管理会計研究とその課題

経済環境の変化や価値創造，価値観変革によって，管理会計研究が拡張されてきた．次に管

理会計が拡張した例示を紹介する．本節では，筆者が研究してきた管理会計のなかから，戦

略， インタンジブルズ，予算管理，統合報告を順に取り上げ，拡張した管理会計研究の課題を

検討する．

3.1戦略重視

Ansoff(1965)は，戦略を将来の戦略的計画の立案であると定義したAnthony(1965)も同様

に，戦略を計画設定するところに管理会計が有用であると考えていた． まずトップが戦略的計

画として計画設定し， これをミドルのマネジメント ・コントロールに落とし込むことで戦略的

計画を実行する．その後,Anthony(1965)の主張とは異なる提案がなきれるようになってきた

戦略策定と実行を区分することはできないという問題提起である．たとえば,Mintzberg(1987)

が提唱する創発戦略は，現場から戦略が生まれていき，実現して始めてパターンとしての戦略

が認識される．実現されて始めて判明するということは，戦略と実行を区分することができな

いということを意味する． また,Wittmgton(1996)やJomsonetal. (2007)などは，戦略という
ものがあるのではなく，戦略を形成していくプロセスが重要だという．つまり， どのように戦

略化(strategizing)していくのかを重要視している．彼らも実際に形成するという点から，戦略
と実行を区分してはいない．

このような戦略論の変化にしたがって，管理会計でも戦略と実行を同時に扱うことができる

ものとしてBSCが提案された(KaplanandNorton,1996).BSCを用いると，戦略を戦略マップと
して可視化して，スコアカードで戦略の進捗状況を測定し管理する. BSCを用いて戦略の修正

を学習したり，創発戦略を行うことができる． BSC以前のマネジメント ・システムは，戦略を

所与として，業務管理のPDCAを回すものでしかなかった. BSCにより，戦略を実行するため

にPDCAを回すマネジメント ・システムが考案されたことは理論だけでなく，実務上も有用で
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ある．

要するに，顧客や市場ニーズを把握して戦略を重視する実務に適応するために,BSCが構築

された．その結果，戦略と実行を扱うことができるようになってきたまた, BSCによって戦

略を策定したり，戦略修正したり，時には創発戦略に役立つと考えられている． しかし，実践

としての戦略にBSCがどのように有用であるのかについてはほとんど議論されてきていない．

戦略化を支援するマネジメント ・システムには, BSCよりももっと柔軟なシステムの方が使い

やすい可能性がある．管理会計として，戦略化への研究が期待される．

3.2インタンジブルズ

インタンジブルズは競争優位の源泉であるとして，資源ベースの戦略論が提唱されるよう

になった(Bamey, 1991).財務会計では，無形資産としてのれんは買い入れのれんに限定して，

資産として認識していた． ところが，株式純資産倍率(price-to-bookratio:PBR),つまり株式
市場が評価する企業の超過収益力がその企業の帳簿価額の何倍になっているかを求めたとこ

ろ, 1980年頃に1倍だったPBRが, 2000年には7倍になっていることが判明した(Lev,2001:

9)． この自己創設のれんのオンバランス化が検討きれるようになった．検討の結果, Blairand

Wallman(2001:51-56)は，資産とは，①すでに所有しており，売却可能な資産でなければなら

ないものと定義づけた．開発途上の研究開発投資やコーポレートレピュテーションは，②支配

可能だが分離して売却できない資産であり， オンバランスできないとした． また，人的資産や

組織資産のように，③企業が完全には支配できないものもインタンジブルズではあるがオンバ

ランスできないとした．

これに対して管理会計では， インタンジブルズを戦略と結びつけて測定しマネジメントする

ことが重要であるという研究が進められるようになった. KaplanandNorton(2004)は，人的資

産，情報資産，組織資産というインタンジブルズを，価値創造プロセスを下支えする準備度で

測定することを提案した． たとえば，不良率低減という戦略目標を下支えする戦略目標が人的

資産のスキルアップという戦略目標だったとする． このスキルアップについて現在のレベルと

不良率を低減できる目標のレベルを設定する．そのレベル設定にあたり，関係するすべての従

業員を訓練していないというレベルから指導者レベルまでのいくつかの段階で評価する． この

評価のことをレディネス評価という．以前は，人的資産の指標はプロセス指標でしかなかった

が， レデイネス評価によって成果指標として測定できるようになった． この成果指標は，戦略

目標の達成度を測定できるという大きなメリットが考えられる．

管理会計では戦略や業績の管理として，主として財務業績を扱ってきた． ところが，財務業

績は過去のアクションの結果でしかない．将来の財務業績に影響を及ぼすのは非財務業績す

なわちパフォーマンスドライバーである． このパフォーマンスドライバーであるインタンジブ

ルズは， たとえばスキルがあるだけでは価値を生まない．スキルアップを戦略と結びづけて，

インタンジブルズを機能させることで価値を創造できる．そのためには， スキルを測定しなけ

ればならないが， レデイネス評価によって成果指標として測定できるようになったそのこと

で， インタンジブルズの構築度を戦略目標の達成度として測定できるようになった． ところ

が，創発戦略を生み出すインタンジブルズのマネジメントについては議論が始まったばかりで

ある（伊藤, 2014: 151-154).管理会計研究として， インタンジブルズ・マネジメントに対す

る多方面からの研究が期待される．
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3.3環境変化と予算修正・予算必達への対応

管理会計の原点ともいえる予算は, BBRT(BeyondBudgetingRoundTable)という実務界から

問題視きれたBBRTによれば，予算は財務偏重であり，短期志向に陥る． また，財務情報だ

けでなく，非財務情報を取り入れた経営をすべきであるという批判である．すでに指摘したよ

うに， インタンジブルズヘの投資という長期的志向を取り入れる必要があるという． さらに，

環境変化が激しいために，せっかく立案した予算もすぐに役立たなくなってしまう． このよう

な予算を編成するのに時間とコストがかかりすぎるので，廃止してはどうかという提案がなさ

れた(HopeandFraisel32003).実際には， 日本で予算を廃止したところはなかった． しかし，財

務偏重という予算の課題を克服するためには，たとえばBSCのような財務と非財務を同時に

取り入れた経営をすることは一考の余地がある． また，環境変化に対応するようにローリング

予測をすべきだという主張は，予算管理にとって重要な指摘である．

市場環境の変化に対応して,HopeandFraiser(2003)は予算をローリングすべきであるという
提案をした．理論的には期中で環境変化に合わせて予算修正することが正しそうである． とこ

ろが， 日本企業をケーススタディしたところ，むしろ固定予算のままとする方が良いとする主

張が行われている．たとえば，堀井(2013:23-44)は，バッフアロー社では予算必達のために新

製品開発を行っているというケースを紹介している．同様に足立・篠原(2016)もまた，セーレ

ン社では部門予算を固定きせておき， この予算を実現するためにアクションプランを工夫させ

ているケースを紹介している．

予算は環境の変化に応じて修正した方がいいのであろうか，それとも固定のままがいいので

あろうか．市場環境が変化したとき，予算を固定したままとすると，現場はモチベーションが

下がるばかりでなく， 「言い訳のうまい人を育ててしまう」 （伊丹・青木， 2016: 131） という課

題がある． ところが，予算を修正しないとすると，あとで修正できないという認識から，予算

を編成するとき， 「現場は原価について真剣に考えるようになるだろう」 （伊丹・青木， 2016：

132) という指摘もある． また， 目標値や予算が必達であれば言い訳を許さない文化が醸成ざ

れ，達成するためのイノベーティブなアクションを創意工夫するようになる．言い換えれば，

目標必達の文化が現場で戦略を形成していき， ときには実践としての戦略が形成されていく可

能性もある．予算を固定して利用することと環境変化に適応して修正する場合については， さ

らなる研究が期待きれる．

3.4統合報告

投資家に対する財務情報の開示は， アニュアルレポートなどで行われてきたこうした財務

報告書は財政状態と経営成績を客観的に報告できるが，社会や環境への対応を表していないと

いう課題がある．そこで多くの企業は，財務報告書とは別に，任意の報告書として，環境報告

=,CSR(coIporatesocialresponsibility:企業の社会的責任）レポートあるいはサステナビリティ
レポート （以下， これらすべてをサステナビリティレポートと呼ぶ）を作成し公表してきた．

このように多くの企業では財務報告書とサステナビリテイレポートを同時に開示しているが，

両者の情報に一貫性がないという課題がある．そのため，投資家の意思決定に有用ではないと

か， ステークホルダーの必要な情報が開示されていないといった批判が投げられてきた． ここ

に財務報告書とサステナビリテイレポートに一貫性を持たせる統合報告書が求められるように

なった．
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財務報告書とサステナビリテイレポートを統合するために, IIRC(hternationalhtegrated

ReportingCouncn:国際統合報告評議会）から統合報告フレームワーク(HRC,2013)が公表され
た. 2013年以降， 日本での統合報告書を開示する企業の数が激増している． こうした企業で

は，報告書の名称はアニュアルレポートもしくはサステナビリテイレポートのままであるが，

報告内容は財務情報だけでなく非財務情報も併せて開示している． IIRCが提案する価値創造

モデルにしたがって統合報告書を開示する企業もかなりの数に上っている． しかし，統合報告

は主として投資家への情報開示であるとして財務会計の研究領域ときれてきた．

IIRC(2013)によれば，統合報告書には，価値創造，資本，価値創造プロセスを可視化しなけ

ればならない． ここで価値創造とは， 「企業の事業活動とアウトプットによって資本の増加

減少，変換をもたらすプロセス」(IRC,2013:38)と定義されている．価値についてはImCで

は明確には定義していないが，経済価値だけでなく,CSRのような社会価値も含めている．つ

まり，財務業績や利益というよりも資本のことである．その資本とは，製造資本・財務資本・

人的資本・知的資本・社会関係資本・自然資本からなる． これらの資本は必ずしも財務数値で

表せないこともあり，非財務数値もしくは定性的にナラテイブ情報として開示することもで

きる． さらに，価値創造プロセスとして, IIRCではオクトパスモデルを例示している. 6つの

資本がどのように増減するかをプロセスとして可視化することが重要であると指摘している．

要するに，統合報告書は，開示する情報が価値創造に関するものであり， どのように価値創

造するかのプロセスを開示しなければならない．財務情報だけでなく非財務情報を含めた情報

の可視化は，投資家への開示によって受託責任が解除されるわけではなく，ステークホルダー

との対話が求められる． この対話から，ステークホルダーにとっては企業の戦略情報を入手で

きる．一方，経営者にとっても戦略に対するステークホルダーの意向を知ることができる．つ

まり，経営者としては， ステークホルダーから管理会計情報を取り込んで，戦略策定や経営

に役立てることができる． ここに管理会計としての研究の価値がある（伊藤, 2014:247). こ

のように統合報告における管理会計の重要性については, Smith(2017)でも強調されている．

Snth(2017)によれば, SmzregjcMa"ageme"Acco滋"伽gという書名で統合報告を検討しており，

ステークホルダーからの情報を経営に活用すべきであるとしている．そして，戦略的ヘッド

セットというキーワードで，マイクの役割を果たす情報の開示の論理と， イヤホーンの役割を

果たすステークホルダー情報の経営への活用を説いている．

統合報告は戦略や価値創造の可視化であるとする皿cの指摘に従えば，統合報告書は財務

と非財務情報を取り込んで将来の価値創造プロセスを可視化する．他方， アニュアルレポート

は財務情報により過去の事実を開示する．過去の財務情報であれば比較可能であるが，将来の

価値創造プロセスを企業間比較する意味はあまりない．言い換えれば，他社と違うことをする

ことが戦略であるが，その戦略を比較することに意味がない． ところがIIRCとは別に，サス

テナビリテイ会計基準を設定しようする組織(SustainabilityAccountingStandardsBoard:SASB)

がある. SASBによれば，財務だけでなく非財務情報も取り込んで投資家の意思決定に有用な

情報開示となるように，企業間比較のための基準設定を計画している. SASBの基準が，戦略

や価値創造の可視化によってステークホルダーから管理会計情報を取り入れようとするものも

含むのかについては検討の余地がある．財務と非財務業績を比較する基準設定というSASBの

動きは，財務会計目的としては理解できるが，管理会計目的には適合しないように考えられ

る. SASBの動向について管理会計研究として検討する必要がある．
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4．統一論題の報告者の課題

管理会計は，経済環境の変化に応じて， また価値創造の源泉や価値観そのものの変化によっ

て大きく拡張されてきた．その例として取り上げたのが，戦略重視の経営， インタンジブルズ

のマネジメント，予算は固定すべきか修正すべきか，財務と非財務の情報を扱う統合報告書で

ある． これらの研究テーマはいずれも，伝統的な管理会計とは違った論点である．他にも，管

理会計を拡張すべきテーマがたくさんある． これらを統一論題の報告者の研究領域で報告して

いただくことが統一論題の狙いの1つである． 同時に，管理会計が拡張した現実を振り返った

とき，管理会計の定義と体系をどのように捉えるかを議論することが狙いの2つ目である． さ

らに， この統一論題を契機として，管理会計について再検討していただきたいというのが狙い

の3つ目である．

まず，成膜大学の伊藤克容氏による「マーケティング管理会計の展開一顧客動向の追跡と動

線設計」について要点を紹介する．デジタルマーケティングが普及することによって，個別顧

客の動向が追跡可能となった．デジタルデータの蓄積により，個別顧客の追跡が可能になった

ことで，従来はブラックボックスとされてきた販売プロセスが可視化きれる状況が出現してい

るという． このような管理会計の拡張によって，多くの情報をいかに活用するか， ノウハウの

蓄積，理論化が重要な課題として浮上しているという．伊藤克容氏の研究は，現在一般化して

いるマーケティングオートメーションの紹介とそのマーケティングオートメーションの下での

管理会計の新展開という先進的な研究である．

次に，千葉大学の内山哲彦氏による「管理会計研究・実践と人的要素の管理一統合報告を中

心に－」の概略を紹介する．内山氏は，今日のインタンジブルズ型経済の後の時代背景を先義

後利型経済と捉えた． ここでの先義後利という概念は，経済的価値だけでなく，経済価値と社

会・組織価値のバランスを維持することであるという． このような時代には，長期視点，統合

的あるいは複合的な企業価値観，それらを統合的あるいは複合的に管理することが重要であ

り， ここに統合報告が有用であると主張する．統合報告とマネジメント ・コントロールとの関

係に対する内山氏のユニークな解釈が展開きれる．

さらに，北海道大学の篠田朝也氏による「資本予算実務の課題一管理会計の拡張と資本予算

実務」に関する研究を簡単に紹介する．設備投資計画は伝統的な管理会計のテーマとして議論

されてきた．篠田朝也氏の研究では，事後監査への対応，定性的リスク項目のリスクマネジメ

ント，撤退基準の設定, IT投資の経済的効果測定，収益見積もり， といった資本予算の拡張が

明らかにされる．併せて，研究上の制約として，資本予算データへのアクセスという課題があ

ることを取り上げている． こうした拡張と課題は資本予算研究を大きく進展させてくれるもの

として興味深い．

最後に，価値共創代表の伊藤武志氏による「社会に貢献する会社の経営管理一オムロンの事

例を中心として－」について簡潔に紹介する．伊藤武志氏は， これまでを株主「中心」の経営

であったとした．株式のパフォーマンスを上げるには， 2つの課題があるという. lつ目は，

適正価格以上の価格づけマーケティングを適切に行って高収益を得ることである． 2つ目は，

顧客からの評価が低く低収益の事業や商品からは撤退し，強みがあってトップになれるような

事業・商品に資源を投入するなどの選択と集中を行うことである．今日はステークホルダーモ

デルの下で動いているという． ステークホルダーモデルの下では， 1つ目のマーケティングを
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ソーシャルニーズの創造とするだけで， 2つ目は選択と集中のままでよい． このような企業と

してオムロンの経営の事例紹介をしている．

S、 まとめ

管理会計の拡張にしたがって，管理会計の定義や体系はどのように考えればいいのだろう

か. AAA1958年度委員会の定義は， 当時としては先進的であり優れた定義であった． ところ

が，今日の経済環境や管理会計の拡張を考えると，少なくとも3つの点で見直しを図る必要が

ある．

第1は，企業価値概念の拡張である．企業の目的は企業価値創造であることは間違いないと

しても, AAAの定義などでは企業価値を経済価値と捉えていた． ステークホルダー志向が台

頭している今日，企業価値も拡張きれなければならない. PorterandKramer(2002)が提唱する

共有価値(sharedvalue)やステークホルダー価値なども考えられよう．

第2は，戦略の重視により戦略を扱うことは管理会計にとっては当然である．かつて管理会

計は計画と統制に資するとされており， これ自体は現在でも間違いではない． ところが，戦略

の策定と実行の連動をどのように扱うかは新たな課題である．戦略が重要となり， また戦略へ

の管理会計の役立ちが無視できなくなっている．その戦略は，策定と実行を明確には区分でき

ないという現状にある．戦略策定が戦略実行と連動するとなると，業務管理と戦略管理も連動

して考えるべきか，業務管理は別に扱うべきかを検討しなければならない．

第3は，経済的データとしての非財務情報の意義である．経済的データには， 当然であるが

かつても非財務情報が含まれていた売上高や材料費の構成要素として販売量や消費量といっ

た非財務情報が考えられるからである． ところが，今日重要視している非財務情報とは，一つ

には財務業績のパフォーマンスドライバーとしての非財務情報である． また，価値創造に影響

するインタンジブルズといった非財務情報である．あるいは, ESG情報のように意思決定に資

する非財務情報である． このような非財務情報を積極的に管理会計へと包含する必要がある．

以上の拡張を前提として，最後に，管理会計の体系について検討する．管理会計の定義の拡

張を考慮した体系を管理会計研究者は今後も検討していく必要がある．そのようななかで，櫻

井(2015:578)の体系論は，一考に値する． この体系論によれば，管理会計は，経営計画とコン

トロール，経営意思決定，経営戦略の策定と実行に区分されている． この管理会計体系に基づ

いて，研究者が管理会計の体系をさらに検討することが期待される．
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マーケティング管理会計の展開

一顧客動向の追跡と動線設計一

伊藤克容

＜論壇要旨＞

生産と販売はともに企業活動にとって重要な領域である．歴史的に2つの領域を比較すると，管理会計

の発達は，生産職能で顕著である．販売職能における管理会計（以下，マーケティング管理会計）の発展

が遅れたのは，販売プロセスに関する情報が得られなかったためである．

近年の環境の変化にともなって， マーケティング実務が大きな変貌を遂げている．従来のマーケティン

グ管理会計では，予算管理や販売セグメント別の収益性分析によって， プロセスのインプットとアウト

プットをコントロールすることによって，販売プロセス全体を間接的に管理するしかなかった．最近の大

きな変化は，顧客動向を直接追跡できるようになったことである．本稿では， マーケティング管理会計は

いかに変貌し，新たにどのような課題に直面しているかについて検討する．
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1． 問題の所在

今回「管理会計の拡張と実務適用の課題」というテーマを頂戴して，何が重要な問題であ

るかを自分なりに考えてみた．すぐ、に「顧客動向の追跡把握と動線設計」という課題が重要で

あると着想した．従来のフレームワークに依拠した理論研究の進展，研究成果蓄積も目覚まし

いが， これとは別に，デジタル化によって管理会計理論の立脚する企業環境が大きく変貌して

いる点について， この機会に整理しておくべきであろう．変化が特に著しいのは， これまで生

産職能に対して，注目を浴びてこなかった販売職能においてである．近年，企業に訪問調査を

実施したり，実務家と議論したりする際に強く印象づけられるのは，デジタルマーケティング

の進展によって，マーケティング関連の業務の進め方が大きく変貌していることである． アド

テクノロジーの一般化EC企業の隆盛によってもあきらかなように，個別の顧客が特定でき，

顧客ひとりひとりの動向が情報として蓄積きれるというのは，企業にとっては計り知れないア

ドバンテージになる． これまでには，利用できなかった情報が豊富に利用できるようになって

いる． この状況をどう活かせるかが，今後の企業経営の成否を決定するといっても過言ではな

いだろう．その結果，従来のマーケティング管理会計の理論は，大きな見直しを迫られてい

る．マーケティング職能における計数管理実務が，大きな変革を遂げている以上，不可避であ

り急務である．本稿では，最近出現しつつある状況を整理するために，マーケテイングオート

メーション(marketingautomation,以下MAと省略表記）の導入によって変化しつつある実務

を従来のマーケティング管理会計と関連づけて議論することを試みたい．

近年の技術環境の変化は顕著であり，それにともなって，従来，生産現場に比較すると相対

的に注目きれてこなかった販売職能における管理会計手法（以下，マーケティング管理会計）

の実務レベルでの変化が観察できる．生産職能と販売職能は， いずれも事業会社の両輪ともい

うべき等しく重要な職能であるが，管理会計研究は，生産職能におけるコントロール問題によ

り多くの資源を割いてきた初期の職能別体系化の議論（詳細は，廣本(1993)を参照のこと）

以降においては，工場における管理会計実践に対しては，一般的には，生産管理会計という名

称を付せられることがない．無論，職能別の個別問題以上に全般的な企業の管理というテーマ

に関心が移行したためもあるだろう．その中でも，販売職能を適切に運営するためのマーケ

ティング管理会計については，特殊問題として。従来から繰り返し議論されてはいた．昔風の

表現では， 「営業費計算｣， 「営業費原価計算」などと呼ばれる．営業費とは，販売費および一

般管理費の総称であるから，営業費計算という問題設定では，販売職能と本社機能とをまとめ

て議論していた訳である．

マーケティング管理会計が，生産職能における管理会計に対して後回しにされてきた理由は

あきらかである．生産プロセスにくらべて，販売プロセスは，複雑な割に情報が少なく，何を

どうすれば成果に結びつくのか，因果関係が理解できなかったためである．営業費と製造原価

の相違点としては，①決定的な影響をもたらす顧客の心理的な要因，②販売方法の多様性と変

動性，③困難な因果関係の測定という3点に整理きれている（岡本， 2000:692)．

上記の3つの要因は密接に絡み合っている．結果的に，生産プロセスに比較して，販売プロ

セスでは， インプットとアウトプットの間の因果関係の把握が困難であると考えられていた．

プロセスをコントロールしようにも， コントロール対象がブラックボックスになっていたので

ある．従来のマーケティング管理会計では，プロセスを可視化できなかったために，プロセス
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自体を直接コントロールすることを放棄し，予算管理や販売セグメント別の収益性分析によっ

て， インプットとアウトプットをコントロールすることによって，販売プロセス全体を間接的

に管理することで対応してきたと考えることができる．顧客動向を捕まえる術がなかったため

に，次善の策で凌いできたのである．

顧客がインターネット経由で様々な情報を収集し，手続きをするために，デジタルデータと

して行動履歴が残るようになったのが，それ以前との大きな違いである．現在では個別顧客の

動向を追跡することによって，製造現場に近い程度にまで，販売プロセスを可視化できるよ

うになった．従来，完全なブラックボックスとして処理されてきた販売プロセスについては，

様々な情報が入手でき， プロセスの状況がある程度まで見えるようになった．プロセスに関す

る情報が入手できることによって，それまでのインプットとアウトプットによる間接的なコン

トロールではなく，販売プロセス自体に直接的に働きかけるコントロール方法が一般的に採用

されるようになっている．マーケティング管理会計のなかに，従来は想定していなかったマー

ケティング・プロセスの管理会計という問題領域が可能になったのである．

本稿では， 「管理会計の拡張」をもたらしたもっとも重要な前提の変化として，個別顧客の

動向が追跡可能となったことを指摘したい．前提が変わったために選択肢の幅が大きく広がっ

たのである。 「実務適用の課題」としては，多くの情報をいかに活用するか， ノウハウの蓄積，

理論化が重要な課題として浮上している．実務主導で様々な取り組みが実践きれているが，未

整理の状態で，理論化が追いついていない現状がある．デジタルマーケティングの分野での計

数管理を，管理会計理論の体系に包摂することが必要であろう．

以下では，デジタル情報が入手可能となったことを受けて，マーケティング分野における管

理会計手法がどのように進化したのかについて整理する．以下のように議論を進める．第1節

では問題意識を提示した．第2節では，歴史的経緯を概観し，従来のマーケティング管理会計

の主要な要素について考察する．販売プロセスは当時，ブラックボックスとして見なされてい

たため，直接， プロセスをコントロールすることはあきらめざるを得なかった．次善の方策

として，プロセスに関するインプットとアウトプットの測定，分析を丹念に行うことで， コ

ントロールしようとした．活動基準原価計算(Activitybasedcosting,ABC)の原型ともいわれる

LongmanandSmff(1955)の提唱した営業費分析モデルなどは，配賦計算を精綴化することで，

販売プロセスの「見える化」を志向した努力だと考えることができる（山田ほか(1998)参照).

販売プロセス自体の因果関係が分からない状況では，予算管理，標準原価計算によるインプッ

トのコントロールと収益性分析による事後的なコントロールを組合せることが，実行可能な解

であった．マーケティング管理会計では，セグメント収益性分析に関する研究が活発に実施き

れてきたのは， このためである．

第3節では，デジタルデータの入手にともない，販売プロセスがいかに可視化きれたかを整

理する．販売プロセスのデジタル化は，程度問題であり，業種，企業によってその取り組み状

況が千差万別であるのは言うまでもない． これを俎上に載せて分析対象とするためには，本稿

では,MA(marketingautomation)の概念，導入事例，思考方法を材料として考察する．

2010年以降, IBM,Oracle, Salesibrce, Adobeなどの大手IT企業がマーケティングツールの

企業を相次いで買収する動きが活発化した．大手企業は販売プロセスを効率化するツールを

｢マーケティングオートメーション」という括りで販売し，実際に効果をあげたことから多く

の企業が導入し始めている.MAに関しても， いちおう共通理解はなきれているものの，提供

企業によって用語，運用方法，具体的な機能などに相違点がある．個別に詳細な違いを分析す

33



管理会計学第26巻第2号

るのも興味深いが，本稿はマーケティング管理会計の進展を整理するための最初の第一歩であ

るに過ぎない、本稿の課題を解くためには,MAツールの最小公約数，共通集合を抽出して，

議論したいと思う．

2017年現在,MAツールとしては,Marketo (Marketo社),Hubspot (Hubspot社),Oracle

MarketingCloud(Oracle社),Pardot (SalesfOrce社),SATOm(SATORI社),Kairos3 (カイロ

スマーケティング社)， リストファインダー（イノベーション社),SHANONMARKETING

PLTFORM(シャノン社),Synergy1LEAD(シナジーマーケティング社), SalesfbrceMarketing

Cloud(SalesfOrce社),AdobeExperienceCloud(Adobe社), b→dash(フロムスクラッチ社）な

どがあげられる．境界線も暖昧であり， リスト作成は困難を極める．何をもってMAと考える

かについても議論があることから，網羅的なリスト作成は断念し，仮の集合として提示してお

<.MAの概念は，実務主導で展開きれており，現時点で，未整理な状態である．本稿での議

論のためには， 「デジタルデータを利用して，販売プロセスを効率化する施策およびそれを支

援する自動化ツールまたはアプリケーション」と考える．個別の顧客動向を追跡可能になった

ことで，作業が省力化きれたこと, PDCAサイクルが短縮化ざれ試行錯誤の回数が劇的に増加

したことで，販売プロセスのコントロール方法は大幅に改善きれている．本稿の最後に，デジ

タルデータ入手前後を比較し， どのような点が革新的であったのかを確認する．同時に，新た

に浮上した課題についても指摘したい．

Z・従来のマーケティング管理会計

2.1マーケティング管理会計の前提：見えないプロセス

デジタルマーケティングの実務が普及し，各種のMAツールが一般化したことによって，

顧客動向に関するデジタルデータが容易に入手可能となった．販売プロセスの全体は，漏斗

(fU皿el)にたとえられて理解される．最初の段階では，見込み顧客（リードとよばれる）が，で

きる限り多く集められる．検討から実際の購入へ至るまでにどんどんふるいにかけられ，離脱

していく． その状況を図式化すると漏斗で液体を濾した様子に似ているところから，販売プロ

セスは「マーケティングファネル」とよばれている．実際にコントロールする場合には，購買

に至る様々な過程をフェーズ分けして数値を測定し，様々な施策と自段階への遷移率(cv率，

conversionrate)がプロセスのKPIとして重視されている．

販売プロセスにおいて，最終的には会計情報（購買に至れば売上高が計上される）につなが

り得るKPI数値を経常的に追跡し， コントロールに活用きれている．様々な施策によってどの

ようにKPI数値が変化したか､ PDCAサイクルを日常的に回すという手続きが実務では一般的

に行われている．販売プロセスの計数管理が一般化しているが．必ずしも「管理会計」とは意

識されていない．実際の業務は，管理会計（計数によるビジネスプロセスのコントロール）そ

のものであるのに，それが管理会計として認識されないのはなぜだろうか．

その理由としては，運営主体の違いがあると考える．デジタル情報を駆使して販売プロセス

をコントロールしようとして実務，実践では, IT企業を中心に蓄積されてきた． これは従来の

製造業を中心とした大企業の経営管理層とは異なっている. IT分野においても，採用される管

理手法は本質的には, PDCAサイクルであり，情報の属性としては，実績記録情報注意喚起
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図l マーケティングファネルとKPI (各ステージのCV率）
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情報問題解決情報の3種類であって，生産現場の管理会計と|司じである用語のつかいかた

が独特であることから“共通点が見えにくくなっている．本稿を作成した最大の動機は，有望

な研究領域が出現していることを確認することにある．管理会計そのものであるが，管理会計

とはあまり意識されていない実務領域が展開され， ノウハウが蓄積されている．隣接諸科学を

積極的に包摂し発展を遂げてきた管理会計の歴史を考えれば、ぜひとも管理会計の理論に取り

込みたいと考える所以である，

これまで管理会計研究では販売プロセスが正而から取り上げられてこなかったその理由

は，顧客動向がブラックボックスで， プロセスが可視化できていなかったからである．

「工場では，通常，原価材の投入量と､それによって生ずる製品の産出量との関係は比較的｢ﾄ：

確にi!!ll定できる． しかし販売活動では，例えば広告費の投入によって，販売費がどれだけ増加

するかを測定することは至難の業である． というのは，広告は顧客の心理に訴えて販売に影響

をもたらす一要素にすぎず，製品の特徴, "lilli格放送流通方法，競争企業の活動，季節的要

因，経済環境の変化などが．相互に影響しあって，販売量の変化に結びつくからである． ……

これらの特異な性質のために製造原価と比較して．営業費の管理と分析手法の開発は， いま

だに不十分であり今後の研究にまたなければならない」（岡本， 2000:693） とあるように，従

来までの状況では． マーケティング分野の因果関係は，生産分野にくらべて把握することが|封

難であった．顧客集団を塊（マス） として扱うのが精いっぱいで．個別顧客に対するきめ細や

かな取り組みができなかったこと．施策に対する成果測定が不可能であった販売プロセスを

可視化し，貨幣情報として写像することに資源が投入されてこなかった背景は， それが問題と

して重要ではないと軽視されてきた訳では決してなく，技術的に情報が収集できなかったため

であるそのために，資源配分の優先順位としては“生藤現場におけるコントロール問題が軍

3奇
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視された販売職能も重要ではあるが．マーケティング関連の費用（営業贄）は、 因果関係が

ブラックボックスであることを前提に様々な管理手法が構築されてきた． この前提が現在，大

きく覆っていること．従来のマーケティング管理会計の手法の妥当性が揺らいでいることを認

識しなければならない．

販売職能は企業存続に重要であることは言うまでもない．販売プロセスがブラックボックス

であることを前提とする． 因果関係の可視化はあきらめるにしても、 どうにかして販売プロセ

スをコントロールしなければならない． そのために様々な取り組みがなされてきた．紙1幅の制

|浪もあることから，重要なポイントして，原価分類セグメント収益性分析結果によるコン

トロールの3点について概観しておきたい．デジタルマーケティングが普及するまでは。 イン

プットとアウトプットのコントロールによって，販売プロセス全体を間接的にコントロールす

るのがベス1､プラクティスであった．

2.2営業費計算における原価分類

販売職能に関連して発生する原価も一様ではなく，生産職能由来の管理会計が適用しやすい

費目と適用できない費目とに分かれることが主張された．全体をあきらめるよりは．一部でも

コントロールできたほうがよいのは当然であり，大きな一歩である． 販売職能で発生する原価

のうち．生産職能由来の方法で管理しやすいのが注文履行費であり，管理できないのが注文獲

得費である．

注文履行費と族文獲得費の区分が， どの時点から明示されているかを明確につきとめること

はできなかったが,手元にある資料のなかでは, 1954年に刊行されたNAA(NatiollalAssociation

ofAccountants)による「マーケティング職能におけるコストコントロール」 (Costcontl･ol ibr

marketingoperati0'')という報告書ですでに大きく強調されている． この報告書の構成は，以下
の通りである．

第1章マーケティング活動の原価管理

序説

用語の定義

営業費管理に役立つ会計組織の計画

営業費管理に役立つ会計用具

事前原価管理のための予算の編成

当座活動の原価管理

第2章注文獲得費の管理

序説

広告および販売促進費の管理

販売費の管理

販売管理費の管理

第3章注文履行費の管理

序説

注文履行費の予算編成

保管費の管理

運送費の管理
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営業事務費の管理

売上高控除項目の管理

注文履行費と注文獲得費の区分は，営業費計算における画期的な工夫であった．営業費と

いっても，その構成内容は一様でないことが認識されたのは，ひじょうに有用な展開であっ

た．注文獲得費(order-gettingcosts)には，広告宣伝費，販売促進費，直接販売費販売調査費な
どが含まれる．注文獲得費は，効果測定が困難であり， 自由裁量固定費としての性格を持つこ

とから，割当予算で管理すべきであるとされる． これに対して，注文履行費(order-nllingcosts,

logisticscosts)には，倉庫費，運送費，掛売集金費などが含まれる．注文履行費は，工場におけ
る製造原価と類似の性格を持っていると考えられた．注文履行費は，販売業務を遂行するため

に機械的，反復的な活動から発生することから， インプットとアウトプットとの関係性が理解

しやすく，標準原価，変動予算による管理が可能である．

2.3セグメント別収益性分析

原価分類に加えて重要なのは，セグメント別収益性分析である．販売プロセスがブラック

ボックスであるため，予算管理によるインプットコントロールと販売セグメント別収益性分析

による結果によるコントロールの併用は，マーケティング管理会計の中心的手法であり続け

た． プロセスの詳細がつかめない以上，間接的なコントロールに依存するのが最善であったわ

けである．マーケティング分野の標準的なテキストとして知られているKotlerandKeller(2006)

では，マーケティング・コントロールの手段として，様々な収益性分析の手法が紹介されてい

る． ここで確認したいのは，デジタル情報の蓄積が可能になる以前は，予算管理とセグメン

ト別収益性分析を併用する以上に効果的なコントロール手段は，利用可能ではなかったので

ある．

販売費をセグメント別に分析することによって，様々なセグメントの実績測定が可能にな

る．セグメント別収益性分析は，結果のコントロールである．販売費分析では，事後的に販売

費を様々なセグメントに再集計し，販売セグメント別のパフォーマンスをチェックする．販売

セグメントの切り口としては，様々なものが考えられる．具体的には，製品品種別分析，販

売地域別分析，顧客種類別分析，注文規模別分析，販売経路別分析などが想定される（岡本，

2000:700)．

セグメント別収益性分析は，経常計算で実施される場合もあるが，特殊原価調査として実施

される場合もある． また， どの範囲までの原価要素を販売セグメントに集計するかによって，

純益法（製造原価，販売費及び一般管理費のすべてを販売セグメントに集計する方法）と貢献

利益法（変動費及び個別固定費のみを販売セグメントに集計する方法）とに分けられる（松本，

1959).共通費（セグメントへの追跡不可能な項目）を含めて，すべての費目を集計しようと

する純益法は，配賦計算に悲意性が介入することが避けられない．配賦計算の信頼性が相対的

に劣ることから，責任センターにおける管理者の業績測定のために経常計算を実施する場合は

貢献利益法がのぞましいとされる（松本， 1959;西澤, 1962). セグメント別の収益性分析の妥

当性を高めるためには，販売セグメントへの営業費の配賦計算をできる限り正確にしなければ

ならない． セグメント別収益性分析は，数多くの研究成果が公刊きれている．セグメント別収

益性分析は，マーケティング管理会計の中心的な問題であった．
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表l マーケティング・コントロールの種類

出典:KotlerandKeller(2006:895)より筆者作成

デジタルマーケティングが普及する以前に，プロセス自体のコントロール尺度にはどのよう

なものが利用可能であったのかを確認してみよう.KotlerandKeller(2006)では，販売セグメン

ト別収益性分析に加えて，効率性コントロールのために，表2のような管理指標(KPI)が解説

されている．ブラックボックスである販売プロセスを可視化するためには，ひじょうに有用で

あるが，以下の2点で不十分であったと考える． 1つは，具体的に補足できる指標は企業内の

資源消費に関する指標か，顧客動向の把握のための指標であるが，両者を関連づけて理解する

段階には至っていない． インプットとアウトプットの関連性が薄い状態でしか情報が入手でき

ないのである．収集できるKPIに関してタイムスパンの間隔があいてしまうため， どの施策

によって， どのような効果が出現したかがつかめなくなってしまう． 2つめ，顧客をセグメン

トとして補足することはできても， ひとりひとり，個別顧客の動向を追跡するには至っていな

い．予算管理，販売セグメント別の収益性分析を中心にしたマーケテイング管理会計は，デジ

タルデータが入手可能となるまでは，最善の方法であり続けた．

38

コントロールの種類 主たる責任者 コントロールの目的 アプローチ

年間計画コントロー

ﾉレ

経営陣

中間管理職

計画通りの実績が上

がっているかのどう

かの検証

売上高分析

市場シェア分析

売上高対費用比率

財務諸表分析

市場ベーススコアカ

－ド分析

収益性コントロール

マーケティング

ントローラー

。． 利益をあげている分

野と損失を出してい

る分野の検証

製品ごとの収益性

地域ごとの収益性

顧客ごとの収益性

セグメントごとの収

益性

取引チャネルごとの

収益性

注文量ごとの収益性

効率性コントロール

ラインおよびスタ

フ部門の管理職

マーケティング

ントローラー

ツ

。．

マーケティング費用

の効率性と効果に関

する評価及び改善

セールスフォース

(販売部門）の効率

性

広告の効率性

販売促進の効率性

流通の効率性

戦略コントロール

経営陣

マーケティング統轄

責任者

企業が市場，製品 ，

チャネルに関して最

善の事業機会を追求

しているかどうかの

検証

マーケティング効果

の見直し

マーケティング監査

マーケティング ・エ

クセレンスの検証

企業の倫理的責任お

よび社会的責任の見

直し
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表2効率性コントロールのための指標

出典:KotlerandKeller(2006:896-897)より筆者作成

田中(1998)は，マーケティング管理会計に関する当時の先進手法・概念を考察した先駆的な

成果である． レベニユードライバー，ブランド・エクイテイ,ABCD(商品属性にもとづくコ

スト展開)，販売チャネル別収益性分析などが取り上げられている． 「裁量コストから管理可能

コストないし数量関連コストへ」という，今日の状況を予測した的確な指摘も見られるが，基

本的には伝統的なマーケテイング管理会計の枠にとどまるものであった．マーケティング管理

会計が次のステージに移行するためには，販売プロセスがブラックボックスであって，中身が

よく見えないという前提が取り除かれなければならなかった．

3． 環境の変化：デジタルマーケティングの一般化

3.1マーケティングオートメーションとは何か

BtoBか, BtoCかにかかわらず，顧客が購買の意思決定をするためには， ウェブサイトで

情報収集することが一般的な状況になっている．様々なウェブサイトを閲覧する顧客の購買行
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領域 具体的な指標

営業人員の効率性

販売員1人あたりの1日の平均訪問件数

1回の訪問の平均時間

販売員訪問1回あたりの平均売上高

販売員訪問1回あたりの平均コスト

販売員訪問1回あたりの接待費

販売訪問100回あたりの受注率

一定期間内の新規顧客数

一定期間内の顧客喪失数

総売上高に占めるセールスフォースの費用比率

広告の効率性

媒体ピークルが到達する標的購買者1,000人あたりの広告

費

各印刷広告を認知した視聴者比率

広告内容と効果に関する消費者意見

広告実施前後における消費者の製品に対する態度の測定

広告によって生じた問合せ件数

問合せ1件あたりのコスト

販売促進施策の効率性

特別割引による売上高比率

売上高に対する陳列費用比率

クーポン償還率

デモンストレーションによって生じた問合せ件数

流通機能の効率性

売上高ロジスティックコスト比率

正確に履行された注文比率

納期遵守率

請求ミス件数
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図2MAで効率化されるプロセス

顧客動線設計

／ 、
I＃|;蝿鐘寒狩《IMA)Ⅳ "j Iﾒi

燕菰蔬釦漁轟
効果検証・改善

零－－－－－－－一

lll典：華者作成

動に関するデータが自動的に収集可能となったことで，顧客の購買プロセスの観察，把握がで

きるようになった．

多くのIT企業から,MAのツールが開発，販売きれている． これと裏返しに，一般事業会社

のMA導入事例が頻繁に報道されている.MAは， 日常的なマーケテイング活動で行う膨大な

作業を簡素化・自動化し，マーケティング施策がどのように成果につながったのかを測定し，

可視化する仕組みである． 20年以上前に提唱された「OnetoOneマーケティング」(Peppersand

Martha,1993)の概念を具体化したツールだと表現きれる場合もある．

MAが導入きれてもすべてが自動化される訳ではない． 自動化きれるのは． メール配信集

計， スコアリングなどの具体的な作業部分（図2のグレー部分）である.MA導入により，作

業部分を省力化したことで，動線設計，試作改善など考えることにより多くの資源を投入でき

るようになった．言いかたを換えれば，顧客の動線設計を想定し，購買に導くために，プロセ

ス全体を通じて適切に影響活動をあたえつづけるのは，経営管理者が実施しなければならない

部分である．

購買につながる顧客の動線は， 「カスタマージャーニー」と表現される場合がある．顧客が

どのようなきっかけで自社製品と接点を持って認知し，関心を持ったか， どのようなコンテン

ツに魅かれて購入意欲を喚起きれ，購買や登録に至るのかという道筋を「旅」にたとえて，顧

客の行動や心理を時系列的に理解することが重要であるとぎれる． システム対応で自動化でき

るのは施策の部分であって， 「おもてなし」の演出を仕掛け，望ましい「ユーザーエクスペリ

エンス(UXと表記きれる場合がある)」は，設計者が工夫を凝らして事前に想定しなければ

ならない．時系列で変動することも考えられ，絶対の正解はないことから，施策の効果を検証

し, PDCAサイクルを循環させる，試行錯誤や微調整が必要となる．顧客動線の設計とは，顧

客の動向にあわせて，購買プロセス内を適切に誘導することをいう．顧客に対する影響活動で

ある．

40



マーケティング管理会計の展開

3.2マーケティングオートメーションの機能

MAの要素としては，見込み客の獲得（リードジェネレーション).有望な見込み客の抽出

(リードクオリフイケーション)，見込み客の育成（リードナーチャリング）の3つの活動が

ある．

リードジェネレーションとは，様々な接点から見込み客を自社に呼び込む活動をいう．見込

み客の獲得は， オンライン， オフラインの両方の手段で実施され，商談の最初の段階に位置づ

けられる．

リードナーチャリングは，顧客の動向に合わせて，適切なコンテンツをメールやブログなど

で配信し， リードの関心度を高めていく活動をいう．見込み客に対して， 自社製品に対する興

味を喚起し，不安を解消することで，購買可能性を向上きせる． リードナーチヤリングで重要

なのは，顧客動向の想定とそれに対応したコンテンツの準備である．顧客の心理状態を想定

し，購買につながるコンテンツを多数用意し，適切なタイミングで配信する必要がある．経営

管理者が想定できる範囲以上に複雑なシナリオは実行できない． 自動化を成功させる前提とし

て，深く正確な顧客理解が必要である．

リードスコアリングは， リード（個人情報を取得済みの見込み客）の中から， ウェブサイト

閲覧やメール開封などの行動履歴に基づいて有望な顧客を識別する機能をいう． リードの属性

や行動履歴からリードを分類し，資源を投入する意味のある顧客を判別し，絞り込みを行う．

3つの活動を統括する上位の活動概念をリードマネジメントという.MAは，上記の4つの

活動をひとつに統合し， システムとして効率的に実現することを目指した概念である．

様々なMAパッケージが利用可能であるが,MAに期待される役割として想定されている

のは， リード情報の獲得， リード行動履歴の記録， リードとのコミュニケーションの自動化

リードのスコアリング， レポーティングである．役割期待を実現するための一般的な機能を表

に示せば以下のようになる．

MAの導入によって， これまで繰り返し実施していた定型的な業務や膨大なコストと時間が

かかってしまう複雑な処理や大量の作業を自動化し，効率を高める効果が期待できる．次い

で，顧客をスコアリングすることで， 自社製品に関心のない顧客に資源を割くことなく， より

効果的なマーケティング活動が実施できる．個別顧客の動向に対応して施策を実行できること

もマーケティング活動の有効性向上に役立っている．顧客ひとりひとりに目を配り，単なる一

方通行の営業活動にならないのが優れた点である．

3.3マーケティング管理会計の新展開

デジタルデータの蓄積により個別顧客の追跡が可能となったことで，従来は，ブラックボッ

クスとされてきた販売プロセスが可視化きれる状況が出現しつつある．マーケティング管理会

計は， インプットとアウトプットをコントロールすることで間接的に販売プロセスを管理して

いた状態から，個別顧客の動向を把握し，直接働きかけることが可能となったことで，新たな

様相を呈している．従来は不可能であった，マーケティング・プロセス管理会計が可能となっ

たのである． 図に示した通り，製造プロセスと同じように販売プロセスに関する「可視化」が

現実のものとなっている. Jeffery(2010)では，データドリブンマーケテイングを実施する際の

管理指標として，ブランド認知率， トライアル数，解約離反率，顧客満足度オファー応諾率，

期間利益，正味現在価値内部収益率，投資回収期間，顧客生涯価値クリック単価,TCR(卜
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表3一般的なMAツールの概要

出典：長谷川・住岡ほか(2017)より筆者作成

ランザクションコンバージョン率),ROAS(広告費用対効果),直帰率,WOM係数（口コミ効

果）のl5の指標が列挙されている．

両者の大きな違いは，製造工程の業務プロセスが自然科学的な法則に則っているのに対し，

販売工程の業務プロセスは，顧客の選択，心理状態に大きく左右されることである．個別顧客

の把握できることから，現在では， どのような「動線」を設計するか， どのようなタイミング

でどのような施策を打てば，購買につながるのかを理解することが重要な課題となっている．

個別顧客の動向が追跡可能となったことで製造現場のような計数管理が実現できる可能性が

出現した． とはいえ，販売プロセスにおいては，顧客の心理的な要因が決定的な影響をもたら

すことには変わりがない．近頃， 「サービス・ ドミナント ・ロジック」 (VargoandLusch,2004;

2015)の概念が注目きれている．顧客満足を得るには，従来の製品を基本に据えた，価値提供

プロセス（グッズ・ ドミナントロジック）ではなく，すべての価値提供プロセスをサービスと

してとらえ，購買体験を演出するようなサービス・ ドミナント ・ロジックへの転換が有用との

主張である（藤川, 2010;2011).顧客行動をいかに予測し，購買につながるように影響を与え
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図3マーケテイング管理会計の展開
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出典：筆者作成

ることができるかは，マーケティング管理会計にとっては，新たな課題となる（青木, 2017).

サービス・ ドミナント ・ロジックの考え方に立脚すれば，顧客に適切な行動を促し価値共創プ

ロセスに参加してもらわなければならない．重要なのは，魅力的なコンテンツの作成と顧客

動線に関する深い理解である(Schaifer,2013).MAによって，省力化きれるのは作業の部分で

あって，仕組みづくりの部分は経営管理者が知恵を絞って実施しなければならない．

顧客動線を事前に完壁に想定できると考えるのは現実的ではない. PDCAサイクルの積み重

ねで試行錯誤によって理解を深め，仕組みを洗練させていくと考えるのが妥当であろう． どの

ような指標をいかに活用し，顧客への影響プロセスの有効性を高めていくべきかに関する知見

を得るため，実務での取り組みを継続的に調査する必要があるだろう．

4．結論：マネジメント・コントロール対象の拡大

本稿では，マーケティング管理会計の展開について，検討した．特筆すべき大きな変化は，

コントロール手法が拠って立つ前提が変わったことである．技術が進展し，従来まではブラッ

クボックスであった，販売プロセスに関する情報が豊富に収集できるようになったこと，つま

り，個別顧客の動向が観察可能になったことで，個別顧客を追跡し，塊としてではなく，個々

に働きかけるマーケティング・プロセス管理会計が現実のものとなっている． このような動向

は， マネジメント ・コントロール理論の展開という意味でも興味深い現象である．影響活動の

対象が，企業境界を超えて顧客にも及んでいるからである．
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図4マネジメント ・コントロール理論の発展：内容の複雑化と対象の拡大

マネジメント・コントロール理論の発展

内容の複雑化 対象の拡大

探索活動の包含 組織間マネジメントコントロール手段の多織化 顧客動向のコントロール

出典：筆者作成

伝統的な意味では，マネジメント ・コントロールの中核は，予算管理システムに基礎を置い

た管理会計手法であり， コントロールの対象としては，企業組織の内部にいる経営管理者が考

えられていた．近年の経営現象の複雑化によって，マネジメント ・コントロールの運用方法と

手段が多様化した下位目標や達成手順の探索がマネジメント ・コントロールに期待されるよ

うになり，社会的コントロールもコントロール手段の中に包摂された． このような内容の複雑

化に加えて， マネジメント ・コントロールの対象も拡大し，現時点では，企業組織外のサプラ

イヤー（組織間管理会計）や顧客に対しても効果的な影響を及ぼすことが期待きれるように

なった．

マネジメント ・コントロールを，企業目的を実現するために他者の行動へ影響を及ぼす活動

であると最広義に理解すれば，マネジメント ・コントロールの対象は，企業内部の経営者およ

び従業員にとどまらず，組織外部の取引先企業や消費者までも視野に収めなければならなく

なっている．同一価値連鎖に含まれる取引先企業はもちろん，顧客に対するマネジメント ・コ

ントロールも重要な課題となっている．
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論壇

管理会計研究・実践と人的要素の管理

一統合報告を中心に一

内山哲彦

＜論壇要旨＞

企業経営や経営管理，管理会計において人的要素が与える影響は， 時代とともに大きく変化している．

企業の目的を持続的な企業価値創造とする場合，経済価値社会価値・組織価値いずれにとっても人的

要素に対する適切な管理の重要性が高まっており， このことは管理会計の研究・実践にもかかわる問題で

ある．管理会計の研究・実践における人的要素の管理への適応に大きな役割を果たすと考えられるのが，

統合報告の考え方や取り組みである．本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値が

ともに求められ，経済価値の創造と社会価値・組織価値の創造とが結びついているという認識が強調され

る経済基盤を前提として，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目しながら，企業の人的要

素の管理と，管理会計研究・実践が持つかかわりについて検討する．
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1． はじめに一問題意識と研究目的一

管理会計は，経営管理に有用な会計情報を提供すること，あるいは会計情報を用いた有用な

経営管理を実践することを目的としてきた．企業活動を実行するのは組織に参加する人であ

り，経営管理には人の管理も含まれる．管理会計の研究・実践においても，従業員に対する，

さまざまな考盧や働きかけがなきれてきた．動機づけを中心に，従業員への働きかけを目的と

した管理会計上の工夫や考慮は，マネジメント ・コントロールなどに見ることができる．

企業経営や経営管理，管理会計において人的要素が与える影響は，時代とともに大きく変化

している．従業員について，今日では，その知識や能力，高い動機づけがインタンジブルズ

(intangibles;無形の資産） として認識され，企業価値創造における経済価値の創造の主要な源

泉として，有効な管理の重要性が一層高まっている．加えて, CSR(企業の社会的責任）の観

点からは， ワーク・ライフ・バランスやダイバーシテイ，健康に代表きれる，人的要素へのさ

まざまな考慮が一層強く求められており， これらは企業価値創造における社会価値．組織価値

の創造に大きく影響すると考えられる．そして，経済価値と社会価値．組織価値との一致．調

和が，持続可能な企業価値創造にとって不可欠であるとの認識が広まっている．

企業の目的を持続的な企業価値創造とする場合，経済価値社会価値・組織価値いずれに

とっても人的要素に対する適切な管理が重要であり， このことは管理会計の研究．実践にもか

かわる問題であると考えられる． また， 日本企業における人的資源管理自体の変容や変革が議

論されている． このようななか，管理会計の研究・実践における人的要素の管理への適応に大

きな役割を果たすと考えられるものとして，統合報告の考え方や取り組みがあげられる．

そこで，本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，

経済価値の創造と社会価値・組織価値の創造とが結びついているという認識が強調される経済

基盤を前提として，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目しながら，企業の人

的要素の管理と，管理会計研究・実践が持つかかわりについて検討することを目的とする．

なお，企業における従業員は，一般に，企業価値創造のなかの経済価値の創造に主に焦点が

あてられて， 「人的資産」と呼称されることが多いl.本稿では，経済価値創造の要素としての

人と，社会価値・組織価値創造の要素としての人という， 2つの側面を同時に扱うことから，

企業価値創造に影響を与え， また管理の対象となる，従業員の持つ諸側面を「人的要素」と呼

称する． したがって，人的要素という場合，企業の経済価値とその創造だけでなく，社会価

値・組織価値とその創造， さらにはこれらが一致・調和する必要性を前提としている2．

以下，次の構成をとる．第2節では，統合報告における外部報告と内部管理の関係を検討し，

統合報告においては外部報告と内部管理とが連携した「ダブル・ループ」が機能することが重

要であることを指摘する．第3節では，経営管理における人的要素の持つ意味の変化について

検討し，今日の経済基盤である「先義後利型経済」とそこでの統合報告の役割について明らか

にする．第4節では，企業価値創造にかかわる人的要素の管理の変容・変革について管理会計

の研究・実践の視点から考察し，人的要素に関する非財務尺度，ダイバーシテイ経営，従業員

満足度，健康経営について取り上げる．第5節では，統合報告に適合的なマネジメント ．コン

トロール概念について検討し，統合報告書における内容要素とパッケージとしてのマネジメン

ト ・コントロール・システムとの共通性を指摘する．最後に第6節では，本稿のまとめを行う．
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2.統合報告における外部報告と内部管理の関係

2.1統合報告の意義と背景

国際統合報告フレームワーク（以下， 〈Ⅲ〉フレームワーク) (HRC,2013b)によれば，統合報

告とは， 「統合思考を基礎として，長期にわたる価値創造についての組織による定期的な統合

報告書を生み出し， これに関連する，価値創造の諸相についてのコミュニケーシヨンをもたら

すプロセス」 (IIRC,2013b:33)である． また，統合報告書の第一義的な目的を，財務資本の提

供者に対して，組織が長期にわたってどのように価値を創造するかを説明することとしている

(HRC,2013b,para.1.7). そこでは，主として外部報告が念頭に置かれていると考えられる．
統合報告が提唱される背景として，従来財務情報に偏重してきた企業報告の限界，企業活動

にかかわる環境，社会， ガバナンス（いわゆるESG) といった経営要素の重要性の高まり，人

的資産に代表される知的資産・インタンジブルズの重要性の高まり3という，企業報告につい

ての問題意識がある（内山, 2014a: 107-110). そのため，管理会計の視点・立場からの統合報

告に関する研究も行われるようになっている(e.9.伊藤, 2014;内山, 2014a;2014b;日本会計

研究学会スタディグループ, 2017). そこでは，管理会計で伝統的に行われてきた財務情報と

非財務情報との併用や，それを実現する仕組みとしてのバランスト ・スコアカード， インタン

ジブルズ, CSRなどが議論の対象となっている．

2.2統合報告の目的と統合報告における「統合」の意味すること

<IR>フレームワークは，統合報告について次の4つの目的を示している(HRC,2013b:2).

すなわち，①より効率的かつ生産的な資本の配分が可能となるよう，財務資本の提供者の利用

可能な情報の質を高める．②さまざまな報告要素に基づき，長期にわたって価値を創造する組

織の能力に重要な影響を与えるすべての範囲の要因について伝達する組織の報告に対して， よ

りまとまりのある効率的なアプローチを促進する．③幅広い資本（財務，製造’知的，人的，

社会．関係， 自然）についての説明責任と受託責任を高め，資本間の相互依存についての理解

を促す．④短期， 中期長期にわたる価値の創造に焦点をあてた統合的な思考’意思決定’行

動を支援する．

これら4つの目的は，並列的ではなく，関連性を持っており （内山, 2015c:43), このよう

な統合報告の目的からは，統合報告における， さまざまなものの「統合」の意味することとし

て，以下のようなものがあると考えられる．①従来財務情報に偏ってきたアニュアルレポート

と，非財務情報を中心とするCSRレポートやサステナビリテイ ．レポートなど’企業によっ

て報告きれてきた複数の報告書の統合．②財務情報と非財務情報の統合● これは’企業価値創

造における，経済価値と社会価値．組織価値との一致．調和を反映している4.@<IR>フレー

クワークが示す6つの資本（財務，製造，知的，人的，社会・関係， 自然）に代表きれる， ざ

まざまなインプット．④製造・販売活動のみならず，社会的活動を含めた， さまざまなアク

テイビテイ．⑤製品．サービスのみならず，廃棄物を含めた， ざまざまなアウトプット．⑥④

や⑤が6つの資本に対して影響を与える，企業の内と外， また正と負のさまざまな結果（アウ

トカム)．

上記のような， インプット，アクテイビテイ，アウトプット，アウトカム，それらを測定し，

報告する情報そしてそれらの情報を用いた報告書という一連のプロセス志向から，統合報告
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は， さらに次のような「統合」を含意しているといえる．⑦経営活動を支える統合的な思考

(統合思考)，意思決定，行動⑧統合思考を支える，多様なステークホルダーに対する認識

2.3統合報告における外部報告と内部管理との連携の重要性

統合報告の4つの目的からは，統合報告は統合思考を基礎とするとともに，統合報告の目

的として統合思考の実現を目指しているという関係（内山, 2015b: 35)を指摘できる． この

ような関係は， 「相互強化(mutuallyreinfOrcing)｣ (IIRC,2012,para.3.9;HRC,2013a: 1)や「循環

(cycle)｣(IIRC,2013b:2)と表現きれる．そこでは，上記の①から⑧のざまざまなものの「統合」
を含みながら，統合報告は，価値創造についてステークホルダーに対して伝達する手段とな

り， さらにはその価値創造を実現する手段となる．そのためには，外部報告と内部管理との連

携が重要となり，統合報告によるステークホルダーとの対話（エンゲージメント） と統合思考

による持続可能な価値創造の実現は, 1つのつながりを持って連携・連動し，機能することが

求められる（内山, 2015a:51).

具体的には， まず，多様なステークホルダーとの対話（ステークホルダー・エンゲージメン

ト）を通じた「外部のガバナンス」による， ステークホルダーとの価値の協創，すなわち多様

なステークホルダーが組織に求めているものを理解し，それを組織の目標として設定すること

が求められる．その上で， この目標を達成するべく，戦略を策定して内部組織と従業員を戦略

に方向づける「内部のガバナンス」による，価値創造の実現，すなわち多様なステークホル

ダーが求めているものを効果的かつ効率的に達成することが求められる．そして， これら2つ

のガバナンスが連動した「ダブル・ループ」が機能することで，多様なステークホルダーに価

値をもたらす，持続可能な経営が実現する（内山, 2015c:44).

人的要素は， このような統合思考において考慮すべき事項に含まれ，時に最も重要な考慮事

項となりうる． そして，経済価値の源泉である資産（インタンジブルズ） として（内山ほか，

2015)だけでなく，社会価値・組織価値の創造の要素として， またリスク要因として，人的要

素は統合的に管理される必要がある． なぜならば，それらはすべて，経済価値と社会価値・組

織価値によって構成される企業価値の創造に結びつくからである．

3．経営管理における人的要素の持つ意味の変化

3.1管理会計における人の捉え方

管理会計の立場からは，企業における人は次のように捉えることができる（内山, 2017b:

235-244)．第1に， コストとしての人である．そこでは，代表的な（管理）会計手法・ツール

として原価計算における労務費計算をあげることができる．第2に， ざまざまな投資によって

価値の上がる，投資対象である経営資源（人的資本） としての人である． そこでは，代表的な

(管理）会計手法・ツールとして人的資源会計をあげることができる．第3に，戦略の実行を

支えることで経済価値の創造に貢献し，競争優位の源泉となる， インタンジブルズとしての人

である．そこでは，代表的な（管理）会計手法・シールとしてバランスト ・スコアカードをあ

げることができる．
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表l 経営管理における人的要素の持つ意味の変化

経済基盤(『インタンジブルズ型経済｣まで，
櫻井,2015:108-111）

プロダクト型経済

（1960年代以降）

ソフト化･サービス化型経済

（1970年代以降）

労務費計算コスト

として

経営資源

として

人的資源会計

ファイナンス型経済

(1980年代以降）

ll

ll
インタンジブルズ型経済

(1990年代以降）

インタンジブルズ

として

インタンジブルズ

＋社会価値･組織

価値創造の要素

として

バランスト･スコ

アカード

統合報告 先義後利型経済

(2000年代以降）

． （超)長期視点(持続可能性）

・統合的(複合的)企業価値観(多様なス

テークホルダーの認識に基づく,経済価
値創造と社会価値｡組織価値創造）

・ 企業価値創造の要素の統合的(複合的）
管理

出典：筆者作成

上記の人の捉え方は， おおむね歴史的な時間の経過に沿って位置づけることができる．櫻井

(2015: l()8-1 1 1)は， 「原価計算基準」の現代的意義を検討するなかで，経済基盤の変容を指摘

している、 それは, 1960年代以降のプロダクト型経済, 1970年代以降のソフト化・サービス

化型経済, 1980年代以降のファイナンス型経済, 1990年代以降のインタンジブルズ型経済で

ある． これをベースに，管理会計の立場からの人の捉え方を位置づけると，表lのように示す

ことができる．

そして，今日 （2000年代以降）では， さまざまなステークホルダーや広く社会のためにlilli

値を創造することが経済価値を創造することに深くかかわるという認識が強調され，世界的に

も一般的になりつつある(e.g.Elkington, 1994;HenriquesandRichardson,2004;PorterandKramer,

2006;2011;MackeyandSisodia,2013) そのような考え方は， たとえば<IR>フレームワークが

示す「2つの価値（投資家への財務リターンを可能にする，組織にとっての価値と，他者（ス

テークホルダーや広く社会）にとっての価値)」とも符合するそこでは，企業の究極的な目

的は持続ﾛ｣能な価値創造であると考えられる．

実は， インタンジブルズには， 自ら所有しているわけではないものもある(BlairandWallman,

2001: 55-56)ことから， 「義」 （世のため人のため） という側面があるそれは, <IR)フレー

ムワークが示す社会・関係資本だけではなく， 人的資本についてもあてはまる<IR>フレー

ムワークにおける人的資本は， 能力，経験イノベーションへのモチベーション(IIRC,2013b,

para.2.15)とされ，そこでは必ずしも社会的側面を述べてはいない． しかしながら。人的資産を

含むインタンジブルズはさまざまなステークホルダーや広く社会に対しても価値を創造し， そ

のようなインタンジブルズにおける社会的側面は無視できない．
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3.2先義後利型経済における人の捉え方

このように，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，社会

価値・組織価値の創造は経済価値の創造に深くかかわるとする認識が，企業においても投資家

においても強調され，世界的に一般的になりつつある．そのような，経済価値創造と社会価

値・組織価値創造とが結びついているという認識が強調され，一般的になる経済基盤を， ここ

では「先義後利型経済」と名付ける5．表1に示したように，先義後利型経済は2000年代以降

の経済基盤として位置づけることができる． また，先義後利型経済においては，以下のことが

管理上必要となると考えられ，それは人的要素においてもあてはまる．

第1に，長期視点，あるいは人の（職業）人生を超えるような超長期的な視点を持つ必要性

である．それは，別言すると，企業経営における持続可能性を意識することである．そこで

は，経営活動の結果だけでなく，そのためのプロセスや，経営活動の結果が次の経営活動に与

える影響に焦点をあてた循環性を考慮する必要がある． また，短期的には変わらないものとし

ての企業理念や企業文化の重要性を指摘することができる．

第2に，統合的あるいは複合的な企業価値観を持つ必要性である． これは，多様なステーク

ホルダーの認識に基づく．そこでは， さまざまなステークホルダーに対してもたらされる価値

をステークホルダーの視点で捉えるためのアウトカム指標の活用が必要になる．

第3に，企業価値創造の要素を統合的あるいは複合的に管理する必要性である． これは，上

記の多様なステークホルダーの認識から導かれる，複数のステークホルダーと，その関係性の

管理である．そこでは，例えば従業員が， インタンジブルズとして経済価値創造の要素である

とともに，企業の社会価値・組織価値創造に大きな影響を与える存在であることのように, 1

つのステークホルダーの持つ複数の側面の認識とその管理（多くが経済価値と社会価値・組織

価値とのバランスの維持） も重要となる．

これら3つの必要性6を実現するためには， ざまざまな経営要素を統合的に捉えることが必

要になり，財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両者のコネクティビティ （結合性）

を理解することが不可欠となる．

3.3先義後利型経済における統合報告の役割

管理会計の研究・実践という立場からは，財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両

者のコネクテイビテイの理解をどのように実現するかが大きな課題となる．その解決のための

1つのツールとなるのが統合報告であるといえる．

前節での検討を踏まえると，上記3つの必要性のうち，第1の（超）長期視点の必要性につ

いては，統合報告は短期・中期・長期にわたる価値創造を前提としており，そのコミュニケー

ションと実現のために，プロセス志向を有し，諸資本の循環を想定している．第2の統合的

(複合的）企業価値観の必要性については，統合報告は多様なステークホルダーへの有用性を

前提としており，そのために，財務情報と非財務情報の併用や，両者のコネクテイビテイを重

視している．第3の企業価値創造の要素の統合的（複合的）管理の必要性については，統合報

告では統合思考との相互強化・循環を前提としており，外部報告と内部管理との連携が重要と

される．具体的には，外部報告（ステークホルダーとの対話）を通じた， ステークホルダーと

の価値の協創と，内部管理を通じた，戦略の策定，内部組織と従業員の戦略への方向づけによ

る価値創造の実現， これらの連動が重要とされる．
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以上から，先義後利型経済では，管理会計の立場からは，従業員はインタンジブルズとして

捉えられるとともに社会価値・組織価値創造の要素として捉えられ，そこでは，代表的な（管

理）会計手法・ツールとして統合報告をあげることができる．

4．企業価値創造にかかわる人的要素とその管理

4.1人的要素の管理にかかわる変革

近年の日本企業では，能力開発の重要性の一層の高まりの一方で，労働時間の短縮や働き方

の改革に代表きれるようなワーク・ライフ・バランスの確保や，女性や外国人を中心とした，

従業員の多様性を企業価値創造に結びつけるダイバーシテイ経営，従業員の健康の保持・増進

を通じて生産性の向上（コスト低減） と幸福な労働を実現する健康経営といった，人的要素の

管理にかかわるざまざまな変容・変革が見られる． これらに共通するのは，前節で説明した先

義後利型経済に特徴づけられる，従業員をはじめとする多様なステークホルダーや広く社会の

ために価値を創造することが経済価値を創造することに深くかかわることに対する認識が基礎

となっていることである．

以下，近年の人的要素の管理の変容・変革について，管理会計の研究・実践の視点から考察

する．

4.2人的要素に関する非財務尺度

表lに示したように，今日，従業員は，保有する知識・能力や高い動機づけに注目が集まり，

これらはインタンジブルズとして管理きれる．加えて，社会価値・組織価値創造の要素として

も管理の重要性が高まっている．そこでは，知識・能力のほか，モチベーション，従業員満足

度，健康についての非財務尺度の果たす役割が大きく，それは企業価値創造における経済価値

と社会価値・組織価値どちらにとっても重要である．

ただし，図lに示したように， これらの尺度が表わすものには企業価値創造において違いも

見られる．一般に，知識・能力は経済価値に結びつきやすく，一方，健康は社会価値・組織価

値に結びつきやすい． これらに比較すると，モチベーションや従業員満足は，経済価値と社会

価値・組織価値に同程度に結びつきやすい． また，一般に，知識・能力， モチベーション，従

業員満足，健康の順に, 1つの人事施策の結果が多様化しやす<, したがって， より多様な人

事施策が求められる傾向がある．

4.3従業員の多様性と従業員満足度の意味

企業価値創造における経済価値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認

識を前提とした経営として，従業員の多様性を企業価値創造に結びつけるダイバーシテイ経営

が，近年多くの日本企業で志向されている．ダイバーシテイ経営とは，一般に， 「多様な人材

を活かし，その能力が最大限発揮できる機会を提供することで， イノベーションを生み出し，

価値創造につなげている経営」 （経済産業省経済産業政策局経済社会政策室2016: 1) とされ

る． また，そのような企業経営を投資の面から支援するものとして, 2012年度より，経済産業
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図1 人的要素に関する代表的な非財務尺度

い

出典：筆者作成

省と東京証券取引所によって「なでしこ銘柄」の選定が行われている． なでしこ銘柄は， 「女

性活躍推進に優れた上場会社を『中長期の成長力jを重視する投資家にとって魅力ある銘柄と

して紹介することを通じて，そうした企業に対する投資家の関心を一層高め，各社の取組を加

速化していくことを狙いとしています.」 （経済産業省経済産業政策局経済社会政策室, 2016:

107) とされる．

従来，多くの日本企業では，一般に，新卒一括採用・男性・ 日本人という属性を持った画一

的な中核社員を中心に業務が行われてきた多くの場合， このような従業員は，他の従業員と

比較して高い給与や雇用保障が付与される一方で，職務や勤務地労働時間が限定されない，

いわゆる無限定正社員となることに特徴がある．採用，教育訓練，昇進ジョブローテーショ

ンについても， これらの従業員に対して画一的な人事施策がとられてきた．

従業員満足度は，企業価値創造における社会価値・組織価値だけでなく，経済価値にとって

も重要なKPIの1つとされる(Randall,1990;Judgeelal.,2001;鈴木・松岡, 2014). しかし，従

業員の多様化の進展により，画一的な人事施策によって従業員満足度を高めることが難しくな

る可能性がある．例えば大湾(2017: 103-106)は日本のある製造業企業に対する調査から，回

答に影響を与える要素（年齢学歴，職種等級，勤務地部門）をコントロールした上で．従

業員満足度指標の設問項目ごとに男女の回答の違いを明らかにした．その結果ほぼすべての

設問項目で男性より女性がややネガティブな評価をする傾向にあることが明らかになったさ

らに，分析からは，次の2つの傾向が明らかにされた1つは，女性は男性と比較して，仕事

量が少なく，職務グレードに照らしてやや簡単な仕事を与えられており，加えて，上司から育

成の機会を与えられていると感じる比率が少なく， これらに不満足を感じていることである．

いま1つは，女性は男性と比較して，全社的ビジョンや戦略について十分な説明を受けておら

ず，加えて，職場での重要な情報の共有がなされず，上司との期末評価の対話が納得のいくも
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図2健康経営

上

■「 企業理念(長期的なビジョンに基づいた経営）

出典：経済産業省・東京証券取引所(2017:2)

のであったと感じる比率が少なく， これらに不満足を感じていることである．

これらの結果からは，人事管理の諸施策における多様化や高度化が求められるとともに，

コミユニケーシヨン・チャネルの拡充の必要性を指摘することができる． 内山(2014b;2015c;

2017a)で明らかにしたように， このような社内でのコミュニケーションの1つの手段として統

合報告書の活用をあげることができる

4.4健康経営の重要性と測定，管理

企業価値創造における経済価値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認

識を前提とした経営として，従業員の健康保持・増進を積極的に働きかける経営が，近年多く

の日本企業で志向されてきている． また， そのような企業経営を投資の面から支援するものと

して, 2014年度より，経済産業省と東京証券取引所によって「健康経営銘柄」の選定が行われ

ている．健康経営銘柄については， 「『健康経営』とは，従業員等の健康管理を経営的な視点で

考えて，戦略的に実践することです． 『健康経営銘柄』は，健康経営に取り組むことで，従業

員の活力向上や生産性の向上等，組織の活性化中長期的な業績・企業価値の向上を実現し，

そこに投資家からの理解と評価が得られることを期待して実施するものです.」7とされる． そ

の基本的な考え方は， 図2のように表されている．

健康経営については， 以前より次のような課題が指摘されてきた（河野, 2010: 14-16) .す

なわち，①企業の取り組みを社会に公開する仕組みがないことにより，取り組みを行った企業

が正しく社会的評価を受けることができない②健康関連投資の効果の可視化が行われず，投

資効果が不明瞭になっている③個人が健康増進に取り組みやすいインセンテイブや支援が欠

けている．④健康増進にかかわる事業者の評価が容易に行えない．

健康経営銘柄の選定の仕組みは，多様なステークホルダーを巻き込んだ，全社的な健康経営

への取り組みを経済的と社会的・組織的の両側面から支援することで，上記のような課題の解

消に役立つと考えられる．健康経営銘柄への選定は「健康経営度調査」に基づくが，経済産業

省・東京証券取引所(2017)によると， 同調査の結果からは, 2014年度から2016年度の3年間

の変化として次のようなことが明らかになっている． 第1に， 493社から726社へと回答企業

数が大'l'厨に増加している．第2に，従業員の健康保持・増進の理念．方針の明文化従業員の

健康保持・増進に関する取り組みの社外への情報開示施策の効果検証の実施が進んだほか，
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経営トップによるコミットメントが高くなり，産業医・医療専門職・健康保険組合が施策立案

にかかわる比率が高くなっている． これらから，健康経営の質を高める取り組みが進んでいる

としている（経済産業省・東京証券取引所, 2017:4).

さらに，健康経営に優れた企業（健康経営度の評価結果上位20％以内）では， ほとんどの

企業で管理職に対する従業員の健康保持・増進に関する研修が行われていることに加え，その

ような従業員の健康保持・増進に関する取り組みを社外へ情報開示している企業がほとんどで

あり （｢はい」が99.3％．回答企業全体では53.3％)， ざらには，投資家との対話において健康

経営をテーマとしている企業も多い（｢はい」が57.9％・ 回答企業全体では24.0％） （経済産業

省・東京証券取引所, 2017:5). この比率は，健康経営銘柄企業では79.2%にのぼる（経済産業

省商務情報政策局へルスケア産業課, 2017: 14).そして， このような情報開示の媒体として，

CSR報告書（銘柄企業の66.7%,評価結果上位20%以内企業の65.3%,全回答企業の52.2%)

に加え，統合報告書（銘柄企業の41.7%,評価結果上位20%以内企業の24.3%,全回答企業の

14.7%)が用いられており （経済産業省商務情報政策局へルスケア産業課, 2017: 14),健康経

営銘柄に選定きれた企業ほど，その傾向が強い．

このような健康経営に取り組むことによる効果として，企業理念・文化の向上，従業員満足

度の向上と人材の維持， コーポレート ・レビュテーションやブランドの向上など，経済価値の

創造に深くかかわる社会価値・組織価値の創造が指摘できる． さらに，人件費や健康保険など

のコストの低減や，現在，株式会社日本政策投資銀行(DBJ健康経営格付）や各地の地方銀行

などにおいて取り組みが始まっている，健康優良企業・団体に対する低金利融資， 自治体の入

札・取引における考慮， さらには健康経営のコンサルティング・サポート事業など，経済価値

の創造に直接貢献する効果も指摘できる．そして， このような健康経営の効果に関する測定，

管理においては，健康経営に関する財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両者のコネ

クテイビテイの理解が必要になる．

これらからも，社内外とのコミュニケーションの1つの手段として統合報告書の活用をあげ

ることができる8．

s・統合報告に適合的なマネジメント・コントロール概念

5.1 「ダブル・ループ」の機能とマネジメント・コントロール

第2節で述べたように，統合報告は統合思考を基礎とするとともに，統合報告の目的として

統合思考の実現を目指しているという関係を指摘でき，統合報告においては外部報告と内部管

理との連携が重要である．すなわち，統合報告によるステークホルダーとの対話（エンゲージ

メント） と統合思考による持続可能な価値創造の実現は, 1つのつながりを持って連携．連動

し，機能することが求められる． このような「ダブル・ループ」が機能するためには，企業内

外で一致した目標の重要性が指摘できる．例えば，戦略経営において統合報告書を活用してい

るオムロン株式会社では，戦略という性格を持った各種の計画において，企業内外で一致した

目標によってコミュニケーションが行われており，社外のステークホルダーとの対話において

も，社内コミュニケーションにおいても， ともに統合報告書が活用きれている（内山, 2017a:

69)．
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このような外部報告と連携した内部管理によって統合報告を企業価値創造に結びつけるため

には，戦略や組織目標の達成に向けた効果的・効率的な従業員への働きかけのために，統合報

告やその考え方に適合的なマネジメント ・コントロール概念の検討が必要となる．

5.2R､N・Anthonyのマネジメント・コントロールの特徴

伝統的なマネジメント ・コントロールの考え方として,R.N.Anthonyのマネジメント ・コン

トロール概念(#mthony,1965)をあげることができる．

伊藤(2012: 124-125)は,A皿加ny(1965)に記述されたマネジメント ・コントロールについて

次のように指摘する． まず，その特徴として， フォーマルな公式のツールを重視しているこ

と，マネジメント ・コントロールで利用される情報の属性として会計情報を重視していたこ

と，動機づけの重要性を強調したこと，以上3点の重要性を指摘する． そして， このような3

つの特徴から,Anthony(1965)によるマネジメント ・コントロールでは業績管理会計の役割が

特に重視され,Anthonyの後の著書でも，マネジメント ・コントロールにおいて利用可能なコ

ントロール手段を非常に限定して考えた結果，他のコントロール手段（特にインフォーマルな

もの）は考察対象として重視されず，マネジメント ・コントロールは管理会計とほぼ同義語と

して扱われるようになっていったとする．

5.3統合報告と「パッケージとしてのマネジメント・コントロール・システム」

近年では，マネジメント ・コントロール概念を拡張して， 「パッケージとして」マネジメン

ト ・コントロール・システム(MCS)を捉える考え方が広まっている．その考え方を整理して

示した研究の1つにMalnandBrown(2008)がある．彼らは,MCSパッケージの研究が重要で

ある理由として,MCSが孤立して機能するわけではないことや，会計ベースのコントロール

や公式システムに焦点をあてた研究の限界を指摘する(MalmandBrown,2008:287-288).そし

て， 「マネジメント・コントロールには，従業員の行動や意思が組織の目的や戦略に一致するよ

うにするためにマネジャーが用いるすべての仕組みやシステムが含まれる」(MalnandBrown,

2008:290)とし， 「『パッケージ』の言葉が用いられるが，それはほとんどの現代的組織では複

数のMCSが存在するためである． これらすべてが意図的に設計され，連携きれれば，全体の

システムをMCSと呼べる」 (MalnandBrown,2008:291)とする． このような基本的な考え方

は，財務情報と非財務情報を有機的に活用し，両者のコネクテイビテイを重視する統合報告，

統合報告の基礎であり目的でもある統合思考とそれに基づく経営，上記の「ダブル・ループ」

や企業内外で一致した目標によるコミュニケーションと共通性を持っていると考えられる．

MalmiandBrown(2008)があげたMCSパッケージの概念的分類は，図3のように示され

る． これらのうち，上段の「文化によるコントロール(CulturalControls)」は，広く，変化しに

くく， したがって他のコントロールに文脈的フレームを提供する． また， 中段の「計画設定

(Planmng)｣, 「サイバネテイック・コントロール(CybemeticComrols)｣, 「報酬と報奨(Rewardand

Compensation)」は，多くの現代的組織と結びついており，左から右へと一時的な秩序のなかに

示される．下段の「管理的コントロール(AdnmstrativeControls)」は， 中段の諸コントロール

が実行されるにあたっての構造を生み出すとされる(MalmandBrown,2008:295).

ここで，統合報告との対照を行うために, <IR>フレームワークに示される，統合報告書が記

載すべき内容要素(ContentElements)を取り上げる. <IR>フレームワークが示すもののうち，
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図3マネジメント ・コントロール・システム・パッケージ

出典:MalnandBrown(2008:291)Fig.1． ただし， ローマ字部分は筆者加筆

統合報告書に記載すべき実質的な内容要素としては， 「A組織の概要と外部環境(Orgamzational

overviewandexternalenvironment)｣, ｢Bガバナンス(Governance)｣, ｢Cビジネスモデル(Business

model)｣, ｢Dリスクと機会(Risksandopportunity)｣, ｢E戦略と資源配分(Strategyandresource

allocation)｣, ｢F業績(Performance)｣, ｢G見通し(Outlook)｣,以上7つがあげられる． これらの

ほとんどが，図3に示したように,MalmiandBrown(2008)があげたMCSパッケージのさまざ

まなコントロールと共通することがわかる（図3のなかのローマ字は，該当する内容要素の記

号を表している)．

以下, HRC(2013b,para.4.1-4.39)とMalmiandBrown(2008:291-295)に基づいて検討する．

｢文化によるコントロール」のなかの「価値観」や， 「管理的コントロール」のなかの「組織構

造」は， 「A組織の概要と外部環境」に該当する． 「管理的コントロール」のなかの「ガバナン

ス構造」は， 「Bガバナンス」に該当する． また， 「Bガバナンス」には，組織文化や倫理価値

観が資本の利用にどのように反映きれるか，報酬が価値創造とどのように結びついているか，

戦略的意思決定や組織文化の確立・監視のためのプロセスなどがいかに価値創造能力と結びつ

いているか， これらがわかるようにすることが含まれるため， 「文化によるコントロール｣， 「報

酬と報奨｣， 「管理的コントロール」のなかの「方針と手続き」は， 「Bガバナンス」と部分的に

共通している． 「サイバネテイック・コントロール」は，予算，財務尺度，非財務尺度，バラン

スト ・スコアカードのように財務尺度と非財務尺度の両方で構成されるものの4つで基本的に

成り立つとぎれることから， インプット， アクテイビテイ， アウトプット， アウトカムについ

てのさまざまな指標を含む「cビジネスモデル」や，企業がなし得た経営成果についての定量

的・定性的情報を含む「F業績」に該当する． 「計画設定」は，事前型のコントロールであり，

通常12カ月間以下の「行動計画設定」と， より戦略的焦点を持った中長期にかかわる「長期

計画設定」の大きく2つにわかれるが， これらは，企業が向かう先を示す「E戦略と資源配分」

と，戦略遂行にあたって企業が直面する課題や不確実性を示す「G見通し」に該当する．
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ただし， このように多くの共通性がある一方で，一部に違いも見られる．具体的には，価値

創造能力に影響を与える特定の'ノスクと機会，それらへの対処法を示す「Dリスクと機会」に

該当するものは,MalmandBrown(2008)によるMCSパッケージには必ずしも明確に見出され

ない9．

6． おわりに

本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，経済価

値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認識が強調きれる経済基盤（先義

後利型経済）を前提に，企業の人的要素の管理と，管理会計の研究・実践が持つかかわりにつ

いて検討したその際，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目して議論を進

めた．

上記のような先義後利型経済においては，管理上，次のようなことが必要となる．第1に，

(超）長期視点であり，それは換言すれば，持続可能性を意識することである．そこでは，プ

ロセスや循環性を考慮する必要があり，企業理念や企業文化などの短期的には変わらないもの

の重要性が高いといえる．第2に，統合的（複合的）な企業価値観である．そこでは，多様な

ステークホルダーの認識が基礎になり，それらステークホルダーに提供される価値を捉えるア

ウトカム指標の活用が求められる．第3に，企業価値創造の要素の統合的（複合的）な管理で

ある．そこでは，複数のステークホルダーの認識・管理と, 1つのステークホルダーの持つ複

数の側面の認識・管理が重要となる．

これら3つの必要性を実現するためには，財務情報と非財務情報の有機的な活用，およびそ

のコネクティビティを理解することが不可欠となり，管理会計の研究・実践の立場からは，そ

の解決のための1つのツールが統合報告であるといえる．そして，統合報告における外部報告

と内部管理との連携，すなわち「ダブル・ループ」を機能させ，統合報告を企業価値創造に結

びつけるためには，統合報告やその考え方に適合的なマネジメント ・コントロール概念の検討

が必要となる．本稿では，パッケージとしてのMCSを取り上げ,MalmiandBrown(2008)が示

すMCSパッケージの概念的分類は, <IR>フレームワークが示す内容要素と多分に共通性を持

つことを指摘した．
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注

’ 「人的資本」や「人的資源」も同様である．

2内山(2015a:47)において指摘したように，経済価値，社会価値組織価値，それぞれにか

かわる主たるステークホルダーとして，経済価値は投資家や債権者，社会価値は顧客を中

心に広く社会全体，組織価値は従業員が存在する．ただし，本稿における議論は多様なス

テークホルダーの存在（多元的な企業価値の追求)，ならびにさまざまな価値の創造が結び

ついているという認識を踏まえている．

3企業価値創造におけるインタンジブルズの重要性については， インタンジブルズは単独で

価値を創造することは少なく， さまざまなインタンジブルズの複合的活用が重要であるこ

とが実証きれている．詳しくは内山ほか(2015)を参照されたい．そこでは，統合報告につ

いても取り上げられている．

4コーポレート・ガバナンスの類型と，そこでの「企業価値」と「創造きれた価値の測定・評

価にどのような情報を用いるか」との組み合わせについては，内山(2015a:49-50)を参照き

れたい．

5 「先義後利」は，大丸グループの業祖である下村彦右衛門が「先義而後利者栄」を事業の根

本理念として定めたことでも知られる．大丸グループのホームページには，次のように説

明きれている． 「この言葉は中国の儒学の祖の一人，筍子の栄辱編の中にある『義を先にし

て利を後にする者は栄える』から引用したものです．企業の利益は，お客様・社会への義

を貫き，信頼を得ることでもたらされるとの意味で，言い換えると「お客様第一主義」「社

会への貢献」となります． これは，大丸グループ共通の精神，営業方針の根本となってき

ました」 (Mps:"www.daimaru.cojp/Company/about/rinen.html;2017年12月12日閲覧).

6第1の「長期視点」と第2の「多様なステークホルダーの認識」とは，ある部分で共通性を

持つ．

7http:"www.meti・gojp/press/2015/01/20160121001/20160121001.pdf;2017年12月22日閲覧

8内山(2017b:244--246)では，統合報告の先進企業であり，健康経営銘柄に2015年度と2016

年度に選定されている伊藤忠商事株式会社の事例を取り上げている．

9 リスクは，バランスト ・スコアカードにおいて研究課題として示きれている．詳しくは

KaplanandNorton(2012:4-5)を参照きれたい．
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資本予算実務の課題

一管理会計の拡張と資本予算実務一

篠田朝也

＜論壇要旨＞

本稿は，管理会計の拡張に伴って生じる資本予算の課題について議論したものである．本稿の主たる狙

いは，資本予算実務の重要な現代的課題に関する論点整理を行うこととなる．本稿で取り扱う資本予算に

関連する主たる拡張的な論点は，投資の経済性評価技法の利用の変化, NPV法のカスタマイズ，事後的な

統制への注目，定性的リスクの評価，撤退基準の構築, IT投資の評価，収益見積りへの注目などである．

加えて， これらの論点を整理するうえで考慮すべき，研究上の限界や視点について言及し，今後の資本予

算研究において検討すべき総論的課題を提供する．

＜キーワード＞

資本予算投資決定，実務の変化と拡張，研究上の課題

PrOblemSOfCapitalBudgetingPraCticeS:

LmIKtotheExtensionofManagementAccounting

TbmonariShinoda

Abstract

ThispaperdiscussestheproblemsofcapitalbudgetingpracticesinassociationwithextensionofManagementac-

counting. Intermsofthat,theaimofthispaperisaddressingtheimportantpointsofcurrentissuesoncapitalbudgeting
●

pracUces･

Thispaperdiscussesmanyissuesincludingchangeofcapitalbudgetingmethods,customizednetpresentvalue

method,ex-postfbllow-upprocess,qualitativeriskevaluation,buildingpulloutcriteria,evaluationaboutninvestment,

fbcusingon1℃venueestimation.

Inaddition,thispaperrefertosomelimitationsandperspectivel℃latedtoresearchesinthisiieldandpmvidesgeneral
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1． はじめに

本稿は， 日本管理会計学会2017年度全国大会の統一論題における著者の報告内容をもとに

した一論考である．本年度の統一論題のテーマは「管理会計の拡張と実務適用の課題」であっ

た．現代の企業をとりまく経営環境は急激に変化しており，企業を管理するための手法である

管理会計についても，その領域，対象，あるいは概念などまでが変容してきている．そこで，

本稿では，著者が，管理会計のなかでも主な研究対象としている資本予算の領域に関連する実

務の拡張とその課題に焦点を当てて論点整理をしていくこととしたい．その意味において本稿

は，純粋な研究論文というよりも資本予算研究における論点整理と将来における検討課題を示

すことで， この領域の将来展望を考えるうえでの素材を共有または提供することを目的にした

ものである． それゆえ本稿は，著者の総花的かつ主観的な見解が示されている点もあるが，学

会における将来の研究を盛り上げるべく将来の検討課題となりうる論点の提供を優先した論考

としてご容赦いただきたい．

さて，そもそも， ここで議論の対象としている「資本予算」とは，大規模で非経常的な投資

案件に関する個別予算のことである．一般に，各種の大規模投資は長期にわたって企業の将来

に重大な影響をもたらすため，その投資の可否に関する合理的な可否判断を行う必要がある．

我々は，管理会計の体系のなかで，資本予算に関する論点を中長期の個別的な経営計画の一部

として扱ってきた． より具体的には， 「意思決定会計」あるいは「戦略的計画」といったトピッ

クスとして検討をしてきた． もちろん，資本予算も，通常の予算と同様に，財務的計画の体裁

をなしているものであるため，投資案件に関連する「計画」であると同時に， 「統制」の側面

も有しているものである． とはいえ多くのテキスト等を紐解くと明らかなように，資本予算に

関する論点は，意思決定会計または戦略的計画の一部としての計画の側面が強調きれる傾向に

あり，事前の意思決定のために利用きれる「投資経済計算」といった具体的な経済性評価技法

に関する議論が中心となることが多い．

本稿では，上述のとおり，資本予算における投資経済計算などへの議論の偏りがあることを

踏まえた上で，現代の企業における資本予算に関連する実務の拡張に関連する，いくつかの論

点について整理をしていきたい．

2．資本予算実務の変化と課題

これ以降，資本予算実務の変化とその課題に関連するいくつかの論点を整理検討していきた

い．以下，投資経済計算利用の変化,正味現在価値法のカスタマイズ，事後的な統制への注目，

定性的リスクの評価撤退リスク管理, IT投資の評価，収益予測への注目，の順に各論点につ

いて見ていくこととしたい．
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表l 日本企業の評価技法の利用率の推移

出典：清水・田村(2010)を一部修正

2.1投資経済計算の利用の変化

2.1.1経済性評価技法の利用状況の変化

資本予算のプロセスにおける投資経済計算の基本的かつ具体的な技法には，単純回収期間法

(SimplePaybackPeriodMethod:SPP),割引回収期間法(DiscountedPaybackPeriodMethod:DPP

法)，割増回収期間法(PremiumPaybackPeriod:PPP)1,会計的利益率法〔投資利益率法](Return

onlnvestment:ROI),正味現在価値法(NetPresentValueMethod:NPV),内部利益率法(Intemal

ratioofRetumMethod:IRR),収益性指数法(Pro6tabilityIndex:PI)などがある．

表lは，調査対象を東証1部上場の製造業に絞ることができ，かつ，質問形式がyes-no形

式となっているもの，すなわち，調査対象と質問形式に関して類似の過去調査のみを取り上げ

て，評価技法の利用状況の推移を示しているものである． ここから, ROIの利用には明らかな

増減は見られず， また, SPPがいつの時代も最も利用されている評価技法であることなどが分

かるが，特に大きく変化している点に注目すれば, 2000年代に入って以降,NPVを約3分の1

前後の企業が利用するようになっており，その利用率が増加してきているということが指摘で

きよう．

また，近年，モンテカルロ法を用いたシミュレーション分析による割引現在価値法(Monte-

CalroDiscountedCashFlow:MCDCF)やリアル・オプション法(RealOption:RO)など，金融工

学の領域の知見をもとにした新しい技法が開発きれている．

このような新しい技法の利用状況なども含めた近年の調査結果を示したものが表2である．

これは，わが国の全上場企業（ただし銀行業・保険業を除く）を対象とした5点リカートス

ケールによる調査結果である． ここから, SPPが最も利用されていること，および,NPVが比

較的多くの企業で利用されるようになってきていることなどが見てとれるが,MCDCFやRO

のような金融工学の領域から開発されている新しい方法は，わが国の企業ではほとんど利用さ

れていないことが分かる．

2.1.2経済性評価技法の併用上の特徴

以上のような，状況を踏まえると，現在の日本の上場企業では，複数の経済性評価技法が併

用されていることが理解できる‘表3は，比較的高い利用頻度が認められるSPP, DPP, ROI,

NPV, IRRの各技法に絞って確認した利用頻度間の相関係数である．

表3から分かる点もいくつかあるが， まず，最も利用頻度の高いSPPと，近年利用頻度の
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調査年 SPP ROI NPV IRR

津曲・松本(1972） 1971 61.7％ 34.3％ 9.7％ 8.5％

加登(1989） 1985 83.6％ 35．2％ 14．5％ 15．7％

櫻井(1992） 1992 76,2％ 32.2％ 17．5％ 20.3％

日大(1996） 1996 65.8％ 35．6％ 15．8％ 15．3％

吉田ほか(2009） 2009 82‘8％ 26．9％ 37．3％ 22．4％

清水・田村(2010） 2009 91.8％ 39.2％ 34.0％ 24．7％
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表2経済性評価技法の利用頻度

出典：篠田(2015).

表3経済性評価技法の利用頻度間の相関係数(Speannanの順位相関係数）

出典：篠田(2015) (**:p<0.01,*:p<0.05)

増加傾向が見られるNPVとの間には，統計的に有意な負の相関関係が認められる．すなわち，

SPPの利用頻度が高くなるほど,NPVを利用しないという傾向がみられる．そもそも, SPPは

資本コストを考慮しておらず，キャッシュの時間価値も考慮していない．それゆえ,NPVと

は基本とする考え方に相違があるため，実務上，両者の併用を避ける傾向があることは理解で

きる．

その一方で， 同じ回収期間という投資額の回収速度に注目しながらも資本コストに基づいた

キャッシュの時間価値について考慮しているDPPと, NPVとの間には，統計的に有意な正の

相関関係が認められる． この両者は， キャッシュの時間価値と資本コストを重視するという点

で共通の考え方を有している．実務においても，共通の考え方を有する技法同士で併用して整

合性または一貫性を重視しようとする姿が見られるようになっていると解することできる．

続いて，おなじDCF系のNPVとⅢRに注目すると， この両者の間には，正の相関関係が認

められる．すなわち, NPVはⅢRと併用きれる傾向があるといえる. NPVとI服は，投資の

可否判断において， ともにキャッシュフローと資本コストを考慮しているという点で考え方に

共通点がある．一方で,NPVは金額指標であるが，RRは比率指標であるという相違点もあ
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評価技法

利用しない 常に利用する

1 2 3 4 5
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る．そのため， キャッシュフローと資本コストを重視する考え方に基づきながら，価値増加額

に注目したい場合はNPVを，規模の異なる案件の比較をしたい場合は比率指標のIRRを利用

するという使い分けをすることには，実務上，一定の意義が認められる．

なお, ROIには，押しなべてどの評価技法との間にも正の相関関係が見られている. ROIは

会計的利益に注目する方法であり，キャッシュフローに注目する他の評価方法とは，異質な考

え方に基づく評価方法となっている．敢えて会計的利益に注目する以上，事前の見積りのみな

らず，会計数値に基づく業績評価などとの関係を重視しようと試みているものと推察されるた

め， 回収期間やNPVを利用する場合であっても, ROIについては参考にしようとする場合が

あるものと考えられる．

2.2NPV法のカスタマイズーFNPVの実務利用一

上述の通り，近年,NPVの利用頻度が増加してきている．その理由の一つは，篠田(2010)お

よび篠田(2015)が指摘するように,M&Aに際する企業価値評価との関係が挙げられる．企業

価値評価を行う際に増加する企業価値を算定するためにNPVが利用されるため,M&A投資

がNPVの利用の増加に影響したものと考えられる． もちろん, 2000年代以降,MS-Excelをは

じめとする表計算ソフトウェアの一般的普及によって割引計算が容易となったという要因もあ

ろう．

このように,NPVの利用が拡大するなか，一方で，実務上のNPVの具体的な利用方法につ

いては，いわゆる教科書通りのものとはなっていないこともある．例えば，篠田(2014a)では，

将来のキャッシュフローの予測期間を限定して利用している企業があることを指摘しており，

このようなNPVをⅢPV(FimteNetPresentValue)と呼んでいる． また，篠田(2015)の調査結

果では, NPV, IRR等を利用している企業のうち，教科書的に従えばターミナル・バリューを

すべき場合でも計算せずに無視するという企業が回答企業の45％も存在していたことを確認

している．

mPVは，一見するとNPVと類似した方法のように考えられる． しかし，少なくとも単独の

投資案件に関する可否判断について, FNPVは限定した予測期間を基準回収期間としたDPPと

同様の結果を導くことになるという特徴を有しており，本質的にはNPVというよりもDPPと

類似した方法と考えられる． にもかかわらず，実務上は，金額基準で算定される剛PVをNPV

と類似の方法であると認識している点も興味深い．

以上のような，教科書では説明されていないような経済性評価技法のカスタマイズまたはア

レンジが実務の世界ではなされている．実務上の困難性，すなわち将来の長期にわたるキャッ

シュフローの見積りが現実的には困難であるという実務上の強い実感からⅢPVのような方法

が自生的に生み出きれていることについて，実務を重視する管理会計研究の視点からは，注目

していく必要があろう．

2.3事後的な統制への注目

資本予算は，財務的計画であると同時に，予算としての統制機能も有している． しかし，管

理会計のテキスト等では，事前の投資経済計算の方法に関する説明に多くの紙面が割かれてい

ることが多く， また，企業の実務に目を向けても，投資意思決定のための経済計算は行ってい

ても，資本予算を通じた事後的な統制までは行っていないというケースも散見きれている．か
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表4事前に考慮する定性的項目

出典：篠田(2017)

ねてより,Haka(2007),清水ほか(2010)などにおいても，資本予算を通じた統制機能の重要性

について指摘されていることでもあるため，事後的な統制を含めた資本予算プロセスに関する

議論を展開していく必要性があるものと考えられる．なお，篠田(2011)での，わが国の上場企

業への調査結果によれば，資本予算に関する経過監視実施企業は回答企業のうち約86％，事後

監査実施企業は約62％となっており，事後的な統制は比較的多数の企業で実施されている． ま

た，篠田(2014b)での実証研究によると, DCF系の洗練きれた評価技法を利用していることに

加えて，事後的なフオローを実施していることが，企業業績にプラスの影響を与えている可能

性があることが指摘されている． しかし，資本予算における事後的統制の具体的な内容や効果

に関する具体的なケース研究などは不足しており，立ち入った検討が必要な論点と言えよう．

2.4定性的リスク管理

あらゆる投資案件にはリスクが伴っている．かかるリスクを適切に管理するためには，投資

案件に関するリスク評価を行うことが望ましい． とはいえ，投資案件に関連するリスク項目の

多くが定性的リスクであり， しかも，事前の投資評価の局面で，実務上， どのような定性的リ

スクが把握きれているのかについては，不明な点が多い． リスク管理を考慮した資本予算プロ

セスを構築していくためには，事前の計画に際する定性的なリスク評価の具体的方法について

検討をしていく必要がある．

なお，表4は，わが国の上場企業が投資決定に際して，事前に考慮する定性的項目にどのよ

うなものがあるのかについて調査した結果をまとめたものである． これによれば，戦略上の意
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表5定性的リスクの定量化の試み

出典：篠田(2017)

義や位置づけ，将来性や成長性といった戦略的観点から見た定性的項目については，多くの企

業が検討しているものの，その他の個別具体的な定性的リスク項目について検討しているか否

かにはばらつきが見られる．業種等の企業を取り巻く経営環境にもよるとは思われるものの，

天候要因や自然災害などのリスクについては，それほど多くの企業では検討されていない．

また，表5によれば，定性的リスクの定量化の試みについては，将来キャッシュフローの見

積額に織り込む方法が最も一般的な実践方法のようであるが，それでも実践事例の試みはそれ

ほど多くないようである．つまり，定性的リスク項目については，それらを考慮することの重

要性が指摘されていても，それらをどのように考慮していくべきであるのかについて実務上も

苦慮しているということが垣間見える．

この点に関連して，篠田・上總(2016)では，三井住友銀行によるプロジェクト ・フアイナン

スの事例を通じて，定性的リスク項目を独自のスコアリングモデルによって格付けし，一定基

準以上の条件を満たすと融資可とする実務実践について紹介をしている． これは，プロジェク

ト ・ファイナンスに関するケースであって，一般事業会社による投資決定に関するケースでは

ないが,Noble(1990)などでも提案されていたような事業投資決定における定性的リスクの点

数化の方法を検討するうえでも参考になる事例である． このような実務事例について，今後よ

り詳細な検討が行われる必要があろう．

2.5撤退リスク管理

投資後の局面では，投資案件が不調に終わるリスクがあり，状況によっては，かかる下方リ

スクの管理の一環として，事業からの撤退を決断しなければならない場合もあるが，撤退判断

の仕組みに関する具体的な実務実態に関する詳細も明らかにはきれていない． リスク管理を考

慮した資本予算プロセスを構築していくためには，事後的に生じうる撤退判断などについても

検討をしていく必要がある．

しかし，篠田(2017)は，上場企業のうち明確な撤退基準を有する企業は回答企業のうちの

21%であることを指摘している．つまり，明確な撤退基準を有する企業はどちらかといえば少

数派である．
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表6撤退時に参考にする指標

出典：篠田(2017)

表6は，撤退基準のある企業が撤退時に参考にしている指標を示したものである． ここか

ら，投資案件からの利益額を重視する企業が多いことが分かる．他には，収益額（売上高)，回

収期間, ROI, NPVを参考にしている企業も比較的多いようであるが，複数の指標を併用しな

がら撤退判断をしているものと考えられる．いずれにせよ，投資評価の際に検討きれる経済性

評価技法として一般的な回収期間やNPVよりも，利益額や売上高に頼って撤退判断をするこ

とが多いということは興味深い．事前の投資決定の場面では，回収期間やNPVのような将来

キャッシュフローの予測に基づく意思決定を行う一方で，撤退という場面では，過去の実績値

としての会計指標が注目されるということには何らかの理由があるものと考えられるが，その

点について立ち入った検討が必要なものと思われる．

また，篠田(加17)によれば，撤退基準があるという企業に対して，当該撤退基準の社内にお

ける共有の状況について確認したところ，撤退基準の全社的共有があるという企業は61％で

あったつまり，撤退基準が存在していても，そのうち約4割の企業では，それが全社的に

オープンにされていない． このような場合，投資案件の実施主体からすると，撤退の検討が始

まる条件が不明であるため，それを踏まえた各種の対応や準備等を行うことができないという

問題もある． このように，撤退基準を設けたとしても，それをどのように利用するのかという

点についても検討が必要となろう．

2.6経済的効果の把握が困難な案件への対応

たとえば, IT関連投資は，近年，単なる合理化投資としてではな<,企業が提供するサービ

ス等の付加価値を高めて競争優位を築くための投資として，あるいは，あらゆる企業活動のイ

ンフラ整備の一環として，実施されることが増えてきている． このようなIT投資については，

その導入コストを測定することは可能であっても，その経済的効果を測定することは容易では

ない． この点について，例えば，櫻井(2006)では, IT投資の戦略的効果について，バランス

ト ・スコアカード(BalancedScorecard:BSC)を応用的に活用することによって評価することな
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表7キャッシュフローの予測値と実績値に関する企業の認識

出典：篠田(2011)

どが提案されている．すなわち，情報資本としてのIT投資がいかに戦略に影響を及ぼすのか，

あるいは, IT投資をいかに戦略へ方向づけるのかという観点から，それらを見える化するため

に, BSCをうまく活用しながら, IT投資の是非を検討しようとするものである．その意義は認

められるものの，その一方で, IT投資に関する事例研究は十分に行われていない．

篠田(2013)では，予算制約の上限とおよび戦略と整合した投資であるか否かという点のみに

注目してIT投資の実行をしている企業の事例を紹介しているが， この事例を通じて, IT投資

の評価に対する経営者の考え方はよく理解できるものの， この事例自体は, IT投資の評価の方

法をうまく形式化したというものではなかった．実際に，著者自身，いくつかの企業に訪問調

査をした際にIT投資の評価は非常に難しく，社内でその評価の仕組みを形式化することがで

きないという声を聞くことが多い. IT投資の重要性がますます高まるなか，その評価の方法

は，多くの企業において解決が困難な投資決定上の課題となっており，ケース研究などの蓄積

を必要とする重要な論点と考えられる．

2.7収益予測への注目

資本予算の編成をするうえで，将来のキャッシュフローを予測することは重要な論点となる

が，現在の多くの管理会計のテキスト等では，キャッシュ・インフローの見積りとその管理に

関する議論については十分な検討がなされていない．著者自身が実施した企業調査の際にも，

資本予算を編成するうえで，将来のキャッシュ・フローをどのように予測すればよいのか分か

らないという声を耳にしたり，そのような方法について丁寧に紹介されているようなテキスト

などはあるかという質問をたびたび受けている．

表7は，篠田(2011)による， キヤッシユフローの予測値と実績値に関する企業の認識に関

する調査結果である．実際に企業実務においても， コストより売上の予測の方が外れることが

多いと認識していることが見てとれ， ここに実務上の課題が存在している． にもかかわらず，

キャッシュ・アウトフローを生み出すコストに関する議論よりも， キャッシュ・インフローを

生み出す収益に関する議論は，管理会計の領域では相対的に質も量も少ない．

もとより収益の見積りや管理は，マーケティングの領域では長く議論されてきており，近年

では，例えば, Jeffery(2010)が提示するようなGcData-DrivenMarlmtmg''などの具体的内容に目

を向けると，いわゆる資本予算における投資経済計算の技法であるNPV, IRR,回収期間など，

管理会計上なじみの深い各種指標を利用しながら，企業の成果を向上させることを取り扱って
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いる．その点で，財務データを重視しようとするマーケティング領域の議論と管理会計の対象

領域は完全にオーバーラップしており，その境界はもはや暖昧なものとなっていると考えて差

し支えないように思われる．少なくとも実務上は，マーケティングなのか管理会計なのかと

いった領域区分の議論にはそれほど意味はない．ただ，マーケティングの領域では，収益の見

積りについてかなり丁寧に解説を行っているが，管理会計の領域ではそうとは言えない． この

ようなことに鑑みたとき，資本予算の編成に際する収益見積りに関する論点を管理会計の領域

でもより積極的に踏み込んで検討をしていくこと，および，その内容を管理会計のテキスト等

に盛り込むことを指向することも将来の課題であろう．少なくとも，実務の側からは求められ

ている課題であると考えられる．

3・ まとめにかえて

3.1資本予算実務の拡張的課題

ここまで見てきたように，資本予算の領域に絞ってみても，近年の経営環境の変化に伴い生

じてきている拡張的な論点は多数見受けられる．投資経済計算の計算技法の利用状況は変化し

ており，実際の計算技法は多様である．事前の評価のみならず，事後監査などの対応も重要で

ある． また，投資決定と関わる定性的リスク項目を含むリスクマネジメント手法の構築や，撤

退基準の設定なども検討が必要な論点である．戦略的なIT投資などの経済的効果の把握が困

難な案件を評価する仕組みの構築も難しい． ざらに，マーケティングで検討されているような

収益見積りに関する論点を管理会計領域において立ち入った検討をすることも必要であろう．

3.2研究上の制約と視点

このように，拡張的な課題は多数ある一方で，我々研究者が， これらの論点について研究を

展開するうえでの制約も見受けられる．

まず，投資決定あるいは資本予算に関するデータは，企業にとってconfidentialmatterである

ということである． したがって，研究者が当該データにアクセスすることは容易でなく， ま

た，具体的なデータに触れることができたとしても，それを研究成果として公表することは難

しい． このため，実務を具体的に捉えるケース研究などが不足しがちとなる．投資決定や資本

予算は，管理会計における他の領域と比較しても，企業内部のアーカイバルデータを利用した

定量的な経験的研究や，個別具体的な事例の詳細を扱う定性的なケース研究を実施し難い分野

といえる．結果として， この領域では，採用できる研究方法にも大きな制約が生じてしまう．

図lは，研究アプローチを「データ入手・公表の難易度」と「実務描写の具体性・詳細性」と

いう2つの軸を用いて整理したものであるが，投資決定および資本予算の領域は，点線で囲ま

れているような実務描写の具体性・詳細性の高い研究が抜け落ちがちになり， このことが研究

面において克服すべき課題となる．

ただし， この解決策について検討することは簡単なことではない．各研究者が個人レベル

で，企業の情報にアクセスし研究成果を公表すべく匠の技を磨くのか，複数名で研究チームを

構築して協力を得られる研究サイトを開拓するのか，あるいは，澤邉(2014)が指摘するよう
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研究アプローチの分類図1

高
↑
デ
ー
タ
入
手
・
公
表
の
難
易
度
↓
低

低←実務描写の具体性･詳細性→高

に，介入型とはなるものの学会レベルでの実務と研究のコラボレーションの構築を目指すの

か， さまざまな方向性が考えられる．

3.3研究上の視点

最後に，本稿で指摘した投資決定や資本予算の実務上の拡張的課題を検討するうえで，研究

上，注視しなければならい視点について言及しておきたい．それは，実務は多様であり，かな

りの程度コンテインジェントであるということである． コンテインジェンシー理論をどのよう

に捉えるべきであるか微妙ではあるが，現実の実務上の拡張的課題を検討しようとするなら

ば，実務の多様性や状況依存的な見方をポジティブに捉える必要があるように思われる．その

うえで，資本予算における目的適合性を有する情報の収集と要約のあり方や，将来見積りに

伴って必然的に発生する予測誤差への対応，あるいは，意思決定を超えた合意形成や協力形成

を伴う調整機能および事後的な対応を含む統制機能としての資本予算といった， より多角的な

視点から，資本予算の実務上の拡張的課題を検討していくことが求められるものと考える．

以上の通り，資本予算という領域に絞って拡張的課題について取りあげてみても，多数の論

点が存在しているものの，その一方で資本予算の情報内容の重要度の高きゆえに研究上の制約

や限界にも直面しているため， この領域の研究を展開することは非常に難しい状況にある． し

たがって， この領域の研究を前進させていくためには，多数の研究者による，あらゆるアプ

ローチからの研究成果を蓄積していくことについて学会レベルで歓迎していく気運が求められ

るものと考える．
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額に利子額を上乗せすることによって，結果として時間価値を考慮した投資経済計算とな

るというところに，その特徴がある．
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星へ 塘同冊 一

社会に貢献する企業の経営管理

一オムロンの事例研究を中心として一

伊藤武志

＜論壇要旨＞

本研究では，社会に貢献する企業であるオムロン(株)グループとその経営者や従業員の実際の行動を捉

え， それを実務に適用するための日本企業の一つの理想的な経営のモデルとして明らかにした．株主「中

心」型モデルの企業が「高価格・適正価格」と「選択と集中」により成功している一方で，典型的なステー

クホルダー志向型日本企業はそれらを実施しづらいなか， 同社は「ソーシャルニーズの創造」理念とその

実践を通して「高価格・適正価格」と「選択と集中」を実現している． それができた理由は， 同社が，創

業者の時代から現社長体制まで， 「人間性の尊重」理念にもとづいた分権化等の仕組みをつくり， それによ

り成長した人材と組織が「企業の公器性」理念に共鳴し行動するという理念・仕組み・人材成長・行動を

連関･好循環を形作ってきたからである．
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1． はじめに一問題の概要一

社会の変化をうけながら，企業はどのように社会に貢献する存在なのか， この現代的な問い

に， 「管理会計の拡張」を行い，経営管理の立場から切り込む．そのために本研究では， オム

ロン(株)グループ（以下， オムロンとする）の事例を考察する． オムロンでは，筆者が事実上

の創業と考えるl955 (昭和30)年頃から約60年間社会貢献の理念に基づき経営の実践がな

されてきた本研究では，株主重視と多様なステークホルダー重視の2つの経営のモデルを検

討した上で， オムロンの実践を日本企業にとっての一つの理想の経営のモデルとして明らかに

する．本研究は，研究の「実務適用の課題」を解決するための形式をとっている．すなわち，

経営実務に適用しやすくする意図をもって，経営の実践すなわち実務をモデル化している．

オムロン創業者，立石一真とその後継者は，理念に基づく方向付けと行動をしてきた．それ

を経営管理の仕組みで支えてきた．企業において，主体となる人間と，方向付け・行動，そし

て仕組みは，相互に支え合い繋がり合い変化する．特に本研究の重要論点である経営管理の仕

組みは，その仕組みという基盤の上で働く人間の思考と行動に影響を与える． これら企業全体

の変化や経営管理の仕組みの影響に鑑みつつ，社会に貢献する企業の在り方を明らかにする．

研究方法としては，先行的な研究や事業環境の変化を踏まえ，事例を把握し考察するという

理論的および事例的な方法を採用する．

Z.現代日本企業の目指すべき経営とは

2.1企業の社会責任とステークホルダー理論

企業の社会責任の考え方については, Sheldon(1923: 29-30)がまず「theultimatemotiveof

industryshouldbethatofservicetothecommunity (産業の究極の動機はコミュニティへの奉仕で

ある)」とし, ｢TheSocialResponsibilityofManagement (経営者の社会責任)」を説明した以

来，企業には社会に対する責任があるという考えは第二次大戦後も続いた．

しかし米国では, 1970年にFriedman(1970)は『NewYorkTimes』誌の記事で「企業の社会的

責任とは利益を増やすこと」とし，以降，株主利益と企業利潤最大化を経営目的とする株主理

論が強まった．米国では1974年の従業員退職所得保障法(ERISA)に影響きれて1970年代以降

に機関投資家の株式所有度合が高まったことなどから所有と経営が近づき，株主としての機関

投資家の経営への関与度が高まって，株主理論強化という結果がもたらきれた．その後，米国

での企業不祥事の発生もあり， コーポレートガバナンス（企業統治）が重視され，強い機関投

資家と社外取締役による経営の監督が行われるようになり，監督と執行が分離されていった．

一方, Freeman (1984:31-32)は，組織体の存続および成功にとって不可欠なグループとし

て，株主，従業員，顧客，納入業者，貸し手，社会というステークホルダーを定義し研究を始

めた． また，企業はステークホルダーを考慮して意思決定すべきとした(Freemanetal.,2007).

櫻井(2010)は， 「ステークホルダー研究に関連して，多くの研究者が一様に述べていることは，

株主の利益のためだけではなく，すべてのステークホルダーのために企業を運営するのがス

テークホルダーの理論」とする．
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2.2株主「中心」型ガバナンスという高収益へ繋がる構造

プリンシパル＝エージェント関係とは， 「ある個人（エージェント :agent,代理人）が他の個

人（プリンシパル:p血cipal,依頼人）の代わりに行動して， プリンシパルの目標を遂行する
と想定される状況を表している」 (MilgromandRoberts,1992: 170).そして，エージェントがプ
リンシパルの利益を犠牲にして自己利益を追求する「モラル・ハザードの問題が生じるのは，

エージェントとプリンシパルの目的がそれぞれ異なり，エージェントによる報告や行動が，プ

リンシパルの目標に沿って進められているのか，あるいは， 自己利益を追求する不正行為なの

かを，プリンシパルが容易には判断できない場合である」ともいう． プリンシパルーエージエ

ント関係における「株主をプリンシパルと考えその財産を増やすことを唯一の目的とする」ガ

バナンスのモデルはわかりやすい．エージェントとしての経営者は，株主というプリンシパル

の唯一の目的である財産を増やす責任を担い，その目的に添った結果により評価される．

米国では，既述の剛edmanのNYタイムズ紙記事やFRISA法制定を経て機関投資家の力が

強まった1970年以降は株主中心的な傾向が強まったが，それが生み出した構造は幸いにも資

本主義市場経済にとても適合していた．機関投資家は当然，株式のパフォーマンスがあがれば

良いし，その機関投資家に資金を出している将来の年金生活者も喜ぶ．そして経営者は株式パ

フォーマンスが向上すれば評価きれる．

ここからが大事である．株式のパフォーマンスを上げるには何が必要か．残余利益が残るよ

うに儲けることである．そのためにはマージンがたくざん残る形でモノを売る必要がある．そ

のためには，第1に， より新しく品質の高いモノを作ることと同時にそれを「高価格や適正価

格」で売りきることである．それを実現するためには， ドメインやセグメントで自らが最も優

れた存在であると顧客に証明する必要もある．マーケティングである．第2に，事業の「選択

と集中」である．高価格や適正価格での販売やマーケティングを通じて，市場において事実上

の独占状態をつくったり，寡占市場において1位や2位のポジションを得ることができれば，

市場全体，特に価格をある程度コントロールできるようになり，低マージンに陥ることを避け

られる． また，低収益の事業や競争劣位の事業から撤退して，競争優位を持つ事業に経営資源

を再投資することによって， より高い収益を得られるようになる．

すなわち，株主をプリンシパルとし経営者をエージェントと考えるモデルを中心に経営する

ことで， このように高収益性を得るための手段をとるように促きれる．そしてその手段をとっ

た欧米の企業は高収益になったと考えられる． なお後ほど説明するオムロンは，第1の「高価

格や適正価格」を「ソーシャルニーズの創造」の理念に基づいて実践し，第2の「選択と集中」

を，事業のポートフオリオマネジメントを行って実践している．

2.3 日本のステークホルダー，特に顧客・従業員重視型モデルの弱点と現状

株主というプリンシパルと経営者というエージェントの単純な関係は，経済学における経済

人モデルのような単純化されたモデルが実際の人間と異なるのと同様に， もともと現実世界そ

のものを表すために考えられたものではない．株主・経営者のプリンシパル＝エージェント関

係のメカニズムを中心に経営することはできても，実際には企業のまわりには多様なステーク

ホルダーが厳然と存在し，付加価値分配や期待への対応が必要である．プリンシパル＝エー

ジェント関係において，プリンシパルが複数存在すると考えると良いかもしれない．

日本では江戸時代にはすでに，近江商人による「売り手よし，買い手よし，世間よし」とい
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う 「三方よし」の実践がなされていた．今に続くステークホルダー重視の社会的責任の実践で

ある． しかし， ステークホルダー間の優先順位付けや分配を意思決定が難しいのは事実であ

る．今西(2010)は， ステークホルダー理論を支持する立場だが，ステークホルダー理論は「実

質を与えることができ， またそれを現実に適用していく際の意思決定ルールを構築するのに有

用であるといえる厳格な理論的基礎を有していない」 (Blair,2005)という指摘をあげ，その指

摘は傾聴に値するとしている．

さらに日本では， ステークホルダーのなかでは，株主よりも顧客や従業員が重視きれた．顧

客重視は「高品質でより安く」に現れた．モノ不足の第二次大戦直後から高度成長期までは，

｢水道哲学」といった理念が経済や経営にとてもうまく適合したが， 1990年以降も「高品質を

より安く」という考えは廃れず，品質に対して低価格の市場が形成され続ける傾向にあった

｢高価格・適正価格」という手段はとれず， 「低価格」で「低マージン」になりがちだった．

また従業員重視は以下のような結果に現れた.Abegglen(1958)にはじまり 『OECD対日労働

報告書」 （日本労働協会, 1972)でも指摘された日本的経営の特徴「終身雇用」「年功賃金」「企

業別労働組合」は高度成長期には機能していたしかし，市場が成長せず組織も成長しない状

況では，低収益で競争上劣位にある事業でも新陳代謝のためのリストラクチャリングが妨げら

れる原因になった．そのため2つ目の手段である「選択と集中」も行いづらく，低収益のまま

多くの事業が継続され，市場参入者が減らず過当競争になり市場の低収益性は改善しなかっ

た． さらには日本では企業に雇用責任が求められる法制度と慣行があり，事業のリストラの実

行をさらに難しくしていた． また，低収益・低成長の市場は，経営者や従業員のリスク回避型

の行動を促し， リスクのある新事業開発といった試みが弱まる傾向にあった．

一方，株主は重視きれてこなかった． 日本では1990年初のバブル崩壊以前は，持ち合いや

バブルのために株価純資産倍率(PBR)が数十倍になるなど不自然なほど株価のパフォーマン

スは良かったが，エクイテイファイナンスでお金を無利子で得られるといった経営者の発言が

あるなど，株主資本に対するリターンすなわち資本利益率を高める必要性の認識は極めて弱

かった．

このように， 日本企業は，株主「中心｣型とは対極な状況，すなわちステークホルダーのうち

顧客・従業員を重視する経営を行っていた．そして高収益性獲得のための「高価格・適性価格」

｢選択と集中」という手段はとりづらかった．そうなると事業が低マージンとなり付加価値は

少なく，ステークホルダーすべての期待に応えるだけの分配を行った上で中長期のための投資

を行うことなどできなくなる．そのような状況で，たとえば株主の期待に応えるだけの配当を

出し自社株買いをすれば，その他のステークホルダーの期待には添えず，あるいは中長期の投

資はできず短期的な収益性確保しかできなくなる．そんなことをすれば将来の収益性向上が見

込めなくなるという悪循環に陥る．現在， この問題に悩んでいる日本企業も多いと思われる．

2.4株主「中心」型モデルと日本型モデルのそれぞれの修正

株主利益のみを追求することを目的とするなら，合法的な範囲であるかぎり，たとえば地球

環境にいくら負荷をかけようが租税回避行動をしようが問題はない． しかし多様なステークホ

ルダーに対応する必要があることは現実である． なにより現在，企業，特に上場会社の目的が

株主利益「のみ」の追求であるという考え方に修正が加えられてきている．

資本市場では，すでにかなりの年月をかけて，欧州発でのサステナビリテイ重視, ESG(環
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境，社会， ガバナンス）重視のトレンドが強まっている．株主「中心」型モデルで顧みられづ

らかったステークホルダーを考盧する動きである．年金基金などの機関投資家はこのESG重

視の投資行動に変化し，それにつれて投資対象企業もESG重視になってきた. 2014年時点で，

ESG1を考慮した投資の資産運用は，全世界で30%強，欧州で60%弱になり，約21兆ドルに達

す(GSIA,2014). 「持続可能な開発・発展(sustainabledevelopment)｣(WCED,1987:40)に始まっ

たサステナビリテイ，エルキントンが1998年に示したトリプルポトムラインから,GRI(Global

Reportinglnitiative)のガイドライン, ISO26000,国連グローバルコンパクト, OECD多国籍企

業ガイドライン, SDGs(SustainableDevelopmentGoals)やSDGsコンパスなどの企業行動を方向
付ける指針の設定やその活用が行われている．学界でも, CSR(企業の社会的責任）から経済

価値と社会価値の両立であるcsV(共通価値創造）の追求への流れや, BOP(BaseofPyramid)

とよばれる経済的に劣位な状態の人々のニーズを満たす事業創造が研究きれ，本業を通じた社

会貢献が主張されている．国際統合報告評議会(htemationalhtegratedReportmgCouncil. IIRC)

は，財務・非財務，事業とCSR・ESG情報を統合するための統合報告フレームワーク (IIRC,

2013)を提示した． このようなESG重視のトレンドにつれて実際株主「中心」型モデルは変

化し, ESGも考えるように修正されてきている．

日本型モデルもまた株主「重視」傾向に修正されつつある．伊藤レポート2や伊藤レポート

2.03といった当局の方向付け，東京証券取引所におけるコーポレートガバナンス(CG)コード

への対応の必要性, 2017年度は300社以上と言われる上場企業による統合報告書の発行がなぎ

れている． なお当然, 2015年のCGコードにも，ステークホルダーとの適切な協働に関連して

ESGへの積極対応，サステナビリティ対応を行うといったESG重視が言及されている．

しかし2．2で指摘したように株主「中心」型モデルは2つの手段によって収益性向上に適合

しており， 2．3の日本型モデルはその手段をとりづらいことから低収益になりがちな点は現在

でも変わっていない．高収益性が確保きれるとESGへの対応や付加価値分配もしやすいが，

低収益であると分配原資が少なく，十分なESG対応も難しくなる． 日本型モデルを高収益な

ものに変えていく必要がある．

2.5 日本企業が見習うべきロールモデルをもとめて

2．3で指摘した低収益性における悪循環を好循環に転換するためだからといって，株主「中

心」型モデルを採用する必要はない． しかし株主「中心」型を支える2つの手段をとることは

有効である. 1つ目は適正価格以上の価格を付けマーケティングを適切に行って高収益を得る

ことである． 2つ目は顧客からの評価が低く低収益の事業や商品からは撤退し，強みがあって

トップになれるような事業・商品に資源を投入するなどの選択と集中を行うことであった．

この高収益型モデルの実践ができている会社の代表として3Mは名高い. 3Mは主に法人向

けの事業を行う化学メーカーである. 3Mは，高い営業利益率を維持し，高い新製品比率を

実現してきた．すなわち上記の2つの手段を実現し続けてきた. 3Mでは有名な「15%カル

チャー」や「ブートレッキング（密造酒作り)」といった仕組みとメリハリある業績評価に支え

られた優れた研究開発が行われてきている4． また，著者も訪れたことのある日本のCTC(カ

スタマー・テクニカル・センター）では，顧客を巻き込む技術・商品開発やマーケティングも

なきれている5．

3Mはこのように優れた会社であるが， ミネソタ州で生まれた米国企業であり，株主「中心」
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型が主流の市場におかれた会社である． 日本において課題を持つものとしては，やはり日本と

いう環境において高収益モデルを実践している企業を，現代のあるべき日本型経営のモデル

(以降， ロールモデルとする）にしたいと考えた．

そこで筆者が長年接点のある多くの企業のなかから， ロールモデルとしてオムロンを選ん

だ． それは既述のように， この2つの手段をとることで成功している日本の企業だからであ

る． オムロンの選定理由は，高い業績を上げ続けており，企業の公器性という社会貢献とソー

シャルニーズの創造による新しい価値を世の中に出し続ける理念を持ち，多くの事業ドメイン

と事業部を持ちメリハリをつけた事業ポートフオリオ管理により事業の選択と集中を行ってき

た企業だからである．実際，調査を行っているなかで発見されたこともあり， ロールモデルと

しての適切性の確信はさらに強まった． なお筆者は， 20年にわたり同社の複数の方と接点を

持つ．

3． オムロンの経営

オムロンの概要を述べる． オムロンは， 1933 （昭和8）年の立石一真による立石電機製作所

の創業に始まる．第二次大戦後の1948 (昭和23)年に立石電機(株）が設立された．現在の事

業を形作るきっかけとなったオートメーション事業本格開始の年は1955（昭和30）年の「オー

トメ創業元年」である． これが事実上の創業であると考えられる． なお，社名がオムロンに

なったのは, 1990(平成2)年である．

株式会社設立以来2018年までの70年間に5人が社長を担ってきた．立石一真（創業者．

1948-1979),立石孝雄（創業者長男1979-1987),立石義雄（創業者三男1987-2003),作田

久男(2003-2011),そして山田義仁(2011-現在）である．現在は，立石文雄（創業者五男）が

代表権のない取締役会長をつとめ，ほぼ，創業家によるガバナンスから上場企業のガバナンス

に移行した．

ガバナンス体制については， オムロンは，従来より監査役会設置会社である．取締役会は，

取締役8名で構成ざれ， うち社外取締役は3名，いずれも独立役員である．女性は社外取締役

の1名である． ただし任意の人事諮問委員会，社長指名諮問委員会，報酬諮問委員会を設定

し，委員長はいずれも社外取締役が担う．監査役は常勤監査役2名と社外監査役2名である．

同社の統合報告書（オムロン, 2017)によれば, 2017年3月現在は，売上高7942億円，連

結従業員数36008名である．海外売上高比率は58.4％であり，売上高総利益率39.3％，売上高

営業利益率8.5%, ROIC(投下資本利益率) 10.3%, ROE(株主資本利益率) 10.l%といった業

績である．想定資本コストは6％であり, 2012年度より5年間, ROICはその値を超えている．

組織としてはカンパニー制を採用している． カンパニーは，制御機器事業を営むインダス

トリアルオートメーシヨンビジネス(IAB),電子部品事業を営むエレクトロニック＆メカニカ

ルコンポーネンツビジネス(EMC),車載事業を営むオートモーテイブエレクトロニックコン

ポーネンツビジネス(AEC),社会システム事業を営むソーシアルシステムズ・ソリューション

＆サービス・ビジネス(SSB),そしてヘルスケア事業を営むへルスケアビジネス(HCB)の5つ

である． カンパニー傘下及び本社直轄の事業部が合計90強存在する．すなわち， オムロンは，

5つのカンパニーという事業ドメインポートフォリオと，各5つのカンパニーおよび本社がそ
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れぞれ複数の事業部を持つという事業ポートフォリオのあるコングロマリット企業である

3.1オムロンの理念体系と「企業の公器性」

オムロンの理念は， 「企業の公器性」（立石， 1974:30）である． まず，創業者である立石一真

が, 1956(昭和31)年の経済同友会の「経営者の社会的責任の自覚と実践」をきっかけにした

研究の後，企業理念を具体的に表す社憲「私たちの働きでわれわれの生活を向上し よりよ

い社会をつくりましょう」を1959 （昭和34）年に制定した．理念体系は， 1990年のヒューマ

ン・ルネサンス構想を含むニユーOMRON理念体系の設定や1998年の6つの経営哲学の設定

などを経て2015年に改定され，現在の理念は， この社憲と「私たちが大切にする価値観」で構

成きれる． この価値観は「ソーシャルニーズの創造」「人間性の尊重」「耐えざるチャレンジ」

の3つである6． とはいえ， この理念は原則, 1959(昭和34)年当時から変化はないと考える7.

立石は社憲制定の目的を「企業を伸ばすについて，一つの力の源泉」と述べている．そして

社憲の意味を以下のように解説する．それは「私どもの毎日の働きによって， まず企業を伸ば

す．私どもは，企業は伸ばすより手がないということを信条としているので，企業を伸ばす

ことによって， より社会に奉仕しよう」にはじまり， 「具体的にいうと，企業を伸ばすことに

よって，私どもの企業が近隣の地域社会に豊富な雇用を与えることができる…そうなると，そ

の地域社会に対して好ましい隣人になる． ざらに，得意先にはよい仕入れ先になり，仕入れ先

に対してはよい得意先になることで奉仕する． また企業は， 当然適正な利潤を追求するから，

その利潤によって， まずその半分く．らいは税金の形で国家に奉仕する．残りで，社員に対して

は“高賃金，高能率”の方針で奉仕する．株主に対しては，高配当という形で奉仕する．得意

先に対しては，研究投資，設備投資により， よい商品を， より安くつくって奉仕する． ざら

に，企業はその属する地域社会の恩恵をうけているから，利潤の一部で地域社会に対して具体

的な社会奉仕をしていく．…現実につくっている商品の機能，働きそのもので，社会に対する

奉仕を行なっていく．それに続いて，新しい商品，つまりその時点で社会に対してもっともよ

く奉仕できるような商品をつぎつぎに開発，生産することによって奉仕していく」．すなわち，

地域社会，得意先，仕入先，国家，従業員，株主，顧客といった多様なステークホルダーへの

貢献について述べ， 「このようないろいろの奉仕を積み重ねることによって， よりよい社会が

実現してこそ，私どもも自由にして，平和な， よき生活を享受できるのである」 （立石, 1974:

32-33） という文章である． これが記述きれたのはl974年で, Freemanがステークホルダーと

いう言葉を定義するlO年前である． オムロンのステークホルダー重視のガバナンスが明示的

に始まったのは社憲が明示された1959年であり， これはFreemanの定義の25年前にもなる．

オムロンの「企業の公器性」の実践について忘れてはならないのは，重度身体障害者による

福祉工場として，社会福祉法人太陽の家の協力により1972（昭和47）年の春に稼動したオム

ロン太陽(株） と1985 (昭和60)年に設立されたオムロン京都太陽(株）の経営である．生産

子会社のオムロン太陽(株）は初年度から黒字をあげて独立採算を実現し，本業を通じた社会

貢献の実践となった． オムロン京都太陽(株）には，筆者は2年前に2度目の見学に伺ったが，

生産現場のレイアウトが十数年前とはまったく異なっていた．毎年改善や工夫がなきれている

そうである8．
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3.2 「ソーシャルニーズの創造」と「選択と集中」

オムロンでは，従来から「ソーシャル・ニーズの市場化先取り」 （立石, 1974: 124)が，そ

のための「未来予測」と「研究開発」を含めて実践きれてきた．たとえば， 「社会的に必要性の

高いものを，できるだけ早くとらえて，それを満足きせる技術や商品を開発し，その市場の上

に自分の企業を乗せていく」 （立石, 1985:27). 「何しろ，わが国にはこのマーケットはなかっ

たのだから， まずそれに必要な商品の開発から始めねばならなかった．開発するにしても， ど

んな商品を開発したらよいか－いわゆるソーシャル・ニーズ（社会の要望するテーマ）を捉え

ねばならなかった」 （立石, 1985:2). 「未来予測をやって，その変動するであろう社会で必要

な技術なり商品なりをいち早く開発しておく」 （立石, 1974: 124).

長期の未来予測については, 1968年頃からの中央研究所における研究の成果として1970年

に京都で行われた国際未来学会の大会で「Smlc理論」9を提唱した． これは社会，技術，科

学の連関的な進展を予測する理論で， 1970年から2033年までの長期予測である． オムロンで

はこれを経営の羅針盤としている． この研究は子会社の（株)ヒューマンルネッサンス研究所

(HRI)が継続している10とともに，事業戦略に活かされている．

未来予測を前提として中長期のソーシャルニーズを創造するために，経営管理の仕組みとし

て中長期の目標設定と計画にもとづく管理が行われてきた． 1955年に原則5ケ年の長期経営

計画を5回22年間実施したあと， 3ケ年の中期計画を4回実施した．その後, 1990年, 2000

年, 2010年を起点として長期10ヶ年の構想やビジョンを掲げ，その10ヶ年の構想・ビジョン

達成のために2ケ年から4ケ年程度の中期計画が策定実行きれてきた．

ソーシャルニーズの創造は， ステークホルダーへの貢献を実現しようという「企業の公器

性」理念の追求を可能にするための重要なプロセスである． ソーシャルニーズの創造は直接的

には顧客，そして社会に貢献することである．顧客ないし社会から得られる売上や利益によっ

て自分たちを含めステークホルダーに貢献できる． ソーシャルニーズの創造には「選択と集

中」も求められる．成長市場を対象としていた高度成長期にともかく, 1990年代の終わりや

ITバブル崩壊後の2000年代初頭には事業のリストラクチャリングを経験している．たとえば

現金自動預け払い機(ATM)事業は，第4代社長の作田久男の時代に， 日立グループとの合弁会

社に引き継がれた. 2011年以降は， 中期的なROIC(投下資本利益率）を見据えて事業の選択

と集中を丁寧に行っているll.

オムロンのソーシャルニーズの創造は，事業の選択と集中の徹底が組み合わさって， より完

全なものとして運用されている． ソーシャルニーズ創造と選択と集中のプロセスは，図lの通

りである． この図には， このプロセスと社憲との関係も示している．

オムロンはこのように，株主「中心」型企業を高収益に導いたが日本企業には実行しづら

かったはずの2つの手段「高価格・適正価格」と「選択と集中」を， 「ソーシャルニーズの創

造」によって実現している．次項以降でその実現を可能にした要因を検討する．

3.3 「人間性の尊重」とその実現のための基本的考え方と4つの実現方法

「人間性の尊重」については，立石(1974:67)は「経営の場合も，人間性を尊重した自律の神

経を貫いていくことがほんとうの合理性ではないかと思う． したがって経営をやる場合， 自主

的に納得と満足感を持って，進んで参加できるように仕向けていく経営，それがほんとうの合

理的な経営であり，経営者であろう」という．すなわち合理的に考えると「自律」を重視すべ
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図l 「ソーシャルニーズの創造」と「選択と集中」のプロセス
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きというのである． その根拠となる最も基本的な考え方は， 「人間の本能に従うこと」である．

立石(1974:38)は「経営の方策と目標をわれわれ人間の本能的行動と一致するように決めてお

くという決め方が重要である． これによって経営の方策と目標の達成が， あまり圧力をかけな

くても， だいたいそういう方向に非常に楽にできる．人間の本能の最たるものは， 自分の命が

惜しい，危険を避けたいということにつきる． また， よりよい生活をしたい， よりよい家庭を

つくりたいという幸福志向の方向である． このような本能的な志向と一致するように企業の政

策を確立しておけば，非常に楽に， またあまりこまかく管理せずにほっておいても，結果的に

はそのとおりになる」とする．

人間の本能に従い． 自律を重視し「自主的に納得と満足感を持って，進んで参加できるよう

に仕向けていく経営」を実現するために4つの手段がとられている 1つは，すでに説明した

理念， 「企業の公器性」による自律性創造である．経営者も従業員も「なんのために働くか」が

はっきりしていることである．すなわち会社のためでも自分の給料のためだけでもなく，社会

を構成するステークホルダーすべてのために働くのであって， 「自主的に納得と満足感を持っ

て，進んで参加できる｣． 2番目も既述の「選択と集中」を伴った「ソーシャルニーズの創造」

である これを追求して成功するとすれば，従業員は自律的にそれを実践したくなる 3番目

は高賃金・高能率経営などの処遇の仕組みである． 立石(1985: 122)いわく 「高賃金を保証し，

それによって能率を上げてもらう．そして， その能力を十分に発揮している人には，能力主義

を賃金制度に取り入れることによって、 その労働力を評価する． それが人間尊重の経営のあり

方といえるだろう」 そして4つ目は分権化であるこれについては次項以降で説明する．

3.4分権制の歴史一分権化の組織体制による現場の自律性創造一

分権化によって自律性を創造する． 立石(1974: 50)は「分権制というのは，一つの経営理想

である“人間の能力とか個性とかいうものへの信頼，が基礎にあるからできる…企業の目的の

一つを『人間にその個性を発揮できる場を与えることである」と考えるならば，分権制は企業

の理想と一致する」とする． 立石は, 1955 (昭和30)年に分権化の具体的方法として，小規模
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機能別会社制であるプロデユーサー・システムという組織体制を採用した．立石(1974:5L51)

いわく 「みんなに権限を与えて， 自主的にやらせる．そのために雑用が増えては具合が悪いか

ら，そういうものは集中的に管理して，創造性を発揮できるような問題は全部任せる．分権制

はそういう一つの方向ではないか…プロデューサー・システムは，それを具体化した組織であ

る…これによって有能な経営者や管理職の育成が可能になる．分権制というのは，各部門に責

任と権限を与えて運営を任せる方式であるから，担当の仕事を自主的に計画し，積極的に創意

工夫するようになる…このシステムによって，生産工場では生産の仕事を専門的にやり，サー

ビス業務，財務，人事，総務，資材など事務関係の仕事は親会社である立石電機が集中して行

ない，研究は研究会社が， また販売の仕事は販売会社が専門にやるといった体制が出来上がっ

た｣．特筆に値するのはこのように，直接的に価値を創造する生産・研究・販売は分権すべき

ところであるから分権化し，効率化のために集中すべきところは集中する体制である． ここに

は，本社がトップダウンで決めて現場が動くのではなく，価値創造を行う現場の自律性を重視

し，親会社や本社部門は現場を支援するという考えが最初から埋め込まれている．逆さまのピ

ラミッドの文化である．

このプロデューサーシステム（以下, P制とする）は，株式上場後の1966 (昭和41)年から

ネオ・プロデューサー制（以下， ネオP制とする）へと続く. 1970年に事業部制を取り入れ

た後の1973 （昭和58）年6月にはその事業部を小型化して小事業部制による分権制をとり入

れた．立石(1985: 15)は「企業家精神とは， イノベーシヨン（革新）によって，つねに新しい

産業を開発していく精神である．そのためには，大変なリスクと勇気を必要とする」と述べ，

｢企業の中を小事業部制にし，分権制を徹底する． これによって企業家精神を旺盛にする．そ

してこの小事業部に，一つの独立した企業と同じような責任と権限を持たせ，経営をやっても

らう」 （立石, 1985:31) とした．

1999（平成ll)年には， より大<、くりの事業分野ごとに社内会社をつくるカンパニー制を採

用し， さらに3カンパニーを子会社として独立させた． 2003 （平成15)年にヘルスケア事業を

行うHCBを分社しオムロンヘルスケア(株）を設立, 2010(平成22)年には，車載事業を行

う肥cを分社しオムロンオートモーテイブエレクトロニクス(株)，社会システム事業を行う

SSBを分社してオムロンソーシアルソリューションズ(株）を設立した．制御機器事業を行う

IABと電子部品事業を行うEMCはオムロン本体が社内分社としてのカンパニーとして持ち，

他の3カンパニーは事業子会社として持つ体制となっている． なお，本体には本社直轄の事業

が複数ある．

このようにオムロンにおける分権化組織体制の実践は，同社の事実上の創業年「オートメ創

業元年」 1955 (昭和30)年に従業員110名の中小企業規模を超えた時点に始まり，現在の3万

人を超える巨大企業の人員規模までつづいてきた．

3.5分権化による「企業家精神」醸成とその発揮としての「絶えざるチャレンジ」

現在の理念体系のなかの価値観の1つ「絶えざるチャレンジ」は，企業家精神が発揮された

姿である．企業家精神については，立石は，上記のように「大変なリスクと勇気を必要とする」

と述べている．立石(1985:22)は「新しい事業への挑戦だけに， どんなプロジェクトも大なり

小なりスクを伴う．新しい事業に取り組むとき，私は“7:3の原理”で意思決定をする．七分

どおりの成算があると判断すれば，始めてみる． リスクを冒すことがベンチャー・ビジネスの
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ベンチャーであるゆえんであるから， とりあえず“やってみる” という姿勢が， まず大切なこ

とである」という． このようなリスクをとる企業家精神発揮の姿を「絶えざるチャレンジ」は

示している．

立石(1985:31)は，小事業部制導入時には，分権制導入の目的を「企業家精神を旺盛にする

こと」とした． またそれ以前の1962（昭和47）年の年頭に「全員ベンチャー」を年間標語とし

て掲げた． これは｢ベンチャーの精神を持ちつづけよう，創業者精神に帰ろう」 （立石, 1974:

215) ということであった． 「社員一人ひとりが“みずから経営する”という創業者精神」とも

言い， 「ネオ・プロデューサー・システムも，研究員や販売員のスピンオフも，すべてが“みず

から経営する”ための貴重な訓練である． ･ ･･これこそが，新しい産業界を生き抜き，永続でき

る企業の姿であると考えている」 （立石, 1974:216-217) とまで言う． なお1980年代には，創

業の1933 (昭和8)年，そしてオートメ創業元年1955 (昭和30)年という創業から時間がた

ち，創業者精神，ベンチャー精神，開拓者精神，ハングリー精神といった言葉ではなく， より

社員にも理解しやすい「企業家精神」を使うようになっている．

後継者たちも方針はかわらない． 3代目社長立石義雄(1997:95)は「私は， わが社の創業者

であり父親でもある故・立石一真が掲げた『企業の公器性』と『ベンチャー精神」という二つ

の理念を継承して経営に当たってきました」「創業者自らが「わが社は大型ベンチャー企業で

ある』 と称したように， オムロンは常に未来を志向しながら社会に提案して新しい市場を創造

するという未来志向型企業，あるいは社会への提案型企業として発展してきました…生きる

道を求めるには常にベンチャーを志向せざるを得ないのです．そのためには技術開発で優位に

立つことで先行者利益を獲得し，その利益を新しい事業に再投資するというサイクルをできる

だけ速く繰り返すしかないわけです｣． 4代目の作田久男は「言おうとしていることはずっと

一緒で， ソーシャルニーズをとにかく掘り起こそう，そのために，第一にベンチャー精神，第

二にチャレンジ精神を大切にしよう．加えて，それらの精神を支えているのは人間だから，第

三に，人間性を大事にする経営をしよう， ということ」「当社もMBO(目標管理制度）で成果

評価をしているわけですが，昨年から導入を考え，その『業務目標』の中に『自分が企業理念

に対してどう行動したか』という項目を今年から入れ始めた」 12.元代表取締役副社長CFOの

鈴木吉宣は「新しい機会の創出を求めて，新たなグローバル経営を進めていくことは，一方で

はリスクの拡大を伴う．経営理念の基本である，一人一人の可能性を信じ（人間尊重)，事業

で社会課題を解決し（ソーシャルニーズの創造)， リスクを見極め自ら実現していく （チャレ

ンジ精神)．そういった経営の基本姿勢を， もう一度グループ全員で築いていきたい」 13と述

べている．

このように，分権化という組織施策は， まきに，企業家精神を発揮しリスクをとって「絶え

ざるチャレンジ」を生み出すためのものであった．

3.6分権化による経営者人材育成とその人材が支える自律的な組織

オムロンにおける分権化は，小組織，小事業部， カンパニーといった大小様々な組織におい

てリーダーを育てる仕組みである．会社に入社して，小機能組織や小会社に所属してメンバー

とリーダーを経験する． ざらに小事業部のメンバーとリーダーを経験する． カンパニーといっ

た大組織のメンバーとリーダーを経験する．図2を参照きれたい．

これは組織で当たり前の人事ローテーションのように見えるかもしれない． しかしオムロン
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図2 リーダーの責任遂行・社会貢献・成長のステップ
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ではそもそも， 「社員一人ひとりが“みずから経営する” という創業者精神」を育て「企業家

精神」を旺盛にするために小組織制，小事業部制を導入した歴史がある． そして今でも，売上

7942億円(2017年3月現在）に対して約90の小事業部を有し，すなわち’事業部あたりの売

上が90億円を下回る中小企業の集合体で，その独立採算の小事業部における中期の計画管理

をつづけている．連結子会社も167社ある． このような小規模組織では， リーダーやメンバー

が直接互いに目配りでき，事業の状況についても直接的に共有しやすい． そして，既存事業を

守るだけではなく，新規事業を次々と作り出すための「ソーシャルニーズの創造」という成功

のサイクルを実践し， そこでは社会の支持のない商品・事業からは撤退する「選択と集中」も

行う． このように事業の持続性を確保する責任を遂行し続けることは， まさに創業者や企業家

としてのあるべき姿である． そして実際， オムロンでは創業者の存命中も今でも，経営者と従

業員はこれを実践しつづけている．

このように創業者的や企業家的なリーダーが組織に増えていくとと．うなるか． それは創業者

の意図どおりであろうが， 自律型の人材が経営する自律的な組織が全社的にできあがる． トッ

プダウンの指示が必要な場合もあろうが， 自律的に動ける人材は， その指示が正しくても間

違っていても， 自ら考え正しく判断し動くことができる

3.7ロールモデルとしてのオムロンの経営とその活用に向けて

オムロンは， 「企業の公器性」の実践すなわち福祉工場の経営を含めた本業を通して社会

に貢献する企業である． それは「ソーシャルニーズの創造」の実践によって実現する． ソー

シャルニーズの創造は，未来予測と技術開発を前提とし， 中長期的な計画によって管理されて

いる． それは株主「中心」型企業を高収益性に導いた2つの手段「高価格・適正価格」と「選
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択と集中」を実践していることを意味する． 日本企業に実践しづらいはずのそれら2つの手段

の実践を可能にするには，いくつかの前提が必要であったまず，人間の「自律性」を重視す

る「人間性の尊重」理念に基づき，小組織・小会社・小事業部の「分権化」組織体制や高賃金・

高効率等の方針や仕組みの運用を行う．次に，その組織体制の運営等のなかでの経験・育成に

よって，人々を成長させ「企業家精神」を醸成し経営能力を高める． さらに，その人々の企業

家精神を発揮させ「絶えざるチャレンジ」が行われる．

企業の公器性の実現が， 自らと仲間の企業家精神と自律的な行動から生まれることを実感し

た人たちは， ざらに自分たちとその行動に自信と誇りを持ち，その行動を強め，継続すること

になる．そういう状態が， 「企業の公器性」に共鳴した行動をしている姿である． このように

オムロンには，理念，仕組みとその運用，人材とその成長，人材による行動，その成果の関係

とそれらが繰り返ざれる好循環が存在する．

2節で日本企業の課題として提示した「高価格・適正価格」と「選択と集中」は， オムロン

のような「選択と集中」を含む「ソーシャルニーズの創造」の実践で解決できる．その実践は

重要ではあるが，既述のようにいくつかの要素の関係と好循環の1つの要素であって，独立し

て採用しても成果を得ることは難しい．であれば， オムロンが実現しているこの好循環と構成

する要素すべてを採用するべきだろう．

日本企業では，本業における社会貢献を通した「企業の公器性」は共感されやすいであろう

し，終身雇用と年功制にも親和性がある「人間性の尊重」もそうだろうから，採用は可能だろ

う． しかし， ソーシャルニーズの創造，特に選択と集中の採用は容易ではない．人材と組織に

自律性と現場重視の強さが必要となるからである． とはいえ， オムロンが分権化の組織体制に

より成功してきたように，他の企業においても， その採用は可能であろう．そこでの課題は，

旧来のトップダウンで指示命令型の階層組織の典型的な管理思想に凝り固まった人や組織は，

分権化や自律の必要性が理解できない可能性があるため注意が必要なことである．

4． おわりに

ここまで，社会に貢献する企業であるオムロンとその経営者や従業員の実際の行動を捉え，

それが日本企業にとってどのようなロールモデルなのかを考察してきた． オムロンでは，創業

者の時代から現社長体制に至るまで，いくつもの方針を意図的に設定し，その方針を仕組み化

し，人材を成長させ，人々の自律的な行動につなげ，そして成果に繋げてきたそれらは連関

しあい，好循環を形作っている． 日本企業にとって，その好循環をつくることこそが成功への

道である．

オムロンは，著者が調査をしたかぎりにおいて，著者がいままで研究で深く接してきた数十

社以上の企業のなかで，社会に貢献する企業の経営管理の統合的なロールモデルとして最も適

切な企業である． この適切性についての客観性は研究課題ではあるが， とはいえ本研究の意図

は，歴史的に成功していると考えられる企業において， どのような成功要因が考えられるのか

を明らかにし，その学習や採用を可能にし，現代の企業の経営に資することであり，その意味

では本研究に一定の意義はあると考える．

本研究の実務への貢献は，既述のとおり， 日本企業のロールモデルになりえる理想的な経営
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のモデルを示した点にある．学会への貢献は，統合的な企業の成功のメカニズムを， 「無形の

価値創造の源泉」 （伊藤, 2014)であるインタンジブルズの最たる対象としての人的資本を中

心として示したところにある．現代の組織においては， どんな経営管理ツールもノウハウも，

主体である人間が自律的に動くことなしには成り立たなくなってきている．人間重視の経営管

理の道を明示したところに，本研究の貢献があると考える．

本研究の課題は様々である． まず， オムロンの実態について，書誌とヒアリングを元に明ら

かにしてきたが，いまだ客観的な説明力は十分でない．特に， カンパニーや事業部といった組

織における実践状況や経営者・従業員の意識の客観的な把握は重要である．今後も調査を継続

したい． また，本稿ではオムロンのモデルを示したが，その他の企業の実践との比較や具体的

な適用・活用の試みをアクションリサーチとして実施することにも意義がある．
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